
はじめに 

 

この報告書は、２００９年２月２８日、外務省、愛知県、国際移住機関（ＩＯＭ）の共

催により、名古屋市のウィルあいち「ウィルホール」において開催された「外国人受入れ

と社会統合に関する国際シンポジウム－国際的経験の共有と生活者としての外国人住民の

受入れの実践例を中心にして－」の内容をとりまとめたものです。このシンポジウムは、

外国人の受入れ政策や社会統合のあり方について考えるシンポジウムの第５回目で、日系

南米人をはじめとする外国人が数多く生活する愛知県において開催されました。 
 
このシンポジウムでは、第１セッションにおいて「諸外国及び日本における外国人受入

れの現状及び課題」をテーマとして取り上げ、続く第２セッションにおいて「生活者とし

ての外国人の社会統合の実践例と課題」をテーマとして、国内外における取組み事例を紹

介しつつ検討を行いました。 
 
このシンポジウムには、主催者を代表して橋本聖子外務副大臣、ウィリアム・スウィン

グＩＯＭ事務局長が出席したほか、神田真秋愛知県知事の代理として的井宏樹愛知県地域

振興部長が出席しました。また、国外からはスティーブン・カースルズ英国オックスフォ

ード大学移住・難民学教授及びナダ・ナセル豪州ニューサウスウェールズ州住宅供給省製

品戦略・開発課長が出席し、国内からは奥田碩日本経済団体連合会名誉会長をはじめとす

る経済界関係者、研究者、自治体関係者、関係省庁幹部、地域社会において活躍している

日系ブラジル人など各界の方々に出席いただき、約５００人の聴衆とともに熱心な議論が

行われました。 
 
なお、このシンポジウムの映像、配布資料及び過去に開催したシンポジウムの報告書が、

外務省のホームページ（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/local/database/foreign.html）、
ＩＯＭ駐日事務所のホームページ（http://www.iomjapan.org/archives/symposium.cfm）に

掲載されていますので、是非ご覧下さい。 
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Ｉ．プログラム 

（敬称略、肩書きは当時） 

開会の辞   

    橋本 聖子  外務副大臣 

的井 宏樹  愛知県地域振興部長（神田真秋愛知県知事の代理出席） 

ウィリアム・スウィング  ＩＯＭ事務局長 

 

特別講演 

    奥田 碩  日本経済団体連合会名誉会長 

 

第１セッション 諸外国及び日本における外国人受入れの現状及び課題 

モデレーター  大石 奈  々  国際基督教大学教養学部准教授 

 報 告 

    スティーブン・カースルズ  英国オックスフォード大学移住・難民学教授 

   井口 泰  関西学院大学経済学部教授 

 パネル討論および質疑応答 

   スティーブン・カースルズ 

     ウィリアム・スウィング 

      井口 泰 

近藤 潤三  愛知教育大学地域社会システム講座教授 

井上 洋  日本経済団体連合会産業第一本部長 

 

第２セッション 生活者としての外国人の社会統合の実践例と課題 

   モデレーター  山脇 啓造  明治大学国際日本学部教授 

 報 告 

ナダ・ナセル  豪州ニューサウスウェールズ州住宅供給省製品戦略・開発課長 

   中神 優   愛知県地域振興部国際監 

   伊木 ロドリゴ  愛知県立大学学生 

 パネル討論および質疑応答 

   ナダ・ナセル 

松本 一子  愛知淑徳大学非常勤講師 

土井 佳彦  名古屋大学「とよた日本語学習支援システム」システム・コーディネーター 

   讀谷山 洋司  内閣府定住外国人施策推進室参事官 

芝田 政之  文部科学省大臣官房国際課長 

 

閉会の辞 

   深田 博史  外務省領事局長 
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（肩書きは当時）Ⅱ．参加者紹介
〈主催者〉

橋本聖子 深田博史
外務副大臣 外務省領事局長

ウィリアム・スウィング 的井宏樹
国際移住機関（ＩＯＭ）事務局長 愛知県地域振興部長

（神田真秋愛知県知事の代理出席）

〈海外招聘者〉

スティーブン・カースルズ ナダ・ナセル
英国オックスフォード大学 豪州ニューサウスウェールズ州

移住・難民学教授 住宅供給省製品戦略・開発課長
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〈特別講演者〉

奥田碩
日本経済団体連合会

名誉会長

〈国内報告者・パネリスト〉

井口泰 近藤潤三
関西学院大学 愛知教育大学
経済学部教授 地域社会システム講座教授

井上洋 中神優
日本経済団体連合会 愛知県地域振興部

産業第一本部長 国際監
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伊木・ロドリゴ 松本一子
愛知県立大学学生 愛知淑徳大学

非常勤講師

土井佳彦
名古屋大学「とよた日本語学習支援システム」

システム・コーディネーター

讀谷山洋司 芝田政之
内閣府 文部科学省

定住外国人施策推進室参事官 大臣官房国際課長
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〈モデレーター〉

大石奈々 山脇啓造
国際基督教大学 明治大学
教養学部准教授 国際日本学部教授
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略歴（敬称略、肩書きは当時） 

 

主催者 

橋本 聖子 

○外務副大臣 

○３歳からスケートを始め、冬季オリンピック・サラエボ大会を皮切りに、冬季大会（スピー

ドスケート）４回、夏季大会（自転車競技）３回、あわせて７回のオリンピックに出場。（女

子として世界最多記録）。１９９５年参議院議員初当選、以降北海道開発総括政務官、参議院

文教科学委員長等を経て、２００８年９月より外務副大臣。 

 

深田 博史 

○外務省領事局長 

○１９７７年外務省入省。在パキスタン日本国大使館公使、国連難民高等弁務官事務所顧問（ジ

ュネーブ）、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）日本政府代表部（パリ）公使、国際協力事業団（現・

国際協力機構（ＪＩＣＡ））企画・評価部長、領事局参事官、国際協力局審議官、Ｇ８サミッ

ト準備事務局長を経て、２００８年７月より外務省領事局長。 

 

神田 真秋（当日は公務のため欠席。的井宏樹愛知県地域振興部長が代理出席） 

○愛知県知事 

○１９７４年３月最高裁判所司法研修所修了。１９７６年４月名古屋弁護士会弁護士登録。１

９８９年１１月一宮市長。１９９９年２月より愛知県知事。 

 

ウィリアム・レイシー・スウィング 

○国際移住機関（ＩＯＭ）事務局長 

○米国国務省にて、６カ国の大使を歴任。2003年5月から2008年1月まで、世界最大規模の

国連PKOである国連コンゴ民主共和国ミッション（MONUC）にて、国連事務総長特別代表を務め

る。人の移動に関する世界の情勢について深い造詣を持つ。2008年 10月 1日よりＩＯＭ事務

局長。 

 

スティーブン・カースルズ 

○英国オックスフォード大学国際移住研究所移住・難民学教授 

○移住・難民学の最高権威の一人として知られ、オックスフォード大学国際移住研究所（IMI）
の所長を務める。社会学者および政治経済学者として、現在は世界規模の課題、アフリカにお

ける人の移動、移住と開発の関係などを主な研究課題としている。2001年から2006年までは同

大学難民学研究所にて、所長を務めた。 
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ナダ・ナセル 

○豪州ニューサウスウェールズ州住宅供給省製品戦略・開発課長 

○多様な背景を持った人々の地域参加およびリーダーシップを引き出す活動に積極的に従事。

現在は豪州ニューサウスウェールズ州住宅供給省の課長として、同省の実施する「民族問題に

おける優先課題に関する計画」を監督し、文化的・言語的に多様な地域に対する総合的な住宅

サービスの立案および供給を担当。また、同州政府入国管理・定住計画委員会委員および同州

警視総監諮問委員会委員を務める。 
 

 

奥田 碩 

○日本経済団体連合会名誉会長 

○１９５５年トヨタ自動車販売（株）入社。トヨタ自動車（株）社長、会長を経て、２００６

年より取締役相談役。１９９９年に（社）日本経営者団体連盟会長、２００２年（社）日本経

済団体連合会会長、２００６年より日本経済団体連合会名誉会長。２００１年から２００６年

まで経済財政諮問会議議員。２００７年１２月から２００８年１０月まで内閣特別顧問。 

 

井口 泰 

○関西学院大学経済学部教授、同少子経済研究センター長 

○1976年一橋大学経済学部卒業、労働省入省。労働省職業安定局外国人雇用対策室企画官又は

同雇用対策課長として、ウルグアイラウンド・サービス貿易交渉に参加、経済開発協力機構（Ｏ

ＥＣＤ）の継続的人の移動情報システム通信員。1995年に関西学院大学に転じ、同経済学部助

教授、1997 年、同教授、1999 年に、博士（経済学）取得。2003 年から外国人集住都市会議ア

ドバイザー、2006年から内閣府・規制改革・民間開放推進会議（現・規制改革会議）専門委員

（海外人材担当）。 

 

近藤 潤三 

○愛知教育大学地域社会システム講座教授 

○1970年京都大学法学部卒業。1975年京都大学大学院法学研究科博士課程修了（法学博士）。ド

イツ現代政治・現代史専攻。ドイツの移民問題の研究などを行う。１９７６年より愛知教育大

学に勤務。その間、３年に亘り外務省専門調査員として在ドイツ日本国大使館に勤務。 

 

井上 洋 

○日本経済団体連合会産業第一本部長 

○１９８０年４月（社）経済団体連合会（現・（社）日本経済団体連合会）事務局入局。２０

０２年４月より社会本部総合企画グループ長として、日本経団連の新ビジョン「活力と魅力溢

れる日本をめざして」（２００３年１月公表）のとりまとめ、２００３年６月より外国人受け

入れ問題プロジェクトチームリーダーとして２００４年４月に公表した「外国人受け入れ問題
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に関する提言」のとりまとめを担当。総務本部副部長兼秘書グループ長を経て２００６年６月

より同本部長。 

 

中神 優 

○愛知県地域振興部国際監 

○１９７５年４月愛知県庁入庁。２００４年４月国際博推進局儀典課長。２００６年４月より

愛知県地域振興部国際監。 

 

伊木・デ・フレイタス・ロドリゴ 

○愛知県立大学学生 

○１０歳時に家族とともに来日。日本語能力は全くなかったが、努力の末日本語を習得し、現

在愛知県立大学外国語学部で英語を専攻。2006年に日豪交流年の一環として、愛知県国際課に

より主催されたオーストラリアへの派遣に団長として参加。帰国後、在日ブラジル人がよりよ

い生活を送れるように協力したいという思いから日本語教室で教えることを決意。現在、ポル

トガル語、日本語と英語が堪能であり、日本人・外国人両者が共存できる社会を作り上げるこ

とが夢。 

 

松本 一子 

○愛知淑徳大学非常勤講師 

○文部科学省初等中等教育における外国人児童生徒教育の充実のための検討会委員。愛知県や

名古屋市などの外国人児童生徒教育指導者研修講師。1998年からは国際交流ボランティアの活

動をはじめ、地域の日本語教室で外国人児童生徒の放課後学習支援活動に携わる。 

 

土井 佳彦 

○名古屋大学「とよた日本語学習支援システム」システム・コーディネーター 

○2002年から大学及び民間の教育機関で留学生や研修生の日本語教育に従事。同時に、ボラン

ティアとして地域の日本語教室の活動にも参加。 

 

大石 奈  々

○国際基督教大学教養学部准教授  

○ハーバード大学大学院博士課程修了。社会学博士(Ph.D.)。1993 年より国際労働機関(ILO)に
勤務。国際労働力移動部等を経て、「グローバル化の社会的側面に関する世界委員会」に政策分

析官として出向。フィンランド大統領らの下で国際労働移動の分野における政策研究を担当す

る。2003年9月より同大学准教授。 

 

山脇 啓造 

○明治大学国際日本学部教授 
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○東京大学法学部卒業。コロンビア大学国際公共政策大学院（国際関係論修士）卒業。東京都

地域国際化推進検討委員会委員長、外国人集住都市会議アドバイザー。総務省多文化共生の推

進に関する研究会座長他、外務省、文部科学省、法務省、愛知県、宮城県、群馬県の外国人政

策関連委員会委員を歴任。 

 

讀谷山 洋司 

○内閣府定住外国人施策推進室参事官 

○１９８６年自治省（現総務省）入省。総務省大臣官房会計課企画官、（財）自治体国際化協会

交流協力部長、愛媛県総務部長、などを歴任し、２００９年１月より同参事官。内閣府地域力

再生機構準備室参事官も務める。 

 

芝田 政之 

○文部科学省大臣官房国際課長 

○1981年文部省(現文部科学省)入省。岐阜県教育委員会管理部長、文部省学術政策室長、留学

生課長、文部科学省宇宙政策課長、生涯学習推進課長などを歴任し、2008年より文部科学省大

臣官房国際課長。 
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Ⅲ．報告及び討論 

 

開会の辞 

橋本 聖子 

外務副大臣 

 

皆さま、こんにちは。ただ今ご紹介をいただきました外務副大臣の橋本聖子でございま

す。本日は「外国人受入れと社会統合に関する国際シンポジウム」に、多くの皆さま方に

お集まりいただきましたことを心から感謝申し上げます。外務省を代表いたしまして、一

言ごあいさつをさせていただきたいと思います。 

 初めに、本シンポジウムのために、遠方よりお越しいただきましたこのシンポジウムの

共催者の一人でもあります IOM スウィング事務局長、そして、スティーブン・カースルズ

英国オックスフォード大学移住・難民学教授、ならびに、ナダ・ナセル豪州ニューサウス

ウェールズ州住宅供給省製品戦略・開発課長、そして、シンポジウムの報告者、パネリス

ト、モデレーターの方々に心から厚く御礼を申し上げます。 

 また、大変お忙しい中、日本経済団体連合会名誉会長であられます奥田会長には、今日、

特別講演をお受けいただきましたことにあらためて御礼と感謝を申し上げます。本シンポ

ジウムの開催のためにご尽力いただきました神田知事をはじめとする愛知県関係者の皆さ

ま、スウィング事務局長をはじめとする国際移住機関（IOM）の皆さまに、この場をお借

りして、あらためて御礼を申し上げます。 

 日本で生活をする外国人は年々増加しておりまして、平成 19 年末には 215 万人に達しま

した。また、平成 10 年度に永住者および定住者が約 30 万人程度であったのに比べ、平成

19 年度には約 70 万人と 2 倍以上に増加しており、日本で生活する外国人の滞在期間の長

期化が進んでおります。そして、外国人住民が多数暮らす地域社会におきましては、言葉

や習慣等の違いから、さまざまな問題に直面しております。また、最近の景気後退の影響

で、日本人ばかりでなく、在日外国人の失業や経済上の問題から外国人学校での就学が大

変困難となった子供たちもおり、状況はより複雑化・深刻化しています。 

 本シンポジウムは今年で 5 回目の開催となりますが、当初は東京で開催をしておりまし

たが、前回の静岡県での開催に引き続き、今回も多くの外国人が住んでおられる県で開催

させていただくこととなりました。今回のシンポジウムの開催地である愛知県は、平成 19
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年末現在、外国人登録者数が東京都に次ぎ全国第 2 位となっておりまして、日系ブラジル

人をはじめ多数の外国人住民が暮らす地域社会の現場でもあります。また、最近の景気後

退の影響により、外国人の失業が愛知県ならびに東海地方でも深刻な社会問題となってお

ります。 

これらの問題に対しまして、政府は内閣府に「定住外国人施策推進室」を設置して、1

月 30 日、「定住外国人支援に関する当面の対策」を取りまとめるなど、一丸となって取り

組んでおります。 

 グローバル化時代の中にありまして、国は地方自治体等と緊密に連携をしつつ、外国人

との共生社会の構築を目指して、外国人がより活躍できる環境、すなわち、外国人の雇用・

社会保障の確保、子供の教育、住宅の確保などの統一的な受入れ政策を整備する必要があ

ると考えております。地方自治体が外国人住民に対する行政サービスの提供を適切に行う

ための前提として、まず、外国人住民の所在情報を的確に把握することが重要です。 

 政府は、今国会に「住民基本台帳法」、「出入国管理及び難民認定法」、「外国人登録法」

という三つの改正法案を提出する予定です。これらの法改正によりまして、外国人の在留

管理に必要な情報を一元的に、そして正確かつ継続的に把握でき、また、外国人住民を日

本人住民と同様に住民基本台帳法の適用対象に加えることとしております。そうすること

により、外国人住民の利便の増進、及び市町村等の行政の合理化を図ることができるよう

になります。さらに、一部の受入れ企業における低賃金労働等の問題が顕在化している研

修・技能実習制度についても、新たな在留資格の創設による労働関係法令適用等、制度の

円滑な運営のための措置を引き続いて講じていく所存です。 

 今回のシンポジウムでは、まず、わが国として外国人受入れについての基本方針とビジ

ョンについて、諸外国の経験も紹介していただきながら、具体的な方向性を探ってまいり

ます。続きまして、第 2 のセッションにおきましては、「生活者としての外国人」の社会統

合について、愛知県や豪州における取組みの実践例を報告していただきます。それを通じ

まして、外国人住民、および地域社会が直面している諸問題の解決策について検討すると

ともに、日本人と外国人双方に求められる意識改革をどのように進めていくかを考えてま

いりたいと思っております。 

 本日のシンポジウムでは、ご来場の皆さま方からのご質問も承りながら、日本人と外国

人の双方が意見交換をし、問題意識の共有を図りたいと思っております。お互いに協力し、

問題解決に向けて努力し合うことが重要であると考えておりますので、今回のシンポジウ



12 

ムをその契機にしていただければ幸いです。国内外からご出席いただいている方々の豊富

な知見とご経験、ご来場の皆さま方からの貴重なご提言や建設的なご意見も頂きまして、

本日のシンポジウムが実り多いものであることをご祈念し開会に当たってのごあいさつに

代えさせていただきます。どうぞよろしくお願い申し上げます。本日は誠にありがとうご

ざいます。 
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開会の辞 

的井 宏樹 

愛知県地域振興部長 

 

愛知県地域振興部長の的井でございます。本日は、このように大変多くの皆さま方にこ

の国際シンポジウムにご参加いただきましたことを、まずもって深く御礼を申し上げる次

第です。本日、私どもの知事がこちらの会場に参りましてごあいさつを申し上げることが

本意でございますが、ご案内にもございましたとおり、急な公務に対応する必要が生じま

して、こちらに参ることができません。私は本日、知事のあいさつを預かって参っており

ますので、代読をさせていただきます。 

「国際シンポジウムの開会に当たりまして、一言ごあいさつ申し上げます。本日、外務省、

国際移住機関との共催により、このシンポジウムを開催できましたことは、誠に喜ばしく、

お力添えいただきました皆さま方に心から感謝を申し上げます。また、朝早くから多くの

皆さま方にご参加いただき、御礼を申し上げます。 

 愛知県には約 22 万人もの外国人の方々が暮らしておられ、県民に占める外国人の方の割

合は約 3％で、全国一高くなっております。中でも、ブラジル国籍の方が全国最多の約 8

万人と、日系南米人の比率が高くなっております。最近はこうした方々の定住化が進んで

おり、自治体が取り組まなければならない課題も複雑かつ多様化してきております。そう

した中、今、わが国は世界同時不況の影響で、100 年に一度という大変な経済危機に見舞

われており、製造業をはじめ輸出型産業を中心とする本県には、その嵐が最も強く吹き荒

れております。地域の経済活動に携わっていた多くの外国人の方々の中には、急速な景気

の冷え込みによる企業の雇用調整が進む中で、仕事を失う方が増えており、雇用や住居の

確保など、生活の安定が課題となっています。もとより国籍や民族などの違いにかかわら

ず、すべての県民の皆さまが安心して暮らし、また、その能力を十分発揮して活躍するこ

とができる多文化共生の社会づくりにつきましては、県政の重要課題の一つと位置付けて

いるところです。 

 県では、緊急の課題として、定住外国人を対象とした職業訓練、相談窓口等の情報リー

フレットの配布、一日相談会の実施など、雇用対策や生活対策に取り組んでいるところで

すが、多文化共生社会づくりを一層推進するため、昨年 6 月、外国人の子供たちのために

日本語学習支援基金を創設いたしました。この基金事業は、外国人の学校への日本語教師
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の派遣や、地域の日本語教室などにより、地域を挙げて外国人の子供たちにより多くの学

習の機会を提供しようとする全国初の取組みであります。経済界、市町村、地域のボラン

ティアなど、多くの関係者のご支援とご協力の下、全国で初めてこうした事業がスタート

できましたことに対しまして、この場をお借りしてあらためて厚く御礼を申し上げます。

外国人の子供たちもしっかり日本語能力を身に付けていただき、将来に夢を持って暮らし

ていただきたいと願っているところです。皆さま方にも、こうした取組みへのご理解とご

協力をお願いいたします。 

 本日のシンポジウムには、ご多忙の中、奥田経団連名誉会長、スティーブン・カースル

ズ英国オックスフォード大学教授をはじめ、多くの講師の方々にお越しいただきました。

この機会に外国人受入れに関するご意見や諸外国の事例紹介を賜りますことは、本県が進

めております多文化共生社会づくりに向け、大変意義深いことだと考えております。この

シンポジウムが、本県のみならず、多文化共生社会づくりに取り組む全国の皆さま方に、

多大な示唆を与えてくれることを期待いたしまして、開会のあいさつとさせていただきま

す。 

 平成 21 年 2 月 28 日 愛知県知事 神田真秋」 

 どうもありがとうございました。 
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開会の辞 

ウィリアム・スウィング 

ＩＯＭ事務局長 

 

このシンポジウムは、約 30 年前のインドシナ難民の再定住を以て始まった日本政府と

IOM との長年にわたる協力の中で、最も新しい取組です。インドシナ難民の再定住プログ

ラムでは、このプログラムが終了した 2006 年までに、日本は、家族呼び寄せ事業を通じて、

3000 人以上の来日者たちの第二の故国となりました。外国人住民の社会統合のためのプロ

グラムの最良の出発点は、おそらく、移民による受入国および出身国の発展に対する貢献

―現実の貢献と将来のあり得べき貢献の両方です―を認識することでしょう。 

この他にも日本は長年にわたって、製造業、農業、漁業および介護分野での人手不足の

問題から人身取引への対処や難民再定住まで、移住に関する様々な課題に取り組んできま

した。 

日本では、移民が責任ある生産的な地域社会の一員として社会参加し易くするためには

社会統合策が必要であるとの認識が益々高まっています。移民の社会参加は、受入社会の

人々と移民の双方が、文化的多様性を尊重しつつ、相互に順応し合うという双方向プロセ

スでなければなりません。 

IOM は、これらの課題に取り組む日本の努力を支援しています。こうした支援は、人身

取引被害者および新日系フィリピン人（JFC）である子どもとその母親に対する直接支援

や、新たに始まった難民再定住プログラムを通じて行われています。人道的配慮に基づく

移民の受入は、日本のような国が国内的および国際的に人間の安全保障を促進するために、

大変重要な手段です。同様の目的で、日本政府は最近、2009 年から 3 年間にわたり、毎年

30 人のミャンマー人を第三国定住者として受け入れるという試験的プログラムに着手す

ることにより、重要な一歩を踏み出しました。このプログラムは、再定住に向けての非常

に包括的な取組であり、移民の日本社会への十分な社会・経済的統合のために必要な要素

を、全部とは言えないまでも、そのほとんどを含んでいます。 

目下の金融危機、すなわち、移民や、移民受入国および送出国にとって重大な課題をも

たらしている歴史上まれに見る経済の悪化ということを考慮すると、これに対応するとい

う経験は重要であると思われます。他の多くの先進国と同様に、日本においても、解雇さ

れた外国人労働者に関する報告が増加しています。 
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私たちは皆、世界的な金融危機が移民に及ぼし得る影響について懸念すべきでしょう。

失業、本国送金（現在、あらゆる外国援助の 3 倍以上に相当）の急激な落ち込み、外国援

助の減少、そして最も深刻なのは、外国人嫌悪と紙一重の「人的保護主義あるいは地元労

働者保護主義」のような態度の出現です。 

今年のシンポジウムを愛知県で開催するのは、時宜に適っています。愛知県は、日本で

は東京の次に外国人人口の多い県であり、現在、外国人住民が占める割合は、全国平均の

1.7%に比べて、約 3%です。また、愛知県は、金融危機が始まって以降、在住外国人を対

象にした職業訓練を最初に開始した地方自治体でもあります。 

現在の世界的な金融危機により、移民の社会統合は、以前にも増して、緊急かつ妥当な

課題となりました。この点に関して、日本が、経済情勢の影響を受けて失業した移民に対

してセーフティ・ネットを強化する取組を進めていることを、心強く思います。 

国家レベルにおいては、たとえば、内閣府に新たに設置された定住外国人施策推進室が、

政策や支援策の策定に取り組んでいます。私たちは、本日、その内閣府の代表をお迎えし、

最新の政策展開についてお話しいただくことを喜ばしく、また光栄に思います。 

全国的なセーフティ・ネットに関する施策に加えて、地方自治体では、失業した外国人

住民とその家族が社会保障手当を受け取り、住宅や少額資金の無担保融資（マイクロ・ク

レジット）、児童手当、その他の社会サービスへのアクセスを確保できるよう尽力してきま

した。 

これが、私の 3 番目のポイントにつながります。 

日本では、移民に関する共通の課題を端緒にして、同じ課題を有する地方自治体の間で

ネットワークが築かれてきました。そうした機構の一つが外国人集住都市会議（26 会員都

市）であり、もう一つは多文化共生推進協議会（7 県と 1 都市）です。 

愛知県および県内の都市の多くが、こうしたイニシアチブの一員として積極的に活動し

ています。地域社会を基礎にした取組が、移民の社会統合に重要な役割を果たす一方で、

諸外国の経験から見ると、移民に関する領域を網羅する国家レベルの包括的な移民政策が

必要であることは明らかです。 

外国人集住都市会議の最新の宣言では、この点を強調しています。この宣言は、包括的

な移民政策の策定にあたって、様々な省庁に対して強力な指導力を発揮できる新しい政府

機関の設置を日本政府に要望しています。 

中央政府レベルにおいては、日本でも、そして大胆なことを言えば他の多くの国々でも、
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移民に関するさまざまな側面を、さまざまの官公庁が取り扱っています。少し例を挙げる

と、外務省、法務省、文部科学省、厚生労働省などです。 

多くの部門にまたがる移民問題について、さまざまな省庁間の調整を図ることは難しい

ですが、どの国にとっても非常に重要な課題です。さらに、移民政策の策定においては、

政治指導者ならびに実業界、マスコミ、NGO、そして世論も、重要な役割を担っています。 

日本には、移民政策の方向性が現れてきていることを示す有望な兆しが数多くあります。

有力な政治家や実業界（日本経団連、商工会議所）、ならびに専門家や有識者たちが、より

持続可能で人道的な態様で日本への移住と取り組むための国家的枠組みについて、その実

施方法ともども議論・検討し始めました。 

例えば、外国人材交流推進議員連盟が提言した「日本型移民政策」では、移民を将来の

日本国民とみなし、家族呼び寄せの権利を移民に付与することにより長期的移住を推進し、

戦略的な人材育成計画を推進するとともに、「人道的移民」という避け得ない責務に取り組

むこととしています。 

IOM は、人権の尊重が、適切な移民行政に必須の要素であると信じております。移民が

積極的に出身国と受入国の発展に貢献するようにするためには、移民の置かれている状況

や社会的地位、あるいは所属分類如何にかかわらず、移民の人権が十分に尊重され、促進

されなければなりません。移住サイクルのあらゆる段階においても、移民の人権保護は必

要であり、いかなる形態の差別や不寛容、人種差別、外国人嫌悪も、断固として排除され

なければなりません。 

移民の人権は、2008 年 10 月にマニラで開催された「移住と開発に関するグローバル・

フォーラム（GFMD）」の主要トピックでした。移民の人権は、おそらく、11 月にアテネ

で開催される今年のグローバル・フォーラムでも、再び主要問題の一つとなるでしょう。

移民の人権を効果的に支援するためには、指導力と開かれた外交が求められています。 

概して、社会統合の成功は、移民と受け入れ地域社会の双方に裨益します。移住による

恩恵を享受するためには、政府は社会統合政策とその実践に高い優先度を付すことが必要

です。今後とも IOM は、日本における移住および社会統合に関する政策展開を、大きな関

心と、適当な場合には支援するという視点を持って、見守って行きたいと考えております。

皆さま、そして日本政府が外国人住民を地域社会の一員として統合していくにあたり、IOM

は喜んで支援を行う所存でおります。 
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Opening Remarks 

 

William Lacy Swing 

Director General, International Organization for Migration (IOM) 

 

This symposium is the latest initiative in a long history of collaboration between the 

Government of Japan and IOM that began nearly three decades ago with the resettlement of 

Indochinese refugees. By the time that programme ended in 2006, more than 3,000 newcomers had 

made Japan their home through family unification. Perhaps the best starting point for a programme 

to integrate foreign residents is the recognition of migrants contribution - both actual and potential to 

the development of host and origin countries. 

Over the years, Japan has addressed other migration challenges, from labor shortages in 

manufacturing, agriculture, fishing and care giving sectors, to tackling human trafficking and 

refugee resettlement. 

Japan increasingly recognizes the need of integration measures to facilitate the social 

participation of migrants as responsible and productive community members. This must be a 

two-way process where the members of the host society and the migrants both adjust to each other, 

while respecting cultural diversity. 

IOM supports Japan's efforts to meet these challenges; this is done through direct assistance to the 

victims of human trafficking; Japanese Filipino Children (JFCs) and their mothers; and the newly 

launched refugee resettlement programme. Migration based on humanitarian considerations is a very 

important means for a country such as Japan to promote human security both internally and 

internationally. In the same vein the Government of Japan recently took an important step with its 

Pilot programme to resettle 30 Myanmar refugees a year for 3 years starting in 2009. This is an 

unusually comprehensive approach to resettlement，containing most if not all of elements necessary 

for full socio-economic integration of the migrants into Japanese society. 

 

This experience will be important in the context of the current financial crisis, an economic 

downturn of historical proportions that poses significant challenges for migrant, as will as receiving 

and sending countries. As in many other developed countries, there are increased reports of 
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displaced migrant workers in Japan. 

We should all be concerned about the possible effects of the global financial crisis on 

migrants: loss of jobs, precipitous decline in remittances (which at present amount to 3 times more 

than all foreign aid); a reduction in foreign aid, and most seriously, the emergence of a sort of 

attitude “Human or local labor protectionism that borders on Xenophobia. 

It is fitting that this year’s symposium in the Aichi Prefecture----host to the second largest migrant 

population in Japan after Tokyo; in active numbers the ratio of foreign residents in Aichi is 

approximately 3%, compared with the national average of 1.7%. In addition, Aichi is the first local 

government to starts vocational training foreign residents after the financial crisis began. 

The current global financial crisis makes the issues of migrant integration more urgent and relevant 

than ever. In this regard, I am encouraged by ongoing efforts in Japan to enhance safety nets for 

affected, unemployed migrants. 

At the national level, fore example, the newly established Office for the Coordination of Policies on 

Foreign Residents under the Cabinet Office is working on the formulation of policy and assistance 

measures. We are pleased and honored to have with us today, a representative from the Cabinet 

Office, who will share with us the latest policy developments. 

In addition to the national safety net measures, local authorities have been working hard to ensure 

that unemployed foreign residents and their families receive social security benefits, and that they 

have access to accommodations, micro credits, child allowance, and other social services. 

This leads me to a third point, 

 

In Japan, common migration challenges have led to the formation of networks among local 

governments sharing migration challenges. One such organization is the Council of. Cities with a 

Large Foreign Population (26 cities and towns) another is the Council for the Promotion of 

Multicultural Coexistence (7 prefectures and one city). 

Aichi prefecture and a number of cities in Aichi are active members of these initiatives. While the 

community-based approach plays a significant role in migrant integration, international experiences 

demonstrate the need for a comprehensive national migration policy covering the full spectrum of 

migration issues. 

The latest declaration from the Council of Cities with a Large Foreign Population emphasizes this 
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point. The Council of Cities declaration urges the national government to establish a new agency 

which can take strong leadership over different ministries in the formulation of comprehensive 

migration policy. 

 

At the national governmental level, here and I dare say in many other countries, different aspects of 

migration are handled by different institutions, such as the Ministry of Foreign Affairs, Ministry of 

Justice, Ministry of Education, Culture and Sports and the Ministry of Health, Labor and Welfare, to 

mention a few. 

Coordination among different government ministries on multi-sectoral migration issues is a 

complicated but essential task in any country. In addition, political leaders, the business community, 

media, NGOs, and public opinions also have key roles to play in migration policy formulation. 

There are increased and hopeful signs of the emergence of migration policy direction in Japan. 

Leading politicians, the business community (Nippon Keidanren, the Chamber of Commerce) as 

well as experts and academic experts have begun discussing and contemplating a national 

framework with implementing measures to manage migration to Japan in a more sustainable and 

humane manner. 

For example, "Japanese-model Immigration Policy", proposed by the Parliamentarians 

League on Promotion of Acceptance of Foreign Human Resources, considers migrants as future 

Japanese citizen; promotes long-term migration by granting migrants the right for 

family-reunification; strategic human resource development schemes; and addresses the imperative 

of "humanitarian migration”. 

The IOM believes that respect for human rights is a key component of reasonable migration 

governance. Human rights of migrants, whatever their situation, status or classification, have to be 

fully respected and promoted if migration is to contribute positively to the development of countries 

of origin and destination. Protection of the rights of migrants is necessary at all stages of the 

migration cycle; all forms of discrimination, intolerance, racism, and xenophobia, must be firmly 

rejected. 

The human rights of migrants featured prominently at the Manila Global Forum on Migration and 

Development (GFMD) in October 2008. Human rights of migrants will again be a key issue no 

doubt at this year’s Athens GFMD in November - the site of the next Global Forum. Leadership and 
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public diplomacy are required to support effectively the human rights of migrants. 

Overall, successful integration benefits both the migrants and the host community. To benefit from 

migration, government needs to give high priority to integration policies and practices. As always, 

IOM will follow policy developments in Japan on migration and integration with great interest and 

with a view to assisting as appropriate. We stand ready to support you and the Government of Japan 

as you move forward to integrate foreign residents as community members. 
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特別講演 

奥田 碩 

日本経済団体連合会名誉会長 

 

 はじめに、橋本外務副大臣、スウィング国際移住機関事務局長におかれましては、この

ようなシンポジウムに私をお招きいただきまして、誠にありがとうございます。御礼を申

し上げます。 

 本日のシンポジウムの目的は、外国人の受入れに関しまして、日本政府として、また日

本社会として、今後どのような基本方針を持って臨んでいくべきかを考えることであると

聞いております。そこで、本日は経団連が外国人の受入れをどのように考えているのか、

また、今後どのような課題を解決していくべきなのかということにつきまして、若干お話

ししたいと思います。 

 私自身、外国人受入れ問題がわが国の将来像を考えるに当たって最重要のテーマの一つ

であると考え、経団連の会長に就任した際に取りまとめた経団連ビジョンにおきまして、

多様性のダイナミズムを生かすという観点から、外国人が活躍できるような日本の社会環

境の整備が必要ではないかということを盛り込みました。そのビジョンをベースに、2004

年には外国人の受入れについて包括的な政策を取りまとめ、三つの原則を示しました。そ

の第 1 は、「質と量の両面で十分にコントロールされた受入れ」、第 2 は「外国人の人権と

尊厳が擁護された受入れ」、第 3 は「受入れ側・送り出し側双方にとってメリットのある受

入れ」ということです。 

 経団連はこの 3 原則を外国人政策の基本に位置付けてまいりました。その理由は、確固

とした理念や原則がなければ、日本という国の在り方をこれから大きく左右する外国人の

受入れを進めることはできない。また、近視眼的な受入れや安易な発想に基づいて、場当

たり的に決定されては良くないと考えたからです。言い換えれば、外国人の受入れ施策は、

国の将来像を見据えた上で長期的かつ安定的に実施していかなければならないということ

です。 

 現在、世界経済が同時不況に陥りつつある中で、わが国の雇用情勢も極めて厳しい状況

に直面しているわけですが、経団連では去る 2 月 9 日に「日本版ニューディールの推進を

求める」というタイトルの緊急提言を公表するとともに、政府・労働界とも連携いたしま

して、雇用の安定、創出、またセーフティネットの強化に向けた取組みを現在進めており
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ます。 

 一方で、雇用情勢が厳しい中にあっても依然として人の集まらない仕事の分野が存在す

るという事実は厳然としてあり、今後はこうした雇用のミスマッチを解消していくことが

重要になると考えております。若い世代の中には、これまで接することのなかった仕事に

就くこと、あるいは住み慣れた土地を離れることに戸惑いを感じ、希望する職種を狭めて

しまうという傾向もあるように思っています。しかし、未知の世界にチャレンジし、こう

した厳しい時代であっても新たな道を切り開いていってもらいたいと思う気持ちがあり、

無論、政府や経済界としてもそのために最大限の支援を行っていくべきことは申し上げる

までもありません。 

 このところ、経済・雇用情勢が厳しさを増しておりますが、その中で、外国人の受入れ

について非常に慎重な意見も聞かれます。しかしながら、中長期的に人口減少あるいは労

働力の不足という厳しい状況にあるときこそ、将来を見通して、持続的な経済成長を実現

するための道筋の中で、安定的な外国人の受入れを考えるということは、非常に重要だと

思っております。今こそ、安心・安全で活力のある経済社会システムを維持していくため

に、外国人の受入れがどうあるべきかを考える必要があると思います。 

 それでは、外国人の受入れはなぜ必要なのかという問題につきまして、原点に立ち返っ

て考えてみたいと思います。そのためには、まずわが国の将来像を的確に把握しておく必

要があると思います。経団連は昨年、「人口減少に対応した経済社会の在り方」という問題

につきまして、少子化・高齢化の進んだわが国が 50 年後にどのような姿になっているのか

ということを示しました。これによりますと、このままでいくと総人口は今後 50 年で 30％

近く減少し、特に経済活動の担い手である生産年齢人口は 4595 万人と、現在のほぼ半分の

水準となります。2055 年には、65 歳以上の高齢者 1 人に対して、支え手は 1.3 人となり、

財政・年金制度ばかりか、経済社会システムそのものの持続可能性が非常に危機的な状況

に陥ると考えられます。 

 問題は、こうした人口減少の影響は、今ここにいる私たち「現在の世代」ではなく、こ

れから生まれてくる「将来の世代」に重い負担を課してしまうという点です。いま選挙権

を持たない将来世代は、現在の国の在り方を決めることはできません。彼らに活力に満ち

た経済社会を残すことができるのは、私たち「現在の世代」であります。急激な人口の減

少に対応して、「将来の世代」に負担を付け回さないために、思い切った少子化対策を進め

るとともに、一方で、わが国として必要な外国人材を積極的に受入れ、社会経済の活性化
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を図っていく必要があると考えております。 

 これまでわが国では、就労等を目的に来日された外国人は一定期間を経て出国するとい

う、いわゆる「ローテーション型」の受入れを前提にしてきました。経団連としても、秩

序ある受入れを推進するという点で、この「ローテーション型」を支持してきたわけです

が、今後は、わが国として必要な外国人が国内に定着し、ともに社会、経済を支える一員

となるということを、本格的に考えていくべきであると考えております。 

 あらためて申し上げるまでもなく、経済のグローバル化に伴って競争が激化する中で、

わが国が産業競争力を今後維持・強化していくためには、あらゆる分野・領域で絶えずイ

ノベーションを創出していく必要があります。そのためには、イノベーションを支えてい

く、斬新なアイデア、あるいはビジネスモデルを構築していくことのできる人材を、国籍

を問わず育成・確保していくことが急務であると思います。 

 世界に目を転じてみても、欧米の先進国のみならず、アジアあるいは新興経済圏でも外

国人材の受入れのための制度が整備されており、今や人材獲得競争というものが世界的に

極めて熾烈なものとなっています。経団連が昨年 7 月に行った欧州調査の報告書におきま

しても、日本が国際的な人材の獲得競争に乗り遅れるのではないかという危機感が示され

ております。例えば、欧州委員会では EU の GDP 成長率の約 20％が、移民の受入れによ

るものであるという分析があります。つまり、外国人材の受入れは社会の多様性をもたら

すばかりか、経済を活性化させ、新たな雇用を創出するという認識がされているわけです。 

 私は経団連会長の在任中、欧州各国の駐日大使と、外国人の受入れ問題について何度も

意見交換をいたしました。各国の大使は一様に、外国人の受入れは自国の成長につながる

と強調されていたことを、今でも明らかに記憶いたしております。翻ってわが国では、外

国人の受入れが地域社会に不安をもたらし、また日本人の雇用にも悪影響を及ぼすという

考えが根強く残っております。90 年代以降、国民の合意の下で受入れを拡大していったわ

けではありませんので、理念のないまま間口を広げた状況になってしまったわけで、そう

いうことは望むべきことではないと考えております。 

 欧州の例を見ましても、外国人の受入れの成否は、結局のところ、受入れ制度をどこま

で有効に機能させられるかということにかかっております。つまり、秩序ある形で受入れ、

外国人がうまく社会に溶け込むことのできる政策を構築できれば、外国人を受入れること

のマイナス面はおのずと最小にすることができるはずです。そのためには、既に移民を受

入れている諸外国の経験を学ぶとともに、過去の反省を生かした施策を、政府一体となっ
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て進めることが不可欠です。欧州各国では、過去の経験を生かすことで、受入れ国・送り

出し国の双方にとってメリットのある移民政策が構築されつつあると私は見ております。

わが国でもぜひ、各国の知恵をお借りして、日本人、外国人、双方にとって利益となるよ

うな受入れ制度を構築していくべきであると考えております。 

 先ほどご紹介いたしました外国人受入れの 3 原則、すなわち「質と量の両面で十分にコ

ントロールされた受入れ」、「外国人の人権と尊厳が擁護された受入れ」、「受入れ側および

送り出し側の双方にとってメリットのある受入れ」は、まさにそうした欧州各国の経験か

ら学んだものでもあるわけです。経団連としては、引き続き秩序のある受入れを行ってい

くことで互恵的な制度を構築すべきことを提言してまいりたいと考えております。 

 ここで、外国人の受入れに関する日本企業の具体的な取組みについて、簡単にご紹介い

たします。経団連では昨年の秋、主要会員企業を対象にいたしまして、外国人の活用につ

いてアンケート調査を行いました。その結果、わが国企業の外国人の活用戦略として、半

数が、「各事業の戦略や機能に合わせて、国内外の拠点を問わず、日本人、外国人を適材適

所で採用することを配慮する、あるいは配置している」としておりまして、また、「多様な

人材の活用のために今後外国人を積極的に採用していきたい」という回答が、全体の 35％

に上っております。 

 その理由としては、「企業活動が今後グローバル化するということは必然でありまして、

このグローバル化に伴いまして、日本人の発想だけでは国際競争に勝てない」ということ

が挙がっております。また、企業が外国人を受入れることで、多様な価値観あるいはノウ

ハウを取り入れる、あるいは取り入れることができると考えていることが明らかとなりま

した。すなわち、多様な感性あるいはノウハウを持つ外国人材の確保が産業競争力の強化

をもたらし、グローバルな競争を勝ち抜く源泉となるという考え方であります。 

 また、企業では、こうした外国人材を受入れるために、彼らが働きやすい環境の整備に

も努めております。例えば、「外国人が賃貸住宅の契約に苦労するということに配慮して、

質の良い住宅を提供する」、あるいは、「日本で生活し活躍するために必要な語学力を身に

付けてもらうために、語学研修を実施する」、日本人とは異なる就業意識を持つ外国人のた

めに、長期雇用を前提としない制度を設ける」などということです。このように創意工夫

をこらしながら、社内体制の整備に取組み始めているということが、各企業についてうか

がわれます。 

 加えて、企業はさまざまなプログラムに支援を行っております。例えば財団法人愛知県
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国際交流協会が平成 20 年度から 24 年度までの 5 年間で約 7 億円の寄付を募りまして、そ

の寄付による基金の下に、外国人児童・生徒のための日本語学習支援を進めております。

この基金づくりに愛知県内を中心とした企業も協力しておりますし、また、私の会社の例

で恐縮ですが、トヨタ自動車の寄付金を原資として、本年度から豊田市が「とよた日本語

学習支援システム」を構築し、幅広い層の外国人に日本語を学習する機会を提供しており

ます。 

 こうした取組みは、決して企業の力だけでは実現できるものではありません。外国人が

かかえる問題を深く理解し、また、その解決のために取り組む自治体、あるいは国際交流

協会、さらに教育機関、ＮＰＯ、ＮＧＯといった方々の尽力があってのことですし、これ

がなければ成功はしないと思っております。 

 本日のシンポジウムの後半で、外国人が地域に根差して活躍できるようにするためのさ

まざまな取組みが紹介されると伺っております。高い志を持つ方々の取組みが、今後さら

に活発になっていくことを願ってやみません。企業といたしましても、外国人を法律に則

って適切に雇用することはもちろんのこと、日本人社員が地域社会で外国人支援の活動に

参加できる機会を提供していかなければならないと考えております。 

 申し上げるまでもなく、外国人の受入れには国民の広いコンセンサスと意識改革がどう

しても必要です。このためには、国籍あるいは民族の違いを超えて互いに尊重し合う、多

文化が融合する社会の構築に向けまして、理論と実践が不可欠です。特に、経済情勢など

の一時的な状況に左右されて、外国人の受入れの大方針や施策を変えていく、あるいは変

えていては、日本という国の国際的な信頼はいつまでたっても世界の中では確立できない

と思っております。これにより、国際社会における日本の魅力が低下して、優秀な人材を

引き付けることができなくなるということを私は最も懸念しており、どのような能力・資

格を持つ外国人材を、どの程度、どのような方針の下で受入れるのかということについて

国民がしっかり議論し、基本理念、方針に基づいた安定的な受入れ施策を確立し、着実に

これを進めていくことが、今後日本にとって必要となっていくのではないかと思っており

ます。 

 秩序ある形で外国人を受入れていくためには、出入国・在留管理、就労・生活環境・社

会保障制度の整備、家族を含めた日本語や職業教育の充実につきまして、わが国が一体と

なって取り組む体制が不可欠です。また、先ほどもお話がありましたが、現在わが国政府

における外国人関連の政策は、法務省、厚生労働省、経済産業省、文部科学省、外務省、
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総務省、内閣府など、複数の省庁にまたがっております。また、外国人政策を担当する大

臣はおりません。外国人の受入れ政策をうまくコーディネートする主体が欠けたままに、

それぞれの制度が運営されている状況にあるというのが、現実の日本の姿です。 

 従って、まずは関係省庁間の連携を強化するとともに、内閣による調整機能を整えるこ

となど、いわゆる司令塔的な組織を設けまして、その下で外国人受入れの環境を整備して

いくことが必要です。なお、経団連では今年の春をめどに、「競争力人材」をキーワードに

して、必要な国の施策や企業の取組みを促す提言を取りまとめる予定ですが、その際には、

外国人材受入れに関し、国と地方自治体の体制、また企業の役割などにつきましても考え

を明らかにしたいと考えております。 

 この後行われるパネルディスカッションにおきましては活発な討議が行われ、本シンポ

ジウムが実りあるものとなりますことを祈念いたしまして、私の講演を終えたいと思いま

す。ご清聴ありがとうございました。 
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第１セッション 

諸外国及び日本における外国人受入れの現状と課題 

 

大石： 

 皆さま、こんにちは。ご紹介にあずかりましたモデレーターの大石と申します。本日は

どうぞよろしくお願い申し上げます。早速、第 1 セッションを始めさせていただきます。

本セッションでは「諸外国及び日本における外国人受入れの現状及び課題」というテーマ

で、スティーブン・カースルズ先生と井口泰先生にご報告していただきます。 

 まず、カースルズ先生のご紹介から始めさせていただきます。スティーブン・カースル

ズ先生は、現在英国のオックスフォード大学国際移住研究所の所長を務めておられ、2001

年から 2006 年には同大学の難民学研究所の所長をお務めになられました。『国際移民の時

代』など多数の著作がございまして、移住・難民学の分野の最高権威のお一人でいらっし

ゃいます。カースルズ先生は、社会学者および政治経済学者として、現在は世界規模の課

題、アフリカにおける人の移動、移住と開発の関係などを主な研究の課題としていらっし

ゃいます。本日は「欧州における移民の統合に関する主な課題」と題したご報告をいただ

きます。 
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報 告 

スティーブン・カースルズ 

英国オックスフォード大学 移住・難民学教授 

 

おはようございます。ご列席の皆様、こんにちは。この場に参加できることを非常に光

栄に思うとともに、お招きくださった外務省および国際移住機関に対して心より感謝申し

上げます。このシンポジウムは、お互いから学べる機会ですから、私にとって貴重である

ことは確かであり、皆さんにとっても有益であることを願っています。 

私は今日、特にヨーロッパ諸国における移住と社会統合について話をします。1945 年か

ら、ヨーロッパの国々と北米、およびオーストラリアは大量の移民の入国と言語や習慣、

宗教の多様化を経験しました。それが移民受入国の政府および社会に重要な課題をもたら

しました。今朝はこうした課題のいくつかについて、お話しするつもりです。報告の最後

では、二つの重要な時事問題に焦点を当てます。一つ目は、現在の金融危機が移住にもた

らし得る影響について、そして二つ目は、移住と社会統合に関する諸外国の経験が日本に

とってどのような意義を持つかについてです。 

まず、第二次世界大戦後のヨーロッパへの移住の歴史からお話しします。これは、いく

つもの段階に分けられます。1945 年から 1973 年まで、西欧のほぼ全ての国々が、労働者を

国外から調達しました。場合によっては、こうした労働者は、いわゆるゲストワーカー、

つまり、ドイツやスイス、オランダなどの国によって募集された臨時労働者でした。これ

は経済的な動機による募集で、労働者の定住は意図されておらず、また社会への統合も意

図されていませんでした。このアプローチは、差別的排除と言えます。なぜなら、労働市

場への参入は認められていましたが、その他の社会への参入は認められていなかったから

です。 

植民地もしくは旧植民地から労働者を迎えることができた国々もありました。これにあ

たるのが、イギリスとフランス、そしてオランダもそうです。植民地から来た人々は、通

常、受入国の市民権を有し、彼らには受入国に定住する権利がありました。この場合、政

策としては、彼らが国民に同化すること、つまり、彼らを文化的および社会的に受入国の

国民と見分けがつかなくなるようにすることが望まれました。 

他にもスウェーデンやベルギーのように、混合型をとった国もありますが、今は詳しい

説明には踏み込まないことにします。1973 年、つまり、いわゆる石油危機後、戦略が一変
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しました。ヨーロッパの企業は、労働者を国外から調達する代わりに、資本を輸出するよ

うになり、労働移民が受入国を去ること、つまり彼らが本国に帰ることが期待されました。

しかし、実際には、彼らのほとんどは帰国しませんでした。彼らは家族を呼び寄せ、移民

社会を形成し、永住しました。1970 年代から 80 年代には、人口の標準化が進行しました。

つまり、労働者として来る若い男性だけでなく、あらゆる社会的ニーズを携えた家族全員

が移住して来たということです。社会統合政策が必要になり、学校、住居、各種サービス

も必要になりました。 

1990 年代以降、ヨーロッパにおける移住は、新たな段階を迎えました。まず冷戦の終結

後に、いわゆる亡命危機が起こりました。例えば、旧ユーゴスラビア諸国や旧ソビエト連

邦諸国から、難民認定を求めて、大勢の人々がヨーロッパに押し寄せました。そこで、ヨ

ーロッパ諸国は協力して、国境管理を行い始めました。同じ頃、労働移住のグローバル化

も起きていました。いまや、移民は、ヨーロッパをめざして世界中からやって来ていまし

た。1990 年代および 2000 年代初めには、移民の数が大幅に増え、文化や宗教が一層多様性

化しました。 

現在は、技能を求めて全世界的規模の競争が起こっていると言えるでしょう。全ての先

進国が、情報技術や医学、エンジニアリング、経営などの分野の技能を持つ高度人材を獲

得しようとしています。しかし同時に、それより技能レベルの低い労働者も必要とされて

います。例えば、高齢者の介護や保健医療サービスなどです。そこで今日しばしば見られ

るのが、経済的目的と政治的目的との対立です。経済的理由から、ヨーロッパ諸国は労働

者を必要としているのですが、政治的には移住に対する反対意見が多い。その結果の一つ

として、多くの非熟練労働者が、不法移民として入国し、劣悪な労働環境で働かざるを得

なくなっています。 

ヨーロッパには、これから述べるような主要な傾向があります。人口統計学上、少子高

齢化が進み、老年人口指数が高まっています。つまり、人数の少ない若年者が、増加して

いく退職後の高齢者を支えなければならないのです。経済面から言えば、将来的には、熟

練労働者と非熟練労働者の両方の需要があるでしょう。社会面では、ヨーロッパの若者は、

高い技術を必要としない仕事には就きたがりません。その結果、あらゆる技能レベルで移

民労働者に対する大きな需要があります。それでも、政治的には、移住は問題として受け

止められています。移住者と少数派は、国の安全保障にとっての脅威と見なされ、ディア

スポラとトランスナショナリズムは、民族国家を弱体化させると考えられているのです。
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ヨーロッパの国に住んでいながら、母国への愛着を持ち続ける人々は、ディアスポラとし

て知られており、民族国家への統合はむずかしいと考えられています。 

ヨーロッパ諸国は、労働者は欲しいけれども、人は欲しくないのです。もちろん問題は、

人なしに労働者を手に入れることはできないということです。ここに、ヨーロッパにおけ

る移民労働者の必要性を示す例があります。これらは国連による数値です。緑色の線をご

覧になると、ヨーロッパの 15 歳から 64 歳までの労働力人口が 2010 年から減少し始めるこ

とが分かります。そしてこれは、2050 年まで急激に減少します。しかし、もし移民がいな

ければ－それは紫色の線ですが－、人口減少数はさらに１億増えることになり、深刻な労

働力不足が生じるでしょう。すでに問題は生じていますが、移民がいなければ、問題はさ

らに深刻になるでしょう。 

これは、ヨーロッパにおける移住の経済的重要性を示す一例に過ぎません。どんなもの

であっても、ここ何年かの間にヨーロッパ諸国で新たに創出された仕事については、その

三分の二までが移住労働者によって充足されています。彼らは多くの人的資本を携えてや

って来ています。移住労働者の多くは高等教育を受けており、非常に高度な技能を持って

います。そこで次のようなことが分かります。たとえばベルギー、ルクセンブルグ、スウ

ェーデン、デンマークに来る移住者の 40％超の人々が、高等教育の修了証や大学卒業資格

を有しています。多くの国々で、移住労働者の方が、地元の労働者よりも高いレベルの技

能を持っています。 

過去 50～60 年におよぶ移住の歴史の結果、ヨーロッパ諸国は民族的にも文化的にもかな

り多様化が進みました。４億 9100 万人の総人口を有する欧州連合（EU）全体を見てみると、

4000 万人を超える人々、すなわち８％を超える人々が、今住んでいる国以外の国で生まれ

ています。こうした 4000 万人超の人々のうち、大半は EU 域外から来ています。つまり、

4000 万人の外国生まれの人々のうち、うち、2700 万人が EU 域内生まれではありません。

したがって、今日のヨーロッパ諸国では、総人口の５％から 15％の人々が移民起源であり、

多様な文化的および宗教的背景を持って来ているということができます。 

これは、日本にとっても重要な問題になるところだと思います。このような新たな多様

化に対して、どのように対応することができるでしょうか。解答は複雑で、本当のところ、

今日は詳細を多々お話しする時間はありません。ヨーロッパ諸国はそれぞれ異なっていま

す。各国には独自の社会統合モデルがありますので、今日はそのうちのいくつかを紹介し

ましょう。たとえば英国では、健全な社会統合政策を保持するためには、入国管理も必要
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であると常に信じてきました。ですから、これは二重型です。つまり、一方で入国管理を

し、他方で人種関係法を施行するということです。人種関係法は、差別を禁止し、少数派

民族であろうと多数派の国民であろうと、全ての人々に対して機会の平等を要請していま

す。これが、英国の多文化主義と呼ばれるものです。 

ドイツの場合はかなり異なっています。1998 年頃まで、ドイツの政治家たちはドイツは

移民の国ではないと考えていました。その場合の基本方針は、移民は一時的に社会に統合

されるが、その場合でも効果的に労働するのに十分なかぎりにおいてであって、ドイツ国

民の一部となるべきではないというものでした。しかし、このモデルは失敗しました。こ

のモデルは深刻な問題と対立を引き起こしました。そこでドイツ政府は 2000 年頃から方針

を転換して、現在は社会統合の基本方針へと移行しつつあり、外国人居住者に対し市民権

を付与しています。 

詳しくお話ししていると時間がかかるので、手短にしますが、ここでオランダの例も挙げ

ておきましょう。オランダは少数外国人に対する手厚い支援策を有した国で、異なるもの

に対する寛容を非常に誇りにしてきました。しかしこの政策は、ここ 5～6 年で大幅に見直

されました。政治家たちは現在、経済活動への参加と教育の成果に焦点を当てた社会統合

政策について論じています。 

ヨーロッパの中で、今でも人々を同化するという考え方、すなわち、人々を文化的に同

一の国民にするという考え方を基本とするモデルを保持しているただ一つの国は、フラン

スです。フランスは現在でも、フランスに滞在する人は誰でも、労働市場に参入するだけ

でなく、文化的にもフランス人になるべきだという考え方を維持しています。 

現在ヨーロッパでは、ある種の社会統合危機を経験していると言うことができるでしょ

う。ヨーロッパ諸国で試行された全てのモデルが、それぞれ問題にぶつかっているからで

す。それは 2005 年 7 月にロンドンで起きた爆弾テロをはじめとするある種劇的な事件から

見て取れます。ロンドンの事件は、イスラム系移民出身で、英国で育った若者により実行

されました。フランスでは、2005 年と 2007 年に大規模な暴動が起こっています。オランダ

では 2004 年に、テオ・ファン・ゴッホという映画監督が、イスラム教に非常に批判的な映

画を作った後に殺害されました。これらの劇的な出来事の背後には、別の重要な傾向があ

ります。例えば、居住における分離の傾向があり、移住者は他の国民とは別の区域に住む

ことが多いという事実があります。移住者の中には、教育や労働市場で不利な立場に置か

れている人もいます。この人たちにとっては、十分な教育を受けることも大変ならば、人
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並みの仕事に就くことも困難なのです。ヨーロッパ諸国の多くでイスラム教徒の人口が増

えており、併存（parallel lives）と呼ばれるものへの不安が存在します。併存というのは、

一国の中に、非常に異なった宗教的価値観や文化的価値観、そして行動パターンも異なる

二つの社会が存在するという考え方です。 

現在、ヨーロッパの全ての政府がそれぞれ、社会統合危機の対応策を打ち出しています。

ここでも国によってやり方が異なります。アプローチは異なりますが、類似点もあります。

たとえば英国の場合、多文化主義を論じていたのですが、「社会的一体性」を論じるように

なりました。「社会的一体性」とは、同じ社会では誰もが一定の同じ価値観と文化を共有す

べきだという考え方です。そこで英国の政策立案者は、市民権テストを導入しました。移

住者が英国市民になることを希望するときには、従来は英国市民になるのはかなり簡単だ

ったのですが、今後は、英国の社会と文化についてのテストを受けなければなりません。 

ドイツもまた変貌しました。ドイツ市民になることはかなり容易になったのですが、こ

こでもまた、社会統合テストがあります。他の全ての国についてもお話ししたいのですが、

それでは時間がかかり過ぎます。オランダは興味深い例です。なぜなら新規移住者は、オ

ランダに入国する前にテストを受けなければならないからです。移住する前に、実際にオ

ランダ語を少し学んでおかなければならないのです。 

フランスでは、「社会統合契約」という考え方を導入しました。新規移住者は、フランス

の社会について学ぶための教育コースを受講することを推奨されていて、社会統合のため

にこれらを行なうことを約束する契約に署名しなければなりません。イタリアは現在、非

常に困難な状況にあります。特に、ルーマニアやその他の国々からのジプシーに対する数

多くの対立や人種差別があります。このように国によって状況は違いますが、現在はどこ

の国でも困難に直面しているのです。 

その理由は、どの政府もきちんと対処してこなかった根本的な問題があるからだと考え

ます。一つは、ヨーロッパ諸国は、その多くがかつて植民地を持っていたため、いまなお、

植民地主義に根ざした人種差別の文化を残しているということです。植民地主義に根ざし

た人種差別の文化とは、英国人やフランス人のような白人が、旧植民地出身の人々よりも

優れているという考え方です。二つめは、こうした国々のいずれにおいても、不利な立場

に置かれている民族グループが見られるということです。こうした人々は、教育や労働市

場への完全参加から除外されていて、その結果、彼らの所得は低く、生活環境は劣悪であ

るということが多くなっています。 
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「貧困の人種化」も話題になっています。これは、実際には経済的および社会的な問題

が、文化や人々の外見の問題に置換されることを意味します。一部の人々の成果が思わし

くないように見えるのは、その人たちの社会的な地位のためというよりも、その人たちが

他の人たちと異なるためだという考え方です。 

私たちは、ヨーロッパにおける「二重の危機」についても論じています。一つには、国

民性の危機があります。なぜなら均一な国民性を維持することは不可能だからです。フラ

ンスにいる誰もがフランスの文化を身につけているわけではなく、英国にいる誰もが典型

的なイングランドあるいはウェールズ、アイルランド、スコットランドの文化を身につけ

ているわけではありません。各国の国民は、はるかに多様化していることを認識しなけれ

ばなりません。二つ目の問題は、福祉国家の危機です。なぜ一部のグループの人々がうま

くいかずに、失業率も貧困率も高いのかというと、福祉国家がこれらの問題に対処できて

いないためです。 

社会統合の問題に加えて、全世界的な金融危機が移住におよぼす影響についても簡潔に

お話ししたいと思っていました。なぜならこれは、日本で、特に愛知県で非常に重要な問

題だと承知しているからです。私たちは昨日、学校と社会事業団体をいくつか視察しまし

たが、この地域における移住者にとって、失業がどれほど大きな問題であるかを知ること

ができました。 

私たちは、金融危機が移住に与える影響についての情報を入手し始めております。帰還

率の高い集団があることは分かっています。たとえば、英国やアイルランドにいたポーラ

ンド人たちです。南から北への新規移住者の数が減ったことも分かっています。たとえば、

フィリピン人の移住申請者数は減少しています。不法移民が減少している場合もあります。

本国への送金が減っているという報告もあり、人々は以前ほど祖国にいる家族にお金を送

れなくなっているということです。 

移民に対する敵意が生まれている場所もあります。英国では、外国人労働者に反対する

ストライキが何回かありました。その他の国々、例えば韓国では、移民労働者の募集を停

止しました。しかし移住者が簡単に去るものと、思い込むべきではありません。移住は、

そのようにはいきません。移住者は、所得の最大限化という動機だけに従って行動する、

単なる経済的行為者ではありません。移住先国に根を下ろし人間関係を構築していく社会

的存在です。世界的な景気後退下においては、出身地域の状況はさらに厳しいことから、

移住に対する動機づけは以前よりむしろ強まっている可能性があるということを認識する
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ことが重要です。また、貧しい国々で所得が下がる場合には、本国送金は家族の生活を支

えるための手段の一つであり得えますし、そうすると、所得レベルはいくぶんか回復する

でしょう。 

私たちは、長期的な視野を持つべきです。その方法の一つが、かつての経済危機の際の

経緯に注目して、それらが移住にどんな影響を与えたのかを知ることです。1930 年代の世

界的な経済危機の際には、移住者数が減少し、本国への帰還者が出ましたが、1920 年代お

よびそれ以前に移住した人々は、永住者となって、そのまま留まりました。 

1973 年の石油危機のときには、ヨーロッパ諸国は移住者が本国に帰ることを期待してい

ました。しかし私がすでに説明したように、そうはなりませんでした。多くの移住労働者

が永住者になりました。ですから石油危機は、労働移住から永住への転換点でした。もち

ろん 1973 年には、ペルシャ湾岸の産油国のような新しい工業地帯が誕生し、新たな形の移

住も進展しました。 

1997 年から 99 年にかけて起きたアジアの金融危機の際には、対照的に移住への長期的な

影響はほとんどありませんでした。中断はありましたが、その後、移住は再開されました。

そこで問題になるのは、このたびの金融危機は、1997 年と 1973 年のどちらにより似ている

かということで、私としては、1973 年のケースにより似ているだろうと思っています。根

本的な変革につながるであろう、根深い危機です。 

最後に、これまで申し上げたことに基づいて、今後の日本における移住問題についてお

話したいと思います。現在の金融危機の終結後も、移住を引き起こす長期的かつ構造的理

由は顕在であろうということを認識なければならないでしょう。日本にとっての長期的な

理由とは、他の先進国と同様に、第一には人口統計に関するものです。出生率が減少し、

人口は高齢化し、このためにある種の産業部門では労働者が不足しています。第二には、

たとえ数年かかろうとも、再び経済成長が始まるということです。それはつまり、全ての

技能レベルで労働者の需要が生まれることを意味します。高度人材は技術革新のために不

可欠ですし、中程度の技能を有する労働者はサービスや製造の管理のために必要です。そ

して非熟練労働者は建設やサービス、高齢者介護のために必要です。 

雇用者は、しばしば、長期移住に導く主要な原動力になります。なぜなら、雇用者は安

定した信頼できる訓練された労働者を必要としており、優秀な労働者には長期滞在を勧め

るからです。外国人労働者の長期移住のためには、職場で外国人労働者にも平等な権利を

認めることが不可欠です。また社会的一体性を達成するためには、移住者にも福祉権を与
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えることがきわめて重要です。なぜなら一つの社会で、権利を持つ人々と持たない人々が

混在することは、必然的に対立につながるからです。移住者自身ならびにその家族に、在

留資格を保証することも欠かせません。したがって、社会の分裂を避けたいならば、平等

な権利が絶対に必要です。 

それはつまり、今後、日本は社会統合政策へと向かわなければならないことを意味しま

す。日本には長い間、移住は小規模かつ一時的であろうという考え方がありましたが、結

局のところ現実には、日本は社会統合政策が必要になるだろうということです。それはつ

まり、多様性を認め、人々には異なる価値観や習慣、宗教があることを認めることを意味

します。また文化的自由、すなわち、法律を遵守する限りにおいて周囲と異なることがで

きるという自由を、受け入れることを意味します。あらゆる人々にとって共通の法制度が

必要ですが、法の範囲内で人々は自分の好きなように振る舞い、自分の信奉する宗教に従

い、自分の母国語を話すことが許されるべきです。 

同時に国家としては、全ての人に平等の権利が保障されるよう努めなければなりません。

それはつまり、移住者が、確実に政府のサービスを受けられるように各種整備を行うこと

を意味し、それは、たとえば多言語によるサービスも意味するでしょう。移住者は、教育

や仕事における平等な機会を与えられることが必要であり、差別や人種主義を禁止する法

令が制定されていなければなりません。長い目で見れば、移住者に市民権を付与すること

も不可欠でしょう。最後に強調しておきたい重要な点は、21 世紀で成功する社会は、開か

れた社会であるということです。 

ご静聴ありがとうございました。 
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Presentation 

Stephen Castles 

Professor of Migration and Refugee Studies,  

International Migration Institute, University of Oxford 

 

Good morning, Konnichiwa, distinguished participants ladies and gentlemen.  It is a great pleasure 

to be here and I thank very much the Ministry of Foreign Affairs and the International Organization 

for Migration for this invitation.  It is something where we can learn from each other and that will 

be a great value to me certainly and I hope useful to you too. 

I am going to speak today about the issues of migration and integration, particularly in European 

countries.  Since 1945, European countries and also North America and Australia have 

experienced large-scale immigration and increased diversity in languages, customs, and religions.  

That has posed important challenges for the governments and for the societies of the receiving 

countries.  And I am going to talk about some of those issues this morning.  At the end of my 

presentation, I will focus on two important topical issues.  The first is the possible impact of the 

current financial crisis on migration, and the second is the significance of international experience 

on migration and integration for Japan. 

So, I will start by talking about the history of migration to Europe since the Second World War.  

And it falls into a number of phases.  From 1945 to 1973 nearly all the countries of Western 

Europe imported labor.  So, in some cases these were what we called guest workers, temporary 

workers recruited by countries like Germany, Switzerland, and the Netherlands.  This was an 

economically motivated recruitment and the workers were not meant to stay; they were not meant 

to be integrated into society.  And I speak of that approach as differential exclusion because they 

were admitted to the labor market, but not to the rest of society. 

Other countries could draw on their colonies or former colonies and that applies to the United 

Kingdom, France, and also the Netherlands.  The people who came from the colonies usually had 

the citizenship of the country they came to; they have the right to stay and the policy in this case 

wish to assimilate them into the population, in other words, to make them culturally and socially 

indistinguishable from the rest of the population. 

And then there were some countries that had more mixed models like Sweden and Belgium, but I 
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will not go into detail on that now.  The strategy changed completely after 1973 after the so-called 

Oil Crisis.  European business started to export capital instead of importing labor and there was an 

expectation that the migrants would leave, that they would go home.  But in fact most of them did 

not; they brought in their families and they formed communities and they settled permanently.  

And in the 1970s and 80s, there was a process of demographic normalization.  In other words, 

instead of just young men who came as workers, now there were complete families with the all the 

social needs that were involved in that.  So there was a need for an integration policy, a need for 

schools, housing, and services. 

From the 1990s, we have a new phase in European migration.  Firstly, after the end of the Cold 

War, there was the so-called Asylum Crisis; very large numbers of people came to Europe, for 

instance, from Former Yugoslavia, Former Soviet Union to seek refugee status.  And European 

countries started to work together to control their borders.  At the same time, there was a 

globalization of labor migration.  Migrants now came from all over the world to Europe.  There 

was a large growth in migration in the 1990s and in the early 2000s and there was growing cultural 

and religious diversity. 

At the present time, we can speak of a global competition for skills.  All the developed countries 

are trying to recruit highly skilled workers with skills in information technology, medicine, 

engineering, management, and so on.  But there is also a need for lower skilled workers; for 

instance, for aged care, for the health services and so on.  What we see today is often a conflict 

between economic and political objectives.  For economic reasons, European countries need 

workers, but politically there is a lot of opposition to immigration.  One result of that is that many 

of the low skilled workers have to come as irregular migrants and work under bad conditions. 

So, we see these key trends in Europe.  On the demographic level, there is low fertility and aging 

population and high age-dependency ratios.  In other words, very few younger people have to 

support an increasing number of older people who have retired.  On the economic level, in future 

there will be demand for both highly-skilled and lower-skilled workers.  And on the social level, 

young Europeans are less willing to take low-skilled jobs.  The result is that there is strong 

demand for migrant workers at all skill levels.  And yet politically migration is seen as a problem.  

Migrants and minorities are seen as a threat to national security, and diasporas and transnationalism 

are thought to undermine the nation state.  In other words, people who live in a European country 
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but still keep their attachment to their country of origin, that is what we call a diaspora, seen as 

difficult to be integrated into nation states. 

The result of that is that European countries want workers, but they do not want people and of 

course the problem is you cannot have workers without people.  This is just an example of the 

need for migrant workers in Europe.  These are figures from the United Nations.  If you look at 

the green line, you can see that European working age populations, age 15 to 64, are going to start 

declining from 2010.  And they are going to decline quite sharply up to 2050.  But if we did not 

have migration and that is the purple line, the decline would be 100 million more, so there would be 

a serious gap in the labor force.  There is already a problem but without migration it would be 

even more serious. 

This is just to illustrate the economic importance of migration to Europe.  Anything up to 

two-thirds of new jobs in European countries in the last few years have been filled by migrants and 

they bring with them a lot of human capital.  Often, they have tertiary education and are highly 

skilled.  So that you can see that, for instance, over 40% of migrants coming to Belgium, 

Luxembourg, Sweden, and Denmark bring with them tertiary qualifications, university education.  

In many countries, migrant workers have higher skilled profiles than local workers. 

The result of this history of migration over the last 50 or 60 years is that European countries have 

become much more diverse in their ethnicity and culture.  If you look at the whole of the 

European Union, 491 million people, over 40 million of them, over 8% were born outside the 

country they live in.  And of those, the majority come from outside the European Union, so 27 

million of those 40 million foreign born people were not born in the European Union.  So we can 

say that today European countries have populations between 5% and 15% people of immigrant 

origin and they come from many cultural and religious backgrounds. 

I think this is where the issue becomes important for Japan too.  What can one do to respond to 

this new diversity?  The answer is complicated and I really have not got time today to go into a lot 

of detail.  European countries are different.  Each has its own integration model and I can only 

give you a few examples.  The United Kingdom, for instance, has always believed that to have a 

sound integration policy, you also need to control immigration.  So it is dual model; on the one 

hand Immigration Control, on the other Race Relations Acts which prohibit discrimination and call 

for equal opportunities for every one, whether they are ethnic minorities or the majority population.  
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This is what is called multiculturalism in the United Kingdom. 

Germany is very different.  Until about 1998, Germany considered itself or German politicians 

considered that Germany was not a country of immigration.  So, the principle was that migrants  

should only be temporarily integrated, enough to work effectively but they should not become part 

of the German population.  And that model failed.  It led to enormous problems and conflicts, so 

the German government changed its principles from about 2000 and now they are moving towards 

the principle of integration and providing citizenship for foreign residents. 

I will not go through this in detail because it would take too long.  Perhaps just to mention, the 

Netherlands, which is a country with a policy to support minorities, has been very proud of its 

tolerance to difference, there we see the policy was revised over the last 5 or 6 years.  Now they 

speak of an integration policy which focuses on economic participation and educational success. 

The only country in Europe that still has a model based on the idea of assimilating people, in other 

words, making them culturally part of the same population is France.  France still has the idea that 

anyone who stays in France should become culturally French as well as being involved in the labor 

market. 

Now, I think one can say at the moment that Europe has experienced something of an integration 

crisis; all the different models that have been tried in Europe have led to problems.  And we see 

that in some dramatic events like the bomb attacks in London in July 2005, which were carried out 

by young people of immigrant origin, of Muslim background who had grown up in Britain. 

In France, there were major riots in 2005 and 2007.  In the Netherlands in 2004, a filmmaker 

called Theo van Gogh was murdered after making a film that was very critical of Islam.  I think 

that behind these dramatic events there were other important tendencies like the fact that there is a 

tendency to residential segregation, often immigrants live in different areas from the rest of the 

population.  Some immigrants experienced disadvantage in education and in the labor market.  It 

is hard for them to get an adequate education and it is hard for them to get a decent job.  There 

was an increasing Muslim population in many European countries and there was a fear of what is 

called now parallel lives, the idea that you have two societies within one country with very different 

religious values, cultural values, and different ways of behavior. 

All the different governments in Europe have now come up with responses to this crisis of 

integration; and again, European countries are different.  There are different approaches, but there 
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are also some similarities.  So in Britain, for instance, there has been a move from speaking of 

multiculturalism to speaking of social cohesion, the idea that everyone in society should share some 

elements of common values and culture.  And they have introduced in Britain citizenship tests.  

When immigrants want to become British citizen, which has always being fairly easy, they have to 

do a test on British society and culture. 

Germany too has changed.  It has become much easier to become a German citizen; but again, 

there is an integration test.  I want to talk about all these countries, but it would take too long.  

The Netherlands is interesting because in the Netherlands new migrants have to do a test before 

they come to the Netherlands.  They actually have to learn some of the Dutch language before 

they migrate. 

In France, they have introduced the idea of the integration contract.  New immigrants are 

recommended to carry out some educational courses to learn about French Society and they have to 

sign a contract to show that they are going to do these things to integrate.  Italy is a very difficult 

situation at the moment, a great deal of conflict, a great deal of racism, especially against Gypsies 

from Romania and other countries.  So, the situation varies from country to country but there are 

difficulties at the moment everywhere. 

I think the reason for that is that there were some underlying problems that have not been dealt with 

properly by any of the governments.  One is that European countries, because many of them had 

colonies, still have a culture of racism based on colonialism, the idea that white people, British 

people, French people are better than people from former colonies.  Secondly, in all these 

countries we can see that certain ethnic groups are disadvantaged.  They are excluded from full 

participation in education and the labor market and the result is that often they have lower incomes 

and bad living conditions. 

We speak of the racialization of poverty.  That means that problems that are really economic and 

social problems become transferred to the culture and the personal appearance of people.  So the 

idea is that some people are seen as having bad outcomes, because they are different rather than 

because they are in a certain social position. 

We speak of a dual crisis in Europe.  On the one hand, there is a crisis of national identity because 

it is impossible to maintain the idea of a homogeneous national identity; not everyone in France has 

a French culture, not everyone in Britain has a typical English or Scottish culture.  We have to 
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recognize that our populations are much more diverse.  But the second issue is the welfare state.  

The reason why some groups are not doing very well and have high unemployment and high rates 

of poverty is because the welfare state is not really able to deal with these issues. 

I wanted, as well as talking about integration, just to talk briefly about the effects of the global 

financial crisis on migration, because I know that is an enormous issue here in Japan and 

particularly in Aichi.  I mean, we visited some schools and some social organizations yesterday; 

we could see how big a problem unemployment is for immigrants in this area. 

We are beginning to get information about the impacts of the crisis on migration.  For instance, we 

know that some groups there is a high rate of return; for instance, Polish people in Britain and 

Ireland.  We know that there is reduced new migration from the south to the north; for instance, 

fewer Filipinos are applying to migrate.  There are declines in irregular migration in some cases.  

There are reports of reduced remittances; people are not able to send so much money home to their 

families. 

In some places, there is hostility to migrants.  In Britain, we had some strikes against foreign 

workers.  In other countries, for instance South Korea has stopped recruitement of migrant 

workers.  But we should not assume that people will simply go away.  Migration does not work 

like that.  Migrants are not just economic actors who follow income maximization motives, they 

are social beings who put down roots and form relationships in new countries.  It is important to 

realize that in the global recession, the motivation to migrate may be bigger than before because 

conditions are even worse in the areas of origin.  And remittances may be a way of keeping 

families alive when incomes fall in poor countries, so there will be a certain resilience in income 

levels. 

We should take a long-term view and one way of doing that is to look at the history of other 

economic crises and how they affected migration.  In the world economic crisis of the 1930s, there 

was a decline in migration and there was return migration, but many migrants who had migrated in 

the 1920s or earlier became permanent residents and stayed on for good. 

In the oil crisis of 1973, European countries expected migrants to go back home.  But as I have 

already explained, that did not happen.  Many migrant workers became permanent settlers.  So, 

the oil crisis was a turning point from labor migration to permanent settlement.  Of course in 1973, 

also new industrial areas emerged like the Gulf oil states, so new forms of migration developed. 
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The Asian financial crisis of 97-99 by contrast had no long-term or few long-term effects on 

migration.  There was an interruption and then migration resumed.  So the key issue is, is this 

current crisis more like 1997 or more like 1973?; and I would say it is more like 1973.  It is a deep 

going crisis which will lead to fundamental changes. 

I am going to skip the next two slides because I am running out of time. 

I just want to talk finally about future migration issues for Japan based on what I have already said.  

After the current crisis, we should realize that the long-term structural causes of migration will 

remain active and the long-term causes for Japan as for other developed countries are firstly 

demographic; the fertility is falling, the population is aging and workers are needed for certain 

sectors because of that and then because of economic growth which will resume even if it takes a 

few years.  That will mean a demand for labor at all skill levels, the highly skilled are essential for 

technological innovation, the medium skilled are necessary to manage services and production and 

the lower skilled are needed for construction, services and aged care. 

Employers are often a major force in leading to long-term migration because they need stable, 

reliable, trained labor and they encourage good workers to stay.  That makes it essential to 

recognize equal rights of migrant workers at the work place.  It is essential to grant welfare rights 

to migrants to achieve social cohesion, because a society where some people have rights and others 

do not inevitably leads to conflict.  It is essential that migrants have a secure resident status for 

themselves and their families. So equal rights are essential if we want to avoid a divided society. 

That means that Japan will have to move towards the integration policy.  I know that there has for 

a long time been the idea in Japan that migration would be small and temporary but I think in the 

long run the reality is that Japan will need an integration policy.  And that will mean recognizing 

diversity, recognizing that people have different values, customs, and religions.  It will mean 

accepting cultural freedom, the freedom to be different as long as one conforms to the law.  There 

has to be one system of law for everyone, but within that law people should be allowed to behave 

as they like, to follow their own religions, to speak their own languages. 

At the same time, the state must work for equal rights for all.  That means there must be 

arrangements to make sure that migrants can access government services; for instance, that might 

mean multilingual services.  Migrants need equal opportunities in education, at work, and there 

must be laws against discrimination and racism.  In the long run, it is essential to offer citizenship 
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to immigrants.  And we should remember that successful societies in the 21st century will be open 

societies. 

Thank you very much for your attention. 
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大石： 

カースルズ先生、どうもありがとうございました。ヨーロッパの抱える社会統合の問題

は、現在日本の私たちが抱えている問題にも通じており、多くの示唆を得られたと思いま

す。 

 続きまして、井口泰先生のご報告に移りたいと思うのですが、ここで皆さまに一つお知

らせとお願いがございます。午後のパネル討論における質疑応答は、あらかじめ皆さまか

らいただいたご質問にパネリストの皆さんにお答えいただくという形で進めさせていただ

きます。その準備として、既に回っているかもしれないのですが、これから箱をお回しい

たしますので、今のカースルズ先生のご報告、そしてこれから始まります井口先生のご報

告に関しまして、何か皆さまからご質問等ございましたら、お手元の質問票にご記入いた

だき、回ってきた箱の中に入れていただきますようお願い申し上げます。 

 それでは、井口先生のご紹介をさせていただきます。井口先生は、皆さまご存じのとお

り日本の外国人政策研究の権威でいらっしゃいまして、諸外国の外国人政策についての専

門家でもいらっしゃいます。先生は、労働省の外国人雇用対策課長などを経て、95 年より

関西学院大学にご着任になられました。現在は関西学院大学経済学部の教授として、また、

同大学の少子経済研究センター長、内閣府の規制改革会議の専門委員、外国人集住都市会

議アドバイザーなど、数多くの要職を兼務しておられます。 

 本日は「わが国の外国人政策の現状と今後の展望－金融危機を超えて世紀の構想へ－」

というテーマでご報告をいただくことになっております。井口先生、どうぞよろしくお願

い申し上げます。 
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報告 

井口 泰 

関西学院大学経済学部教授 

 

 皆さま、こんにちは。あらためまして、本日お礼を申し上げたいと思います。外務省、

IOM の皆さま方に、このような機会を与えていただきましたことを感謝申し上げたいと思

います。 

 先ほどカースルズ教授がお話しになりましたが、たまたま昨年 10 月にドイツのボンでメ

トロポリスという大きな学会のカンファレンスでご一緒しておりまして、こんなに早くま

た日本で協力できるということは想像しておりませんでした。そのこともありがたく思っ

ております。また、私は外国人集住都市会議のアドバイザーをしておりまして、今日おみ

えの山脇先生とともにこの地域で非常に多く活動しております。特に愛知県の皆さま方に

は非常にお世話になっておりまして、その意味で、外国人集住都市会議のアドバイザーと

しても御礼を申し上げたいと思います。 

 さて、時間の限りがありますので、問題に入らせていただきたいと思います。本日のテ

ーマは、現在の日本の外国人政策の現状を押さえ、そして今後を展望することです。今ご

覧いただいているスライドに構成を書いておきましたけれども、この点につきまして皆さ

ま方に大体これから何をお話しするのかイメージを持っていただくために、四つほどこれ

について説明させていただきたいと思います。 

 まず、私の考えでは、外国人政策を改革する際の寄って立つべきリアリティ（現実）と

いうのは、よく繰り返しているのですが、やはり自治体レベルの地域社会にあるというこ

とです。それから同時に、目に見えないのですけれども、グローバリゼーション、あるい

はアジア全体の経済統合といった動きが、もう一つリアリティとして存在しております。

しかし、この目に見えるリアリティであるローカルなレベルの動きについては、何が起き

ているのか、何が問題なのかということをしっかり把握することが非常に難しい。それは、

すなわち、何が起こっているかということが、国レベルに伝えるのが非常に難しいという

ことです。 

 政府でもいろいろな対策、あるいは今度の定住外国人対策について、ご努力いただいて

おります。しかし、どうしてもタイムラグが発生いたします。何が起きているのかという

ことが伝わらなかったり、改革が遅れたり、予算が付かなかったり、いろいろなことでギ
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ャップが出てくるのです。これをどうしたら縮められるか。 

 もう一つは、国の政策につきましては、どうしてもこういった危機の時代になりますと、

ナショナル・インタレスト（国益）ということが優先されてしまいます。アジアの国々と

日本というのは、貿易や投資によっていろいろな意味で相互依存関係になっております。

内需中心でいこう、外需中心の成長は要らないなどと言ってみても、実はこの構造は変え

ようがないのです。そういう意味から言いますと、どうしても国の政策が一国の利益を求

めてしまい、広い意味の地域の利益を反映しなくなることについての危惧があります。こ

れがまず一つです。 

 二つ目に申し上げなければいけないのは、それにもかかわらず、目の前の金融危機とい

った問題だけでなく、将来のビジョンをしっかり描かねばならない。危機を脱した次の世

界は何が来るのかということが、今問うべき問題です。 

 三つ目に申し上げておきたいのは、6 番のところに「外国人政策改革の始動」と書いて

ございます。現在、政府部内では、出入国管理及び難民認定法の関係法令の改正案が既に

法令協議を終えたような状態になってきております。衆議院がいつ解散するかで、本当に

ひやひやしているわけなのです。これは、実は外国人集住都市会議が 8 年越しで要望して

きたことの一部が実現しようとしている瞬間なのです。しかし、いつ解散になってしまっ

てこの法案が成立しないという事態にならないとも限りません。そういうやや緊迫した状

況に来ているということを申し上げておきます。 

 今、申し上げましたようなことで、最後には、私はこの議論はアジアワイド、あるいは

ブラジルなどのラテンアメリカの新興国も含めた経済統合の問題と併せて議論したいと思

っております。 

 まず、アメリカ発の金融危機の問題ですが、これについてはもう 9 月の時点でインド人

の IT スペシャリストが解雇されたり、私の友だちの一人が実は香港に行ってしまったり、

いろいろなことが東京ではもう 9 月に起きておりました。この 11 月以降、愛知県で起きて

いるいろいろな製造業を中心とした雇用の削減は、実は先ほど来、ご指摘がありますよう

に、就労、生活、さらに子供たちの教育にも大きな影響を与えております。ただ、このと

きに気を付けなければいけないことは、特に有期限の雇用で働いている人たちに対する労

働法上、あるいは社会保障上の取り扱いが十分ではないために、実は外国人労働者の問題

というのは日本人に共通するのだということです。よくいわれてきたことなのですが、内

外人平等を実現するということが一つの国の政策のターゲットになるわけですが、今回の
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例を見ていただいても、内外人平等にするだけでは問題が解決しないということを示して

おります。 

 スライド上のデータの右下を見ていただきますと、2007 年末時点の特別永住の方々を除

いた外国人労働者の数は、私の推計では 93 万人で、これには不法残留の方々の数も含まれ

ております。さらに、現在わが国に在留しておられて外国人登録をしている方の数は、2007

年末で、ご存じのとおり 215 万人になっております。さらに、外国人研修・技能実習生は、

3 年間にわたって日本に在留して帰っていくというローテーション型になっておりますが、

1 年生、2 年生、3 年生というと分かりやすいと思うのですが、この合計を推計いたします

と、私の推定では 2007 年で 17 万人を超えました。ただ、昨年の 11 月ごろから研修生の流

入が月間 4000 人台に落ちてきておりますので、次第に少しテンポが鈍ってきているという

こともありますし、愛知県と広島県では、自動車関連のところでかなり、研修の途上でこ

れを放棄あるいは中断して帰国せざるを得ないようなケースが発生しつつあるということ

で、懸念しているところです。 

 さて、私どもは先ほど申しましたように、この問題をただ一国の視点だけから考えるこ

とはもはやできない。日本とアジア、あるいは日本とブラジルなどの新興国とともに、と

もに成長するという観点から考えていかなければならない。それは単に労働力が足りない

から補充するとか、人口が減るからこれを補充するというビジョンだけでは不十分だと思

われます。 

 また、欧州の場合も、先ほどイギリスやフランスのことがカースルズ先生からもお話が

あったように、外国人が最終的に市民権を取ってしまえば、それで一つ目標を達したと考

えがちでしたが、実はそれだけでは問題は解決しておりませんでした。その社会への帰属

感が持てない人、あるいは十分な言語能力が習得できなかった人、そういう特に若者世代

がいろいろな形で欧州で問題になっているということをご理解いただけるかと思います。 

 日本の場合、こういった問題がないのかというと、実は日本には 1930 年代に朝鮮半島か

ら多数の人々が入ってこられて、大阪を中心に居住されております。今、かなり全国に散

って、大都市にも東京などを含めて住んでおられます。こういう方々の子孫が、依然とし

て受入れ国である日本に管理されているという意識をぬぐい去ることができない。これは

日本人という目から見ると分かりにくいのですが、同じ日本に生まれて、日本人と同じよ

うに暮らしてきたのに、国籍だけ違って常時外国人登録証を携帯していなければならない、

携帯していないと罰則がかかっているというような、管理されているという意識をぬぐえ
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ていない。こういった問題も実は残っています。 

 日本では、これは皆さま方に特にご理解いただきたいのですが、ヨーロッパの統合政策

に相当するものは、多文化共生政策と呼ばれるようになってきております。しかし、この

多文化共生というのは、自治体から、あるいはコミュニティーから発してきた草の根的な

言葉で、カナダやオーストラリアの多文化主義とは起源が全く異なっております。もちろ

ん共通点はあります。私どもが今、何をしなければならないかというときに、このまだ非

常に傷つきやすい、非常に弱い地域・自治体レベルの多文化共生の取組みを、どうやって

制度的にサポートするか。それを制度的インフラの整備といっています。今のままでは、

多文化共生は、この金融危機の中でますます傷ついてしまうかもしれません。そういう中

で、どうやって制度的インフラを整備するかというのが大きな課題なのです。 

 そこで、外国人台帳制度の導入が、今準備されている法案の中で、住民基本台帳制度の

中に外国人の方々を取り込むことによって実現しようとしております。どこに住んでいる

か。どういう家族なのか。どういう権利があるのか。どういう義務があるのかということ

が、確定できるようにしなければならないのです。そのこと自体ができていないという現

実があるわけです。ただ、これで終わるのでは全くなくて、外国人の労働社会保険への加

入の問題、あるいは税金の問題などもしっかり確保していかなければならないわけです。 

 それから、外国人の成人のみならず、子供たちに日本語の学習機会を保障することがあ

ります。これは、プリスクールを広域に整備できないかといったような問題もありますし、

日本語の能力標準をしっかり全国レベルで確立できないのかといった問題にもつながって

いるのです。 

 多文化共生の起源については、時間がありませんのでもう言及いたしませんが、90 年代

前半の川崎市や、95 年の阪神淡路大震災以降の神戸や大阪の地域の取組みがベースになっ

ております。今、私どもが多文化共生という場合、特に私の場合は、外国人集住都市会議

の豊田宣言をベースに、単に違う文化や言語を持っている人々がお互い認め合うだけでは

なく、健全な都市生活に欠かせない権利の尊重、義務の遂行をしっかり担保していかなけ

ればならないと言っています。 

 さて、金融危機については既にいろいろな方が言及されております。これは、特に 2001

年以降、中国が WTO に加盟して、日本の製造業の空洞化現象が次第にいわゆる国内回帰

という形で変わってきた時期に、多くの中堅・中小の都市で製造業がまた活発になってま

いりました。特に自動車産業がそのリーダーシップを取っていたわけです。しかし、そう
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いう地域が、逆に言うと今回大きなアタックを受けています。ブラジル日系人の方が 7500

人以上おられるところは、ほとんどが産業集積の多い地域に集まっております。研修生の

場合は愛知県・岐阜県が多いのですが、最近、南米日系人がなかなか定着しない中で、3

年間安定して事業所にいてくれる技能実習生を受入れる大企業が増えてきたという現象も

実は背景にあります。とは申しましても、研修生の多くは内需をベースにした水産加工業、

農業、あるいは一部の付加価値の高い繊維産業などに多く就労しており、そういう意味で

は、かなり全国に散らばっております。 

 先ほど申しましたように、地域経済は、製造業の集積があり、特に輸出に依存している

地域が非常に厳しい打撃を受けたという状況になっております。具体的にこの地域がかぶ

っている試練としては、特に外国人学校に通う児童が減少したり、外国人学校が倒産した

り、あるいは急に公立学校に外国人児童が殺到したり、いろいろなことが起きています。

それから、製造業の現場では、これまで日本語なしでも働けた人たちが、実は転職したく

ても日本語能力が不十分なためになかなか変わっていくことができない。そういった意味

で、労働市場に失業者として滞留する危険が極めて強くなってきております。それから、

派遣や請負で働いていた場合、住宅も派遣業者によって提供されているケースでは住宅を

失う、失業給付もない、社会保険も入っていなかったといったように、一挙に生活の基盤

を失うという恐れが出ています。 

 こういったことに対して、既に文部科学行政などで対応が進んできてはいます。しかし、

まだまだ私どもの目から見ますと、これからやるべきことが多いのです。先ほど私が少し

申しましたのは、欧州連合には各国の言語について共通参照枠というものがありまして、

これは各国語の能力を 6 段階に分けております。サバイバル・ジャーマン（生き残るため

のドイツ語）とか、ビジネスのために必要なフランス語といったものを定義することがで

きるので、非常に実務的・実用的で、ある意味でストラテジックな（戦略的な）言葉の使

い方ができるという能力も認めています。日本にはこういったものがありません。これが

ないために、どの程度習熟したのか、次に何をすればいいのかということが分かりません。

ある地域で勉強しても、他の地域に行ったら評価できません。こういったこともあります

し、失業した場合に日本語講習を受けてもらい、雇用を促進するということも、まだ来年

度予算に放り込まれたばかりの状況になっています。 

 それから、私どもが考えなければいけないのは、今、この外国人の方々の問題は、雇用

や社会保障に限らないということです。住宅であったり、医療であったり、教育であった
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りしていますから、できるだけ地域にワンストップのサービスを作っていくというニーズ

が高まっております。しかし、まだこの努力もスタートしたばかりです。市役所の中にあ

る就職斡旋窓口に行っていただいても、端末も来ていないし、失業登録もできないし、結

局、国の出先機関であるハローワークに行ってやらなければならないということでは機能

しないのです。こういった意味では、国のいろいろな出先機関と市町村がどうやって一体

的なサービスの提供ができる体制を作るかという、重要な課題に直面しております。 

 それから、先ほど来、奥田会長も言及されておられましたように、外国人を雇用してい

る企業にできるだけ拠出を求めて、例えば日本語の支援などのために基金を作っていくと

いうようなことをしませんと、財政、財源の手当てが付かない状況になっています。将来

的には、日本で生き残るための最低限の日本語を勉強する機会を保障したならば、国にあ

る程度ご負担をいただきたいという面はあるのですが、すぐに実現するまでもありません。

そういう意味では、この基金制度の活用も重要な課題になっております。 

 時間の関係で多くは語れないのですが、実は、こういった雇用危機の中で失業が増えて

くると、これは外国人が増えたせいだとか、外国人の雇用が日本人の雇用を奪っているの

だということが風説として流れることが少なくありません。私も経済学者の端くれであり

まして、この問題についてはいろいろな研究をしてきております。ただ、思いますのは、

外国人労働者受入れの経済効果というときに、日本ではどうしても自国の利害の観点から

しか考えない。送り出しの国にどういう影響を与えるのか、アジア全体にどういう意味が

あるのかについてはあまり問わないという、そのことを反省しなければなりません。 

 先ほど、EU で移民受入れが経済成長にプラスだという試算がありました。これは、い

わゆるマクロの成長会計という方法で推計されたものです。こういった場合に、なぜプラ

スになるかというと、外国人受入れが国内の賃金とか生産性に悪影響を与えていないとい

うことがあるからこうなるのです。まさにこの前提の部分をしっかり議論しなければなら

ない。どうやったらこの前提が確保できるかというところが大事です。しかも、日本の場

合はまだ純流入が少ないので、推計しても本当に誤差の範囲にしかならないのですが、人

口が減少している中で、資本や技術の投入、技術進歩だけで本当に日本経済が必要とする

成長率を達成できるのかということを問わなければなりません。 

 経験則から言いますと、人口が減少し雇用が減っているような国に、海外から有能な人々

は来ません。欧州統合の過程の中で通貨統合が行われ、財政緊縮が続き、経済不況であっ

たドイツやフランスでは、北米、アメリカやカナダなどに、例えばドイツから毎年 2 万人
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以上の人たちが高度人材も含めてアメリカに流出しておりました。雇用創出ができない国

は、しっかりした人材を受けることもできないというのが現実なのです。 

 それから、賃金の低下、あるいは日本人の雇用に外国人は悪い影響を及ぼすのではない

かということについていろいろな研究をしておりますが、結論から申しますと、15～24 歳

層の比率が低いところでは技能実習生が多いというのは、日本人の若年層が少ない産業、

特に低生産性の産業にこういった技能実習生が多く入ってきていることを反映しておりま

す。決して技能実習生が若年層に取って替わったのではありません。それから、日系人の

多い地域は、私どもの何回もの推計で分かっておりますが、高齢者も女性も労働力率が高

いのです。決してブラジル人が日本人の雇用を奪ってはいません。どうしてこういう違い

が出るかというと、技能実習生は職場を変えることができません。低賃金でもずっとそこ

にいてくれるのです。ブラジル人は高賃金の方にどんどん職場を変更できますので、低賃

金のままでは満足していません。そういったことも背景にあるとお考えください。 

 また、外国人雇用が低賃金を助長したり生産性を低めている事実はないのですが、私ど

もがいろいろな計算をしますと、実は、繊維産業や水産加工といった分野では、技能実習

生が入っていることで、決して賃金が上がっていたり、あるいは生産性が上昇していると

いう事実はありません。そういう意味では、こういった分野ではいろいろな問題があるの

だということです。今ご覧になっているスライドが、その背景になっているデータです。 

 さて、あと幾つか話しておかなければなりません。今後、将来の外国人政策の改革を考

える際には、外国人行政の類型の中で、わが国がどういう形になるべきなのかということ

が問題になります。先進諸国には、大きく分けると 2 類型の出入国管理のシステムが存在

します。わが国の場合は、戦後、アメリカの移民国籍法をベースにしたアングロサクソン

型の出入国管理制度が入ってきております。今までは出入り口の管理が中心でした。政策

的必要性のある場合に、登録制度を設けるというものでした。今回の法改正でかなり変わ

ってきます。日本は、今お見せしているスライド上の表ではアングロサクソン型というと

ころに入っていますが、実は、一番下のところ（新たな在留管理制度の構想）に変わって

きます。在留カードが発給されたり、あるいは外国人の方が住民基本台帳に入ったりとい

う形で、自治体と入管局の間のデータ交換ができるようになります。 

 こういう中で、実は何を目指したかといいますと、わが国の場合はドイツやフランスな

どのように自治体で滞在許可証を出すという仕組みにはなっていません。しかし、自治体

において外国人の方々の権利や義務をしっかり確保する努力をし、そのことと在留の管理
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のシステムを連動させることによって、できるだけ効果的にこういう方々の地域における

生活を安定させる、あるいは、社会保険に入っていなかったり、子供が学校に行っていな

かったりしたら、そのことを早く見つけてサポートする、そういう仕組みを作りたかった

というわけです。 

 従って私どもは、今回の改革はアングロサクソン型のシステムに欧州型の特色・利点を

加えた形で改革していかなければならないと考えたのです。もちろんまだ不十分な状態で

すし、非常に懸念される点もあります。しかし、そういう意味では、今回の改正法は一つ

の前進だとお考えいただきたいと思っております。 

 また、外国人受入れ方式の選択につきましても、先ほど来、議論が出ておりますが、一

国の立場から労働力不足を補う目的で、しかも特定の分野の不足を補うという場合には、

ローテーションで 3 年などの期間で入れて労働移動ができない仕組みというものがありま

す。最近では、自民党の一部の議員連盟が出してまいりました提案の中に、2050 年までに

1000 万人の移民を受入れようというものがありますが、これはある種の人口減少あるいは

人口構成のゆがみを移民で補おうという、補充移民の考え方に通じております。 

 しかし、これをよく考えてみますと、いずれも日本中心、受入れ国中心にものを考えて

いることにお気付きではないかと思います。私どもは、送り出し国と受入れ国にとって互

恵的な移動を目指す方式を考えております。これは今世紀になってかなり国際社会で議論

され始めたのですが、まだ具体的にしっかりした実現を見ていないものです。いろいろな、

その走りになるものはあります。しかし、ここに書きました、循環移民の考え方は、ある

一定の能力や資格などを獲得した場合には、その国で働くことはもちろん、自国に帰って

それを生かすこともできる。また再度日本に来ることもできる。そういうフレキシブルな

移動の仕組みをある地域の中で作り上げることを、今構想しているのです。この循環移民

の考え方をどうやってアジアで具体化するかというのは、非常に大きな課題であると思い

ます。 

 外国人政策の改革につきましては、既に何回かお話しいたしました。住民基本台帳は、

今まで外国人には適用されておりませんでした。当初、政府は外国人集住都市会議のこう

いった要望についてなかなか応じてくださいませんでしたが、一昨年の秋に総務省と法務

省が手を結びまして、協力して法改正に乗り出し、最終的には、外国人の住民基本台帳も、

現在の住民基本台帳の中に取り込む形で、奇しくも私どもがもともと願っていた形に法改

正ができることになっております。この法律が成立するかどうかについて、そういう意味
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では、自治体は非常に関心を持っているということがお分かりになると思います。 

 それから、雇用対策法という法律が 2007 年に改正になっておりまして、外国人を雇った

事業主に、その情報を公共職業安定所、つまりハローワークに届けていただきます。これ

が、実は法務省に在留管理の目的で伝達されることになっておりまして、こういう形で、

実はどこに誰がいるかという情報をしっかり管理できるようにしようということです。し

かし、私どもが願っているのは、外国人自身の権利をしっかり守るということ、本人が積

極的に義務を果たせるような環境を整備すること、そのためにこのデータを使うべきであ

りまして、決して何重にも規制をかけて外国人ばかりを管理する、チェックするというこ

と、外国人は性悪説で考え、日本人は性善説で考えるというようなことであってはいけな

いということです。 

 さて、高度人材について、時間がなくなってまいりましたので若干端折らせていただき

ます。高度人材の問題につきましては、欧米のいろいろな方法を後追いでやることは可能

です。しかし、例えば日中韓の間でそれぞれ言語を学び、高校留学を増やし、大学生を増

やす、そういう形でもっとこの地域内での取組みが必要であること。それから、企業はダ

イバーシティ（多様性）が大事だというのは、総論では分かっております。しかし、どう

やったら企業にダイバーシティ・マネジメント（人材の多様性を生かした企業経営）が普

及するか、それを普及するためにどうやったらいいか、大学やいろいろな研究機関も含め

て企業人事の改革のために具体的なステップを踏まねばならないということが大事だと思

います。 

 最後になりますが、スライドに結論を書かせていただきました。人口や労働力を補うと

いう目的だけで外国人政策を考えてしまっているけれども、周辺の国民とのいろいろな和

解や権利・義務の共有といったことを目標にしないと、多文化共生は実現しそうにありま

せん。特に、経済統合や、周辺諸国と同盟関係に入ったことのないわが国では、経済統合

と移民政策とをどうやって連動させるか。そのことがこれから考える重要な課題だろうと

思います。具体的には、スライドに書きました循環移民の考え方をどういうふうに具体化

していくかということも、今、議論を始めているところです。 

 先ほど申しました、今年の春の国会に提出されると希望しておりますこの入管法改正案

は、多文化共生のインフラ整備のあくまで第一歩にすぎないのだということをお考えいた

だく必要があると思います。それから、リアリティは地域にある。そのリアリティをしっ

かり国政に生かす。国政は、アジア全体あるいは地域全体といった利益も考慮した外国人
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政策の立案に進んでいただくことが、今後わが国の進む道ではないかと考えております。

地域・自治体レベルのいろいろな多文化共生の実践は、国を超えた東アジアの経済統合の

基盤となり、各国間の相互理解と世代を超えた真の和解の基盤となるように希望しており

ます。 

 私の報告は以上にさせていただきます。ご清聴いただきまして、ありがとうございまし

た。 
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大石： 

 井口先生、どうもありがとうございました。現在の日本の外国人受入れ政策について、

あるいは受入れの現状について、詳細な分析をしていただきまして、また多くの課題を指

摘していただきました。また、アジアの経済統合、地域統合といった長期的な視野に立っ

たビジョンの必要性など、さまざまな示唆をいただきました。 

 それでは、これからお昼を挟みまして、午後 1 時 40 分より第 1 セッションのパネル討論

を始めさせていただきます。午前のセッションはこれで閉会とさせていただきます。皆さ

ま、最後にもう一度報告者の先生方に拍手をお願いいたします。カースルズ先生、井口先

生、ありがとうございました。 
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パネル討論及び質疑応答 

 

大石： 

それでは、午後のパネル討論を始めさせていただきます。国際基督教大学の大石です。

よろしくお願い申し上げます。このパネル討論では、外国人の受入れについて、日本政府

および日本社会が今後どのような基本方針とビジョンを持って臨んでいくべきかというこ

とについて考えてまいりたいと思います。 

 まず、セッションを始めます前に、午前中のカースルズ先生と井口先生のご報告の論点

を短くまとめさせていただきます。カースルズ先生のご報告では、ヨーロッパ諸国がどの

ように移民を受入れ、また、統合してきたかという点を中心にお話しいただきました。統

合の課題には今でもなお沢山の問題がまだ残っているということでしたが、その統合の難

しさの背景には、テロなどの問題もありますが、受入れ社会における根強い人種差別があ

り、また、移民やマイノリティの底辺化や集住化などによる社会的分断、先生は“parallel 

lives”という言葉をお使いになりましたが、その社会的分断が進んだということで、ナシ

ョナルアイデンティティ（国家としての同一性）の危機が起きているということでした。 

 一方で、移民を含む貧困層への所得再分配機能が弱まりつつあるという福祉国家の危機

も生じており、こうした二重の危機にヨーロッパは直面しています。特に、世界が今、直

面している金融危機はこうした状況をさらに深刻なものにする可能性があるわけですが、

これから重要なのは、移民や外国人労働者を景気の調節弁として位置付けるのではなく、

移民や外国人が人間であり生活者として受入れ社会に根を下ろしているということ。景気

が悪くなったからといって帰国するとは限らないのであるということ。また、途上国の景

気が悪くなれば、仕送りがさらに必要になるということもあって、過去の経済危機の際に

も、移民の定住化、外国人の定住化は進んできたというお話がありました。 

 恒常的な問題がある限り、少子高齢化や経済的な問題がある限り、国際移住の問題とい

うのは続いていくという認識でいらっしゃいました。移民外国人の権利を保障することが、

これから続いていく長期的な国際労働力移動を考えるときに非常に必要なことであるとい

うお話でした。現在の私たちが日本で直面している問題に対して、非常に示唆に富むご報

告だったと思います。 

 井口先生には、日本の外国人政策の現状と今後の展望についてご報告をいただきました。

現在の金融危機の中で、多文化共生を掲げる地方自治体が大きな試練に直面しているとい
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うこと。雇用・住居・教育など問題が山積みという中で、真の多文化共生を実現するには、

文化の違いを認めるだけではなく、外国人の権利と義務を確保するための制度的なインフ

ラ整備が急務であるという重要なご指摘がありました。 

 また、日本の外国人政策につきましては、2007 年の改正雇用対策法や今回の入管法改正、

また外国人台帳制度など、一連の改革の動きについてご説明がありました。さらに、それ

を踏まえて高度人材受入れの抜本的な改革が必要であること。また、受入れ方式として、

ローテーション、補充移民という考え方だけではなく、さらに、アジアの地域統合を視野

に入れて考える際には、循環移民、ローテーションではない循環の在り方について検討し

ていく必要があるというご指摘を頂きました。 

 最後には、これと関連しまして、経済統合と移民政策が連動するという長期的なビジョ

ンのご構想をご提示いただきました。アジアの地域が市場として発展することが、日本の

経済発展にもつながるということを踏まえて、私たちの自国の国益を満たすだけではなく、

地域の利益も視野に据えた政策が必要であるということ。また、そうした視点に立って多

文化共生政策を拡充し、外国人の権利・義務を確保することによって、アジア各国との相

互理解と世代を越えた真の和解を目指すといった井口先生のビジョンを、私たちも真剣に

受け止めて考えていかなければならないと思います。 

 以上、論点整理が終わりましたところで、本セッションからご参加くださいますお二方

をご紹介させていただきます。愛知教育大学地域社会システム講座教授の近藤潤三先生と、

日本経済団体連合会産業第一本部長の井上洋さまです。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本セッションでは、まず近藤先生と井上本部長よりご報告を頂きまして、その後、カー

スルズ先生、スウィング事務局長、井口先生から、また短くコメントを頂きます。その後、

先ほど皆さまから頂きましたご質問の幾つかにパネリストの皆さまにお答えいただくとい

う形で質疑応答を行います。そして最後にまた、パネリストの方々全員から短くコメント

を頂きます。この際、非常に短い時間ではありますが、外国人労働者へのセーフティネッ

トの在り方についても少し議論が出せればと思っております。 

 それでは、早速、近藤先生にご報告いただきたいと思います。 

 

近藤： 

今、ご紹介にあずかりました近藤です。私は政治学を専攻しておりまして、また、主と

してドイツの現代の政治や政治史を研究しております。その観点から、ここでは主に、ド
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イツの経験に即してかいつまんでお話ししたいと思っております。 

 与えられている時間が短いものですから、少し端折った形で話を進めたいと思いますが、

最初に少しだけ前置きとして、実は、昨日の新聞を読んでおりまして、幾つか注目すべき

と言いますか、ごく当たり前なこととはなっているのですが、やはり気が付いたことにつ

いて少しだけお話ししておきたいと思います。 

 全国紙は四つほどドイツにありますが、その中で一つ目に付いた記事として、普通教育

で児童・生徒数が減っているという統計が挙がっておりました。2007 年から 2008 年にか

けて全国で、ドイツでは 1.7％の生徒の減少が見られたということです。それから、東ドイ

ツ地域では 2.7％減っています。言うまでもなく、現在では確かにドイツの国外から、EU

あるいは第三国から移民が入ってきているわけですが、それでも年少者のところでは人口

の減少が非常に顕著な形で進行していることを表しています。 

 それから、次の目に付いた記事は、ある州の裁判所で、帰化を申請している成人に対し

て、この帰化の申請を却下するという決定が出されました。ドイツ語を理解しない、つま

り識字能力がない者については帰化の申請は認めないというようなことが、その決定の理

由として挙がっておりました。その申請をしていたのは 1989 年にドイツに来たトルコ系の

人なのですが、ドイツ語が読めない、書けない、ただし日常的な会話はできるという能力

のレベルでは、ドイツへの帰化は認めないという決定が下されたということです。帰化と

いうのは移民の問題に直結している大変重要なテーマですが、そういう状況があるという

ことです。 

 3 番目には、ある研究報告が紹介されておりまして、ドイツでは今 16 州ありますが、教

壇に立つ女性教師がイスラムの女性の場合、スカーフをかぶることが多いわけですが、八

つの州ではスカーフの着用を禁止し、残る八つの州ではスカーフの着用を認めるという、

連邦制の国なものですから、全国的な、統一的な基準がないということで、スカーフの着

用問題は依然として大きな問題なのですが、これが放置しておくと重大な問題になるとい

う研究報告が紹介されておりました。 

 それから、少し話が変わりますが、もう一つ少し気になったのは、記事の見出しとして、

博士の学位を持ちながら下層であると、社会の下の層だという記事がありました。これは

今、日本では「高度人材」という言葉が使われておりますが、この高度人材に当たるよう

な人たちが国外に流出するケースもあります。先ほどの井口先生の報告にもありましたけ

れども、国内で経済の成長力が鈍ってくると、高度人材に当たるような人でも、国内でそ
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の能力に適した職場をなかなか見つけることができないということで、外に出ていくか、

国内に滞留して、その人の場合には月 200 ユーロをもらっているということが挙げられて

おりましたが、これはもちろん生活できない水準であるわけです。それがドイツの直面し

ている現状のいろいろな部分を表していると思います。 

 そういう前置きの上で、少し長くなりましたが、ごく簡単にドイツの実情について紹介

しておきたいと思います。お手元にあります発言の要旨の 38 ページに、私の「発言の要点」

がありますが、その 1 番目に「移民法制定の前史」ということで、要点のみ書いてありま

す。 

 移民法という法律が 2004 年に成立しまして、2005 年から施行されました。この移民法

の制定は非常に大きな曲折がありましたが、その前史ということで注目すべき点は、ポイ

ントだけ申しますと、1986 年に出生率が非常に落ち込んだということが大きな問題になり

ました。その後、連邦議会に人口変動に関する調査委員会が設置されまして、それ以降、

ドイツ国内では、放置しておくと少子化が非常に大きな社会問題を生み出すであろう、と

りわけ社会保障システムへの影響が大きいということについての議論が活発になりました。

これは、世論形成が進められないと移民法のような大きな転換が不可能であるということ

の一つの事例だと思います。世論形成的な側面から、この人口減少の議論が進んだという

ことについては、大変重要なスタートを切ったということになると思います。 

 それから、90 年代に入りまして、ご承知のようにドイツが統一した後、難民が殺到する

ようになりました。93 年に、日本の憲法に当たる基本法の大変重要な部分である「難民を

寛大に受入れる」という部分を大きく変更いたしました。難民を受入れる、つまり、外国

人の一つのカテゴリー、集団である、難民という形での外国人を受入れることについてど

うするかという国論を真っ二つに割った議論をしてきました。ある人は、1993 年のドイツ

はもう統治不能状態に陥ったと言うほど、非常に激しい対立が国内で起こったわけです。 

 それから、さらに 99 年になりますと、今度は保守政党から革新政党へという政権交代を

踏まえて、大きな決断が下されました。99 年に国籍法を改正し、基本的に二重国籍をかな

り認めるということと、帰化を容易にするという 2 点の大きな修正が行われました。これ

は政権交代があって初めて行われたと見ることができますので、先ほどは「世論形成」と

言いましたが、ここでは「政権交代」が重要なポイントになってくると思われます。 

 それから、ようやく移民法が 2004 年に成立して 2005 年から施行されましたが、この移

民法の制定過程においても与野党が激突していきました。結局、与野党の激突により移民
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法が流産する形ではいくら何でも国民世論の期待に背くことになるということで、与野党

が歩み寄って、言ってみれば玉虫色の部分もありますが、大きな決断をここで下したとい

うことになります。それが 2005 年から施行された移民法ということになります。 

 ここでようやく、実はドイツは長い間、移民受入れ国ではないということを国是として

おりましたが、今申し上げたような玉虫色の部分を残しながらの与野党の合意によって、

ドイツは移民を受入れる国であるということを国際的に宣言しました。移民国として宣言

することによって、宣言したことには三つポイントがあります。一つには、高度人材の獲

得をめぐるグローバル競争の中で、ドイツが門戸を開いてこれを積極的に受入れるという

方向を取ったということを意味しています。 

 それから、人口が減少していく社会の中で、どうやって社会保障システムを維持してい

くかについても、移民を受入れることによって、ある程度までは、この人口減少のもたら

す難問を軽減できるであろうという方向を選択したということになります。 

 さらにもう一つの大きな問題は、国内に定住している外国人に対して、主にドイツ語を

教えることと、ドイツの文化を教えるという形で、国内での社会的統合を進めるという仕

組みを作り上げたということで、非常に注目すべき決断が 2004 年から 2005 年にかけて行

われました。ここでは、与野党の歩み寄りが国民世論の強い後押しを受けて可能になった

という点に注目することができると思います。同時に、この移民法の制定によって、それ

まで省庁に分かれていた移民に関する行政がある程度一元化され、連邦移民難民庁という

新しい役所がつくられまして、ここで基本的には移民に関する問題を管轄するということ

で仕組みもかなり透明性が増したと言えると思います。 

 それから、さらに大きな問題があったのですが、移民の子弟がたくさん通っている学校

で暴力が吹き荒れていて、もう学校としての機能を果たせないという状況が表れたことを

きっかけにして、統合サミットを開こうということで、今度は移民を議論の中に組み込ん

でいくという方向を選択しました。この議論の中に組み込むという選択に当たっては、誰

をどういう形で組み込むか、非常に難しいことなのですが、これも何とか政治の強いリー

ダーシップを発揮する形で、ドイツでは統合サミットにこぎ着けるということになりまし

た。 

 2007 年には、そこに参加している移民団体の代表の声も聞きながら、あるいは、それと

の協議を重ねながら、国民的統合プランという、400 もの施策を盛り込んだ大変詳細なも

のですが、そういうものを策定するということになりました。大体そのような形で、ドイ
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ツでは、ようやく移民国としての姿勢を整えたというのが現状です。 

 ですから、世論形成、政権交代、それから世論を背景にした与野党の歩み寄りの努力と、

最後に行政を一元化すると同時に移民を組み込んで政策立案をしていくというところにド

イツの改革のポイントがあるだろうと考えられます。そこから日本に対する示唆もいろい

ろと得られるというようなものがドイツの教訓だと考えられます。 

 ひとまず私の報告は、ここで終わらせていただきます。 

 

大石： 

近藤先生、どうもありがとうございました。ドイツの現状と課題についてご報告いただ

きました。次に、井上本部長にご報告お願いいたします。 

 

井上： 

経団連の井上でございます。午前中の部で、奥田名誉会長が経団連の基本的なスタンス

をお話しされましたので、それをお聞きになっている方は、経団連が大体どのようにこの

問題を捉えているかということをご理解いただけたかと思います。従いまして、私はなる

べく具体的なお話をさせていただこうと思っております。特に、最近の景気後退に伴う雇

用調整に外国人がどのような影響を受けているのか、今日いらっしゃっている方は現場を

お持ちの方が多いと思いますので、むしろ皆さんの方に教えていただくということが基本

だと思うのですが、私がいろいろと調べている中で気に掛かっていることなどもお話しし

たいと思います。 

 レジュメを用意しておりますのでそれを中心にお話ししますが、時間が短いということ

もあり、少し飛んだり、それから、ここにないようなこともお話しさせていただきます。 

 まず、日本という国のあるアジアは、ヨーロッパに比べますと経済統合が遅れているの

ではないかという議論についてです。私のように経済界の中におりますと、事実上の経済

統合は相当進んでいるという実感があります。一言で言えば、分業体制が水平にも垂直に

も非常に複雑に出来上がっていて、当然、その中でモノとカネ、情報は動くわけですが、

そのときにヒトだけを移動させないということができるのであろうかということでありま

す。 

 今、日本には、何となく日系人が多いというイメージがありますが、留学生 12 万人のう

ちの 7 割ぐらいは中国人です。それから、研修・技能実習制度でもやはり中国を中心とし
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たアジアの国々の方が来ているということもあって、やはりこれからは日本の国がこの外

国人の受入れを考えていくに当たっては、アジアをまずベースにして考えていく必要があ

るのではないかと思います。 

 その中で、中国というものをどう見るかということです。中国というのは、人口規模、

市場規模が非常に大きいということと、もう一つは、やはり労働力が非常に豊富だという

特徴があります。世界の工場としての地位もすでに確立しておりますし、これからもさら

に発展していくでしょうが、実は、中国が目指しているのは、単に低付加価値品の製造や

組み立て加工だけではない。しっかりとした研究開発を行い、新しい付加価値を創造して

世界に訴えていくような、日本が今までやってきたようなことをやりたいわけです。そう

なりますと、日本のライバルになっていくということになります。当然、人材もたくさん

おりますし、さまざまなタイプの人材がいますので、いろいろな発展の方法は考えられる

わけで、一つのことにこだわらずに多様な道を探るということになると思います。 

 その中で、当然、中国の人たちが日本のモデルを学ぼうとすることになると思います。

留学生も今まで以上に来ると思いますし、研修技能の方々も、自分たちのキャリアアップ

のために日本で仕事をすること、あるいは技能を覚えることが重要なのではないかという

認識を深めると思います。われわれはそういう中国をパートナーとして、あるいはライバ

ルとして見ながら、彼らの大きな「山」に飲み込まれないように、さらに付加価値の高い

分野に進んでいかなければなりません。 

 現在、金融システム不安でアメリカが大変なことになっておりますが、日本は、おそら

くこれからも「ものづくり」は捨てないと思います。アメリカは少しずつ「ものづくり」

を捨てていって、今、大変な危機にあるのが自動車産業です。そういう意味で言えば、日

本は何度危機があっても、おそらく「ものづくり」を捨てずに、これからも発展を遂げて

いこうとしている。その中で問題となっているのは、「ものづくり」での付加価値の拡大を

一体誰が担うのかということがポイントになると思います。そこが私の一番心配している

ところです。 

 そういう観点から、まず重要なのは、日本の若い人たちに付加価値の高い分野で働ける

ような知識や経験、あるいは技能を持ってもらいたいということです。これは大学を卒業

する、あるいは大学院を卒業するといった、いわゆる高度人材の人たちだけではなくて、

これまで「ものづくり」を支えてきた現場でいろいろと改良・改善をしながら生産性を高

めていく、そのようなところでまさに中心になっていた方々のかわりとして若い世代に担
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ってもらわないと困るということです。 

 では、外国人の力はどういう形で活用するのか、やはり一緒に働くということが基本で

はないかと思っております。一つの分野に特定して外国人を受入れること、例えば、いわ

ゆる非熟練労働という世界だけに限定して入れるということは恐らくできないし、好まし

くもないと思います。もちろん、高度な分野にも外国人に入ってきてもらいたいですが、

研究の分野では既にかなりの人たちが日本の大学や研究所等で、日本の研究者と一緒に働

き勉強をしています。また、海外からの留学生が増えていますので、日本国内の企業に入

ってもらって、その中で働いてもらうということも必要だと思います。 

 その際、いわゆる日本の終身雇用を前提とした非常に長いキャリア開発ではなく、やや

中期間のキャリア開発も必要になってくるのではないかと私は思っております。私は 30

年近く同じ職場で働いておりますが、30 年のキャリアプランではなくて、やはり 10 年程

度のキャリアプランで、彼らがその中で力を発揮できるようなことを企業としても考えて

いかなければいけないと思います。 

 一般論としてはそういうことですが、問題は、現状の景気後退における状況への対応を

どう考えるかということです。一番影響を受けているのがまさに日系人です。愛知県はブ

ラジルの方、ペルーの方が多いというお話ですが、私は冒頭、アジアの国である日本の立

場ということも申し上げました。日系人の方々は、ご存じのとおり日本にルーツを持つ人々

で、いわゆる定住者という身分の資格で日本にやって来るわけです。極端なことを言えば、

仕事がなくても日本に来られる資格です。 

 そういう人たちがいち早く今回の景気後退で失業してしまったのです。いろいろな方の

お話を聞いていますと、特に日本語があまり上手でない方を中心に 8 割ぐらいは今まで働

いていた職場から去っているのではないかということです。もちろん残っている方もいら

っしゃいますが、その方々にも非常に強いプレッシャーが掛かっています。問題は、5 年

いても日本語がなかなかできるようにならない、日常会話はできても読み書きはほとんど

できない。特に非漢字圏ですので漢字が読めないということで、それが急激な経済の落ち

込みによって、一番影響を受ける原因になっているのだと思うのです。 

 従いまして、これからはともかく日本語を学んでいただくということを、ある程度体系

的に提供していくのが非常に重要になってくるのではないかと思います。この問題は留学

生でも同じで、今日も留学生の方がいらっしゃっているかもしれませんが、やはり大学等

がしっかりとした日本語学習のチャンスを与えないと、同じ国から来た仲間とずっと話し
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ていることによって、日本語の能力は、日本の企業で活躍できるようなレベルにはならな

いということがあります。このような問題を日系人の世界でも認識をしていただけたので

はないかと思います。そういう意味では、日本語の学習の機会、そしてもう一つは、やは

りその人が持っている職業能力を生かすようなトレーニング、あるいは引き出すようなキ

ャリアカウンセリングのようなものを一体となって行っていくということが必要になって

くると思います。 

 実は、日系人の雇用に関しては、この景気後退が起こる前に、既にかなりの数の日本企

業が、いわゆる対アジア投資により生産拠点を移した状況の中で、雇用機会が失われてお

りました。昨年の夏ぐらいまでの間でも、ある日突然、300 人ぐらいの雇用がその町から

消える、そのほとんど日系人であるということが起きていたわけです。その観点から言え

ば、予見できたことではないかと思うのです。すなわち、いつ何時でも、やはり言葉がで

きない、職業能力が生かせるような状況でない人々は切られてしまう、というような非常

に厳しい立場に置かれていたのが日系人ではないでしょうか。そういう意味で、あらため

てまだ日本に定住をしていこうと思っていらっしゃる日系人の方々に、今申し上げた日本

語の問題と職業訓練の問題を解決できるようなシステマチックな対応を日本の行政・企業

が用意する必要があると思っております。 

 それから、私が今日一番申し上げたいことは、今働いている日系人の次の世代に頑張っ

てもらいたいということです。既に高校に入られた方は、なかなか卒業するのが大変だと

いうお話も聞きます。中には、大学に入学を果たし、すでに大学を卒業したというように

非常に頑張っている方もいます。そういう人たちを、日本のいわゆる経済活動や社会活動

に生かせないか、むしろ彼らがこれからたくさんやってくる外国人を支援する側に回って

いただけないだろうかという期待を持っております。そういう点についても、後ほど議論

をさせていただければと思っています。 

 

大石： 

 井上本部長、どうもありがとうございました。 

 近藤先生には、ドイツの現状と課題についてご報告いただき、特に移民国への転換とい

うビジョンを示して実行するには強力なリーダーシップが必要である、そしてまた政権の

安定も必要であるという、非常に重要なご指摘をいただきました。 

 また、井上本部長からは、やはりアジアの経済統合の視野の必要性や、また、長期的な
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外国人を受入れる際には、これからは非熟練だけではなくさまざまなスキルレベルで受入

れていかなければならないわけですが、現在のような金融危機が起こって、日系人の方々

が非常に難しい状況に陥っているということを考えますと、やはり今後としましては、体

系的な日本語の習得、そして、職業訓練、キャリアカウンセリングなど、さまざまな形で、

もう少し体系的な、制度的な整備が必要になってくるのではないかというご指摘がござい

ました。 

 それでは、こうしたご報告と午前のお二方のご報告を踏まえまして、ここにいらっしゃ

いますパネリストの皆さまに、短くコメントをお願いしたいと思います。まず、カースル

ズ先生より、4 分間のコメントということでよろしくお願いいたします。 

 

カースルズ： 

非常に興味深いご報告をありがとうございました。ご報告中の重要点について明白にす

るためにお話できることは沢山ありますが、幾つかの点に絞ってお話しいたします。近藤

先生には、ドイツの事例を分析していただきました。強調しておくことが重要だと思うの

は、ドイツの事例は、日本にとって非常に参考になるということです。なぜなら、かつて

ドイツは、一時的移民という考え方と、一時的移民はいかなる永住にも、あるいは、ドイ

ツ社会の文化や社会構造のいかなる変化にもつながらないという信念に基づく政策をとっ

ていたからであり、ドイツの政策は、ドイツは移民受入国ではないとの考えに基づいてい

たからです。これによって、実際のところ、ドイツは、30 年を無駄にしました。 

 こうした 30 年の間、確かに、多数の専門家にしてみれば、ドイツは移民が永住している

国であり、政策変更が必要であったことは明らかでした。ドイツの政治指導者たちがその

ことに気づいたのは、1998 年頃になってからで、近藤先生が指摘されたように、1999 年の

新たな国籍法と、2005 年の新たな移民法の施行により、大きな変革が行なわれました。し

かし、ドイツについて重要なのは、長い時間を浪費したこと、そして、そのことにより、

避けることができたであろう問題や対立が起きてしまったということです。したがって、

ドイツの状況から得られる教訓は、たとえ最初のうちは、移住者や政府当局の誰もが一時

的移住を意図していたとしても、何人かは定住してしまうので、そうしたことに備えてお

くことが肝要だということです。 

 二つめの点はこれに関連していまして、井口先生が午前中におっしゃったことに戻るの

ですが、当面の解決策の一つは循環移民だということです。しかし、循環移民という言葉
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だけで留まっていてはいけません。実施においてこの言葉が本当は何を意味するのかを見

る必要があります。もし循環移民が、一時的な移住やゲストワーカー政策と同じならば、

解決策にはなりません。これらの政策はすでに、失敗しています。循環移民は、いつ移住

するか、どのぐらい滞在するか、母国に帰るかどうかについて、人々が正直に選択できる

ことを意味するものでなければならないでしょう。たいていの人々は、いつかは出身国に

帰りたいと望むものですが、帰国についての選択を本人が真の意思によってできるような

環境を整えるのは、政府や国際機関の仕事です。したがって循環移民とは、帰国しようと

思わせるということであって、帰国を強制するということではありません。 

 井上洋本部長のお話に移りますが、とても興味深いご報告でした。特に興味深かったの

は、この報告が雇用者の観点からなされたということです。なぜなら、信頼できる熟練労

働力を得たいという雇用者の願望が、移住を形作り移民の滞留を促す最も重要な要因の一

つであるからです。雇用者は信頼できる労働力を望んでいますので、長期的視点から見る

と、重要なのは、一部の移民労働者が不利な立場に置かれるような政策は、望ましい政策

でも持続可能な政策でもないということを認識することです。井上本部長は、こうした政

策のために、日本の移民労働者、中でも日系ブラジル人の方々が、この経済危機の中で非

常に弱い立場に立たされていることを教えて下さいました。 

 そこでこの状況から学ぶべき教訓は、今の日本のように移民労働者を受け入れているな

らば、非常に重要なのは、彼らの言語力を向上させる政策を施行して、移民労働者が確実

に日本語を学べるようにすることです。なぜなら、日本語を話せなければ、決して職場で

昇進できないからです。彼らが実地研修や職業訓練を受けて、労働市場で対等に競い合え

るような能力を身に付けることも、非常に重要です。今働いている人々の次の世代にとっ

て、これは特に重要だという井上本部長のご意見には、私も大いに賛成です。ありがとう

ございました。 

 

Castles: 

Thank you very much for those very interesting presentations.  There would be a lot one could say 

to underline these important points, but I will just say a few things. 

Prof. Kondo gave us an analysis of the German example.  I think it is important to underline that 

the German case is a very good example for Japan to look at because Germany had a policy based 

on the idea of temporary migration and the belief that this would not lead to any permanent 
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settlement or to any real changes in the culture and social structures of society, and the German 

policies were based on the idea that Germany was not a country of immigration.  So, really 

Germany wasted 30 years. 

There was a period of 30 years when it was clear, certainly to many analysts, that Germany was a 

country of permanent immigration and it needed to change its policies.  It was not until about 

1998 that the political leaders of Germany came to that realization and as Prof. Kondo has pointed 

out, through the new citizenship law of 1999 and the new immigration law of 2005 there has been a 

major change.  But what really one has to say on Germany is that a great deal of time was wasted 

and that led to problems and conflicts that could have been avoided.  So, the lesson from that 

situation is that even if migration is intended to be temporary at the beginning even by all the 

migrants and by the authorities, some migrants will stay and it is important to plan for that. 

A second point linked to that and that goes back also to what Prof. Iguchi said earlier this morning 

is that one solution at the moment is circular migration.  But one should not just stop with the term 

circular migration; one has to look at what that term really means in practice.  If circular migration 

means the same as temporary migration or guest workers of policies, it is not the solution; those 

policies have failed.  Circular migration should mean that people have a genuine choice when they 

migrate, how long they will stay and whether they will go back.  Most people want to go back at 

some point to their country of origin but it is the task of governments and international 

organizations to create the conditions under which people have a genuine choice about going back.  

So, a circular migration should mean incentives to go back, not compulsion. 

Moving on to what Mr. Hiroshi Inoue said, a very interesting presentation. It was very interesting 

also that this comes from the employer’s perspective because the desire of employers to have a 

reliable trained labor force has been one of the most important factors shaping migration and also 

encouraging migrants to stay.  Because employers want a labor force that is reliable, if we take a 

long-term perspective, it is important to realize that policies that have made some migrant workers 

take on an inferior position are not desirable or sustainable policies in the long term.  Mr. Inoue 

has shown us that this type of policy made the migrant workers in Japan and particularly the 

Brazilians very vulnerable in a situation of economic crisis. 

So, the lesson that needs to be learned from that is that if you do have migrant workers coming, as 

Japan does now, it is very important to have policies to upgrade their language skills, to make sure 
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that migrant workers can learn Japanese, because if they do not speak Japanese they will never be 

able to obtain occupational promotion.  It is very important that they get on-the-job training, 

vocational training, and that they get the abilities to compete equally in the labor market.  And I 

would support Mr. Inoue very strongly in saying that is particularly important for the second 

generation.  Thank you. 

 

大石： 

カースルズ先生、どうもありがとうございました。それでは、IOM のスウィング事務局

長にコメントをお願いいたします。 

 

スウィング： 

今日一日について、もう少し全般的なコメントを述べさせていただくとともに、ただい

まご指摘を受けた点についても触れたいと思います。まず、社会統合の問題全体に関する

分析や見解について一致する点が多いことに、本当に驚かされました。次に、誰もが解決

策を求めていることは明らかであり、中には他国より精通していて順調な国もありますが、

どの国の政府も社会統合の問題では苦労しているように、私には見受けられます。さらに、

世界的な金融危機が、社会統合の問題に対する解決策を見いだす能力を著しく制限してい

ることは明らかです。その一方で、金融危機が妥当な結論に否応なしに導く原動力となる

可能性もあります。 

また、大多数の政府が、移住問題に対処するにあたり、行政レベルでも立法レベルでも、

十分に調整できていないことも明らかであるように見受けられます。世界のさまざまな国

の政府と話をしてみると、関係省庁間委員会はほとんど存在せず、議員連盟がある例もき

わめて稀でした。 

模索の結果として、ここでもう一つ述べますと、より大規模に対話を行うことが解決策

の一部であるのは明白であるということです。私どもは、世界中で約 15 の地域対話を支援

しており、その中には、日本が積極的にリーダーシップを取っているバリ・プロセスも含

まれます。これらは重要です。「移住と開発に関するグローバルフォーラム」も同様に重要

です。しかし、移民の出身国と受入国との間で対話が行われることもまた重要です。私が

中南米およびアフリカでいくつかの会議に出席して驚いたのは、欧州連合による最近の「不

法移民の送還に関する指令」などに関して、これらの地域の国々が、非常に大きな疎外感
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を抱いているということでした。実際に十分な対話が行われたか否かは私の知るところで

はありませんが、少なくともそのように感じました。 

さらに、考えてみれば、人々の大移動という要素そのものがグローバリゼーションのモ

ザイク画から抜け落ちてしまっているということには圧倒されます。偉大なる思索家たち

は、あらゆることについて、つまり財やサービス、資本の自由な流れについて考えました。

しかし、人々の自由な流れについてはどうでしょう。これこそ私たちが皆、今、悪戦苦闘

していることなのです。 

これから手短に、今後どう取り組んでいくかについて少々コメントしたいと思います。

第一に、人々は、移住の規制と移住の促進の間の均衡を模索しています。この均衡は、政

策の信頼性にとって重要です。 

第二に、私たちは皆、反循環的な考え方を回避したいと思っています。実際には移民を

留めおくことが何某かの現実的な問題解決である可能性がある時に、移民を本国に送還す

ることは、問題であるように思われるからです。と言いますのも、経済が好転し始めると、

同じ労働者が必要となるわけで、二人の教授がおっしゃったように、語学研修やその他の

技能を通じて社会統合が進めば進むほど、私たちにとっては望ましいのです。 

さらに、移民による現在の貢献と今後の貢献可能性についての公開討論に、一層、焦点

を当てるべきでしょう。そのためには、一般に対する広報と啓蒙のためのより大掛かりな

プログラムが必要となります。 

最後になりますが、共通のゴールがいくつか見えてきたように、私には思われます。そ

の一つは、移住は、全ての関係者にとって有意義な経験であるべきだということです。二

つ目は、本国に帰還する人々は、以前より上達した技能や新たな技能、あるいは投資用の

何某かの資金を持って帰還するということです。そうすれば、本国に貢献することになり

ます。そして最後は、カースルズ教授がおっしゃったように、移住は、選択肢ではなく必

然となっているということです。ありがとうございました。 

 

Swing: 

I would like to take the liberty to comment a little more generally on the entire day, but bring in 

some of the points that have just been made.  I am just struck, first of all, by the uniformity of 

analysis and views in terms of the whole integration question.  It seems to me, secondly, everyone 

obviously is seeking solutions; all governments are rattling with the issue, some more enlightened 
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and favorable than others. 

Thirdly, it is clear that the global financial crisis has greatly compounded the ability to find 

solutions.  On the other hand, it might be a driving force that will help to force proper conclusions.  

It also seems clear that most governments are not yet adequately coordinated either at the executive 

branch or in the legislative branch to meet the migration challenges.  Very few have 

inter-ministerial committees and there are very few inter-parliamentary commissions, as I talk to 

different governments around the world. 

I made one other note here, try and find it, that greater dialogue is obviously a part of the answer.  

We are supporting about 15 regional dialogues around the world, including the Bali process in 

which Japan is a very active leader.  These are important. The global forum is also important.  

But it is also important that countries of origin and destination be speaking with one another.  I 

was struck in several conferences I attended in Latin America and Africa that they felt very left out 

with regard to some of the recent European Union Return Directives and others.  Whether there 

was adequate dialogue or not I do not know, but that was the perception at least. 

Finally, it is overwhelming if you think about it that the mass movement of people is itself the 

missing element in the globalization mosaic.  The great thinkers have thought about everything: 

free flow of goods, services and capital, but what about the free flow of people?  And this is what 

we are all struggling with right now.  Very quickly, just a couple of comments on how one goes 

about addressing that.  One is, people are looking for balance between migration control and 

migration facilitation.  It is important for the credibility of the policy. 

Secondly, we are all looking to avoid counter-cyclical thinking whereby sending the migrants home 

seems to represent a part of the problem when in fact keeping the migrants may be part of the 

actual solution.  Because when economies start to turn around, those same workers are going to be 

needed and the more they are integrated through language training and other skills that the two 

Professors have talked about, the better off we will be. 

Also greater focus needs to be made in public discussion on the contributions, both real and 

potential, of migrants.  And for this we need a much larger program of public information and 

public education. 

Finally, it seems to me that there are some common goals out there.  One is that the goal of 

migration should be a positive experience for all concerned.  Secondly, that those who do return, 
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return with either an enhanced skill, a new skill or some capital to invest so that there is a 

contribution back home.  And finally, that migration become, as Prof. Castles was saying, a 

necessity and not an option.  Thank you. 

 

大石： 

 スウィング事務局長、どうもありがとうございました。最後に井口先生、よろしくお願

いいたします。 

 

井口： 

今、お二人のパネリストからお話がありまして、まず近藤先生からのドイツのことにつ

いて私も非常に考えるところがありましたので、それを皆さまにお伝えしたいと思います。 

 まずドイツでは、外国人の労働者は景気が悪くて失業したときにどうなるかということ

です。まず基本的に、ドイツでは社会保険に加入義務のない雇用では外国人は雇えないの

です。私もドイツに住んだことがあるのですが、その際に、外国人局に行きまして、私が

日本の健康保険でいいのかと言うと、それは駄目だからドイツのこの保険に入りなさいと

言って、いったん家に帰らなければなりませんでした。手続きをして、1 週間後にその書

面を持っていくと、もう準備していてくれまして、滞在許可証をくれました。 

 私はそのことがすごく心に残っていて、日本では、そういう前提もなしにやって来てし

まった。入管行政と厚生労働行政は別だというのは分かるのですが、そのところをどうや

って地域で、ローカルな部分でしっかりつないでおくかということについて、自治体の方々、

NPO の方々にもぜひ考えていただきたいと思います。私は最終的には、やはり社会保険に

入っていない方は、あるいは場合によっては、最低限の広さの住宅がないような外国人の

方には、当然、公共住宅を提供するぐらいのスタンダードの設定をしなければならないと

思っています。 

 さて、先ほどのご指摘についてですが、私も実は、ドイツの 2005 年の移民法の原型にな

りました法案について、ドイツの元連邦議会議長のジュースムートさんと、－この方は日

本にも何度か来られていますが－、お話ししたこともございます。実はこれは、シュレー

ダーさんという社会民主党の党首のときにつくった委員会で原案が練られているわけです。

それは全く超党派でできておりました。いろいろなところからいろいろな代表が入り、超

党派でできておりました。ジュースムートさんは実は、社会民主党ではなく、キリスト教
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民主同盟だったのです。出てきた法案についても実は社会民主党は、キリスト教民主同盟

が提案していたポイント制まで取り入れてしまったのです。 

 ところが、ひとたび 2001 年 9 月にあのテロの事件が起こってから、そういう非常に理想

主義的な改革の提案に対して、キリスト教民主同盟が反対してしまいました。もう完全に、

ある意味では政争の具になってしまいました。ですから、本来であれば、超党派で合意で

きて素晴らしいものだったのに、それが合意できなくて、政争の具になったということを

やはり反省しなければなりません。そういう意味で、私どもの外国人政策の改革も、あま

り極端な提案をして政争の具になるということではなく、できるだけ超党派で合意できる

スキームを目指してきたい。やはり市長、町長の方々にはいろいろな党派の方がおられま

す。そういう意味では、この問題をあまり選挙の材料にしてほしくないと私は思っていま

す。 

 井上さんのご指摘になっていた、もっと留学生を活用しよう、それから日系人のお子さ

ん方をどうやったらこれから経済界でも活用していけるか、それから後に続く人たちのサ

ポートをしてもらえないかということも、私も本気で考えなければいけないと思います。

現在、ブラジル人学校を卒業して大学に入るときに、やはり外国人学校で認知されていな

いために、高等学校卒業相当かどうかということの判断でやはりいろいろ問題が起きてく

ると思います。特に私立の大学は個別に審査しなければならないと思いますので、なかな

かそういった意味では道が開けていないのだろうということももっと検討しなければいけ

ないと思います。 

 最後に、日本語をよく勉強してもらうとか、日本のビジネスを知ってもらうということ

は大事なのですが、やはり私は、日本の企業自身にもう少し国際化してほしい。日本人が、

もっと海外にどんどん出て、海外でいろいろな大学へ行った日本人たちを雇い入れて、あ

るいは、海外で仕事をした経験のある日本人がいる職場に外国人を入れるというような、

しかも、できればバイリンガルにしていく、そのぐらいの努力をしないと、本当に外国人

の人材活用はできないのではないかという印象を持っております。 

 

大石： 

 どうもありがとうございました。それでは、時間も押しておりますので、早速質疑応答

の方に移らせていただきます。午前中にお知らせしましたとおり、今回の質疑応答は先ほ

ど皆さまから頂いたご質問に対して、パネリストの方々にお答えいただくという形を取ら
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せていただきます。非常にたくさんのご質問を頂きまして、本当にありがとうございまし

た。ただ、数が非常に多いものですから、残念ながらすべてのご質問をご紹介することが

できません。できるだけ幾つかのご質問をおまとめして、分野的にカバーできればと思っ

ております。 

 まず、カースルズ先生への質問です。「市民権テストを実施するようになってから、社会

的な変化はあったのでしょうか」というご質問が来ております。市民権テスト、そして、

新たに設けられた語学テストといったものの社会的な変化、実際にどのように現場が変わ

っているのかということを、中学校の先生をしていらっしゃる方からご質問がございまし

た。いかがでしょうか。 

 

カースルズ： 

  正確なお答を差し上げることはできません。というのは、移民や市民権を申請したい人々

について、こうした変革後に実施されたいかなる体系的な調査についても承知していない

からです。これらの変革が行われたのは、ごく最近です。英国、オランダ、ドイツその他

いくつかの国々でこうしたテストが導入されたのは、ここ 2、3 年のことです。移民の方々

に話を聞くと、これらのテストは大きな障壁であり、特にきちんとした教育を受けていな

い人たちにとっては、そうであるという印象を受けます。なぜなら、実際のところ、テス

トがかなり難しいからです。私自身もテスト用紙を見てみましたが、中には政治学の教授

にも解答できないような質問もありました。市民権テストに合格するためには、真剣に勉

強する必要がありますし、非常に難しいのです。 

 ですから、教育レベルの低い人たちにとっては、そして私が思うところでは特に女性に

とっては、テストは障壁になっています。たとえばイスラム系移民の女性で、主に家の中

で働き、外に働きに出ることはなく、おそらく英語やドイツ語、オランダ語、あるいはい

かなる他の移住先の言語もあまり上手く話せない人たちには、このような市民権テストは

真に重圧となります。しかしお話したように、体系的な調査はまだ行われていません。 

 

Castles: 

I cannot give a very precise answer because I am not aware of any systematic research that has 

been done with migrants or people who would like to apply for citizenship since these changes.  

The changes are quite recent.  It is really in the last 2 to 3 years that the United Kingdom, the 
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Netherlands, Germany, several other countries have introduced these tests.  If one talks to 

migrants, one gets the impression that it is quite a big barrier and it is a barrier especially for people 

who do not have a very good education, because the tests are actually quite difficult.  I have 

looked at the tests and some of the questions even a professor of political science would not be able 

to answer.  So, people really have to study to pass these tests and they are very difficult. 

So, they are a barrier for people with poor education and they are particularly, I think, a barrier for 

women.  Women who, for instance, belong to Muslim migrant groups and work mainly in the 

home, who do not go out and work outside and maybe do not speak very good English or German 

or Dutch or whatever national languages are really put on by these tests.  But as I say, we do not 

have systematic research yet. 

 

大石： 

 どうもありがとうございました。カースルズ先生にもう 1 点ございます。「ヨーロッパで

は高度人材の受入れが非常に盛んにはなっているのですが、同時に、そうした方々が不完

全雇用に陥っているということで、実際の資格と同等の職が得られていないというような

状況にあるのではないか」ということをヨーロッパから留学中の大学院生の方から頂きま

した。それに関してはいかがでしょうか。 

 

カースルズ： 

  それはまさしく真実ですし、矛盾です。スウィングさんが指摘されたように、政府の省

庁間の連携は、必ずしもうまくいっているわけではありません。大学の学位あるいは職業

上の資格を持っているが故に移民として入国を認められながら、資格認定を担当する省庁

によってそれらの資格が承認されない人たちもいます。ですから、大きな矛盾が生じてい

ます。高度人材として移住してきたのに、結局非常に低レベルの仕事に就くしかない人た

ちがいます。これは非常に深刻な問題です。持っている資格を認められている移民でさえ、

当該技能レベルの職業の雇用市場の最下層にいることがよくあります。たとえば、専門的

職業についているインド人たちは、確かに IT 産業などで就職はできるものの、あまり安定

した仕事ではないし、それほど給与が高い仕事でもないと、時々不満をもらしています。

移住先で技能が認定された人たちでさえ、まだ問題があるというわけです。 
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Castles: 

This is quite true and it is an inconsistency.  As Mr. Swing has pointed out, government 

departments do not always coordinate very well.  So, sometimes people are admitted as 

immigrants because they have a university degree or some vocational qualification, but then it is 

not recognized by the ministry that is responsible for recognizing qualifications.  So we have a big 

discrepancy there.  There were people who come in as highly skilled migrants and end up doing 

very low qualified jobs.  That is quite a serious problem.  Even migrants whose qualifications are 

recognized often find that they are at the lower end of the employment market in that skilled 

industry.  So, for instance, Indian professionals have complained sometimes that they do get jobs, 

for instance, in the IT industry but they are not very safe jobs and not very well paid jobs.  So, 

there is still a problem even if people do have skill. 

 

大石： 

 どうもありがとうございました。それでは、井口先生への質問が幾つかございます。一

つは、多文化共生に関する問題で、NPO の方から頂いているご質問です。豊田市の保見団

地でブラジル人の子供たちへの芸術支援に取り組んでいらっしゃる方から、「多文化共生は、

オーストラリアやカナダの多文化主義とは異なりヨーロッパの統合主義に近いものがある

ということですが、こうした考え方によれば、母国の文化や芸術支援は認められないとい

うことになるのでしょうか」ということです。統合主義を多文化共生の概念の中で強調す

ることが、草の根の言葉の可能性を狭めるのではないかという危惧があるというご意見を

頂いておりますが、レスポンスをお願いいたします。 

 

井口： 

 ご質問ありがとうございます。まず、ヨーロッパの統合政策というのは、もともとは多

文化主義と同化主義の間の果てしない論争をもうストップしようと、もう終止符を打とう

というもので、それはどちらなのかという論争を延々するのではなくて、入ってきた移民

の人たちも受入れる社会も、それぞれが相互に努力し合ってやっていこう、同時に、マイ

ノリティである移民の人たちが社会の底辺から落ち込んでしまう、そういうことは絶対見

捨てない、そういうことはしないということがこの統合政策の意味だったと思います。 

 ですから、基本的には、本人の文化的なアイデンティティは維持されるということが前
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提になっているのだというのが私の理解でして、その点についてはあまりご心配にはなら

なくてもいいですし、私どもも「日本語教育、日本語教育」と言いますが、それは母語を

大事にしないという意味ではありません。むしろ、母語のできる先生が日本語を教えてく

れた方がどんなに効果的かということも感じているわけです。 

 最後に申し上げますと、異国に来て、そこで暮らしていろいろな多文化に触れるという

ことの中で、次第に本人の文化的アイデンティティがよく分からなくなってくるという問

題があります。ただ、生まれた文化というものをただ受容するだけではありません。これ

は実は、マハトマ・ガンジーやアマルティア・センなどの文章によく出てくるのですが、

文化というのは最終的に自分で選び取るものだと考えていいのではないかと思うのです。

そのように考えますと、このプロセスは決してマイナスではない、むしろ自分の選択肢が

増えたのだと、私は肯定的に理解したいと思っています。 

 

大石： 

 どうもありがとうございました。幾つか来ているのですが、井上本部長へのご質問で、

「海外からいらした留学生の方々が就職する、あるいはインターンシップをするなどいろ

いろな活動をする中で、やはり日本人が行っている高度な仕事をわざわざ外国人にさせる

理由がないとか、長期雇用で段階的に高度な仕事を任せるので、短期間では工場のような

単純な仕事しかないというような話をよく聞くのですが、その点、企業の側からのご意見

はどうでしょうか」ということです。また、ほかの質問に絡んで、高度人材、中度人材、

そして非熟練、あるいは技能人材と呼ばれるさまざまなスキルレベルの方々の受入れと現

場の事情ということで一言お願いいたします。 

 

井上： 

簡単にご説明しますが、基本的に日本人だけで新しい付加価値を創造できる企業はとて

も幸せな企業ではないかと思います。今、グローバルでさまざま多様なニーズをつかむた

めの取組みをしないと、企業というのは多分取り残されていくのだと思うのです。それを

実際にやれている企業は、多様な人材を採用し、活躍の場を与えていますし、当然、そう

いう企業は海外に投資をして、工場を建てたり、営業所をつくったりしております。 

 そのときに例えば、日本人がアメリカに工場の生産全てを管理する、あるいは営業所の

管理をするという時代は結構長かったと思いますが、今は、明らかに現地の方々に管理を
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任せ、経営も任せるという方向になってきています。そういう企業が、おそらく、21 世紀

にどんどん伸びていくのでしょう。純粋に日本の国内だけで自分たちの考えに則って製品

を開発して、それを日本人だけでやれるのなら、それはそれに越したことはないと思うの

ですが、今はそういう時代ではありません。海外に出られなくても、日本国内で多様な考

え方を持った人たちが周りにたくさんいるわけですから、その中で、自分たちの企業に合

った人材を採っていくということは当然のことであるし、そうしていかないと、恐らく付

加価値創造の力というのは、どんどんその企業から失われていくのではないかと思います。 

 問題は、では、そういう人たちが本当に日本に来ているのかということなのです。留学

生はここのところ増加し、12 万人を超えました。今は 30 万人にしようという話にまでな

っているのですが、やはり理系・文系の比率を見ますと、大体 2 対 8 で文系が圧倒的に多

いのです。文系も、社会科学系というよりもむしろ人文科学系が多くて、日本の経済界の

主流を占めるような企業で働くとなると、非常に厳しい感じがします。一方、人材獲得で

非常に厳しい状況にある中堅中小企業が留学生に目を向け始めています。日本語がしっか

りでき、働く意欲さえあれば、自分たちで外国人材を育てようではないかという意識を持

っている企業が増えています。そういう企業は、おそらく日本人と同じ仕事をさせること

になると思います。総務をやったり、人事をやったり、営業をやったり、キャリアをその

会社の中で伸ばしていく指導をしていくのではないかと思います。 

 そのときに一番引っ掛かってしまうのが、留学生のキャリアに対する考え方です。非常

に短期間でキャリアアップしていきたいということで、ジョブホッピングと言いますが、

どんどん新しい企業に再就職していく、仕事を変えていくということであります。先ほど、

外国人材には、30 年というキャリアプランは難しいと言いましたが、10 年ぐらいの視野で

留学生を企業の中で生かすような仕組みが必要なのではないか、これは技術系でも事務系

でも同じではないかと思います。できればその間に、日本で役に立つような資格を一つ二

つ取ることも、その後の人生にいろいろな影響を与えるのではないかという感じがします。 

 

大石： 

 井上本部長、どうもありがとうございました。 

 それでは、時間が非常に押してまいりましたので、これで第 1 セッションの質疑応答を

終わらせていただきます。幾つかまだたくさん頂いているご質問のうちの幾つかは、次の

第 2 セッションの質疑応答に回させていただきましたので、そちらでお答えいただけるこ
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とになっておりますので、ご理解いただけますようにお願いいたします。皆さま、どうも

ありがとうございました。そして、ご質問をお寄せくださいましたフロアの皆さま、あり

がとうございました。 

 最後に、パネリストの皆さまから短く最後のコメントを頂きたいと思います。 

 

カースルズ： 

  非常に興味深いご報告と、とても重要なご質問をいただいたと思います。時間の都合上、

すべてのご質問にお答えできなかったのが残念です。私が大変感銘を受けたのは、ここ愛

知県をはじめ、そしておそらく日本全体でもそうだと思いますが、このかなり困難な状況

において、今後取るべき方向性を見いだそうとする強い誠実な関心を目にしたことです。

また、私には明白だと思われることは、かつて日本は十分に考慮することなしに、将来に

関する決断をしてしまったということです。経済的な理由から、ひとたび労働移民を受け

入れることを決定すれば、政治的および文化的な影響が出てきます。 

ヨーロッパの経験から分かっていることは、ヨーロッパの政府も社会も、実際に、この

ことを事前に考えたことはなかったということです。ヨーロッパにおける移住の経験はす

べて、前もって計画されたものではありませんでした。1950 年代、60 年代、70 年代、そ

して再び、その後もっと最近も、経済成長により労働力の追加が必要になったために、経

済的な決定が行われました。それはつまり移民を意味していたのですが、それが移民自身

や関係国の社会に対して持つ意味については、ほとんど考慮されませんでした。私には、

日本は移住の歴史の極々初期段階にあるように思われます。と申しますのは、労働移住は

ここ 30 年から 40 年の間起こっていますが、その数は総人口に比べて依然として少ないか

らです。 

 将来に目を向ければ、そして今の経済危機の先を見越せば、経済危機により移民が減少

し、また、ここ暫くの間はさまざまな困難があることは明らかですが、長期的には、日本

には今以上に多数の移民が存在するようになり、そうした移民は、経済上の理由および人

口統計学上の理由の両方によって必要になるでしょう。日本にはそういうことになる大き

な構造上の理由が存在します。このような議論が現時点で行なわれていることは、非常に

重要だと思います。それによって、前もって計画を立てることや、このことが将来の日本

の社会にとってどんな意味を持つのかを考えることができ、その結果、自国にとって正し

い選択をすることができるからです。 
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 私にとって昨日は、学校や、移住問題や移住者のニーズに応えるために愛知県で始まっ

た福祉事業をいくつか視察する機会を得ることができ、非常に興味深いものでした。ヨー

ロッパの経験と大変似ているのは、まだ国の政府が問題を完全に理解していない時点で解

決策を打ち出したのは、しばしば NGO や地元市議会だったという点です。ヨーロッパの

多くの場合、将来の方向性を示したのは市民社会による地元のイニシアチブであり、それ

が後に採用されたのです。 

 移住や社会統合に関する国の政策があるということは大変重要ですが、国の政策立案者

たちに愛知県のような地元地域で起こっていることに目を向け、そこでの経験から学んで

もらうこともできるでしょう。現下の経済問題はありますが、将来のために注目できる大

変有望な事例もいくつかあります。どうもありがとうございました。 

 

Castles: 

I think we have had some very interesting presentations and very valuable questions.  It is a pity 

we did not have time to answer all of them.  But I am very impressed to see the very strong and 

genuine concern here in Aichi in particular and I assume in the rest of Japan to find a way forward 

in this very difficult situation.  And it seems to me very clear that Japan made decisions about its 

future without perhaps reflecting completely on them because once you decide to have labor 

immigration for economic reasons, that has political and cultural consequences. 

I know from the European experience that governments and societies did not really think about that 

in advance.  The whole migration experience in Europe was really not a planned one.  There was 

an economic decision made back in the 50s and 60s and 70s and then again later really more 

recently too because economic growth required additional labor. Tthat meant immigration, but there 

was very little consideration of the meaning this would have for the migrants themselves and for 

the societies of the countries concerned.  It seems to me that Japan is at a very early stage in its 

migration history because although migration for labor has been taking place now for maybe 30 or 

40 years, the numbers are still relatively low compared with population. 

If we look at the future, if we look beyond this current economic crisis which clearly means that 

there will be a reduction of migration and there will be difficulties for the time being, in the long 

run there were major structural reasons that mean that Japan will have more immigration and that it 

will need it for both economic and demographic reasons.  I think it is very important that this 
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discussion is taking place at this time so that you can plan ahead and think what that will mean for 

Japanese society in the future so that you can make the right choices for your own country. 

For me, it was very interesting yesterday to have the opportunity to visit some of the schools and 

some of the welfare projects which have been set up in Aichi Prefecture to respond to the issues of 

migration and the needs of migrants.  I think that it is very like the European experience too that 

often it was the nongovernmental organizations and the local city councils that developed solutions 

at a time when national government had not yet really understood the problems.  So, in many 

European cases it was these local initiatives taken by civil society that pointed the way forward and 

that were later adopted. 

It is very important that there be national policies on immigration and integration but perhaps the 

national policymakers can look at what is happening in areas like Aichi Prefecture and learn from 

those experiences.  So, I think there is despite the present economic problems there are some very 

positive examples that we can look at for the future.  Thank you very much. 

 

スウィング： 

この素晴らしいパネル討論を終了するにあたって、いささか相互に関連性のない見解を

二つほど述べたいと思います。最も重要だと思われる問題は、世界的に人口と経済が大変

不均衡であるため、今日の移住のほとんどは、ある程度、労働に関連しているということ

です。つまり、基本的には労働移住の時代だということです。これは私たちが 12 月に発表

したばかりの世界移住報告書の結論でもあります。また、カースルズ教授がおっしゃって

いたとおり、私たちはどんな道を歩みつつあり、行き着く先には何が待ち受けているのか

を知っておく必要があると思います。すでに懸念が表明されていましたが、かつてのゲス

トワーカー症候群を再び繰り返すべきではないという見解には、私も全く同感です。これ

については、私がここにくる途中で参加したオーストリアでの会議でも話題になっていま

した。そこでの懸念は、いわゆる循環型移住のプログラムとその試みの中には、実際には

今までと同じような失敗に終わるものがあるのではないかということでした。 

もう一点は、社会統合は、移住に対処するにあたっての最も重要な選択肢の一つですが、

その一方で、ディアスポラの人々に、頭脳流出の問題に取り組んでいる祖国のことも忘れ

ないように働きかける手段を見いだすことも重要であろうということです。なぜなら、午

前中に述べたように、確かに彼らの本国への送金は非常に重要であり、世界銀行の推定に
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よれば、外国援助総額の 3 倍から 4 倍にも相当するであろうとはいえ、これらの送金は個

人的な資金の流れであり、政府がほとんど口を出せないものです。しかし本国送金に加え

て、ディアスポラの人々は、祖国の故郷を完全に忘れてしまうことのないように自らを組

織化し、故郷における何らかの開発に従事することも出来るのです。ありがとうございま

した。 

 

Swing: 

 I only have a couple of fairly disparate thoughts at the conclusion of this very good panel.  The 

overarching issue, it seems to me, is that the global demographic and economic imbalances are 

such that almost all migration today is somehow related to labor; it is basically a labor migration 

period.  This has been the conclusion of the World Migration Report that we have just published in 

December.  And I think as Prof. Castles was saying, one needs to know which road you are going 

down and what lies at the end of it.  And I certainly share the concern that was mentioned earlier 

that we should not simply repeat the old Gastarbeiter syndrome; that came up when I was in Austria 

on the way here at a conference.  The concern there was that some of the so-called circular 

migration programs and experiments might just in fact repeat the same sort of failed experiment. 

The other point is that while integration is one of the most important alternatives one has in dealing 

with migration, it would be important also to find a way to encourage these folks in diasporas, not 

to forget their original home, which addresses then the question of so-called brain drain.  Because 

although these remittances, as I mentioned this morning, are very, very important; the World Bank 

estimates show that it could be as many as 3 to 4 times the totality of foreign aid, these remittances 

are private financial flows over which governments have very little to say.  But in addition, 

Diasporas can organize itself to make sure that the hometowns back home are not totally forgotten 

and engage in some development also.  Thank you. 

 

井口： 

 本日は、このディスカッションに加えていただいて、非常に光栄に存じております。数

点だけ申し上げて、最後の私のお話とさせていただきたいと思います。 

 まず、循環移民のことです。これは皆さまがお聞きになって何か抽象的でよく分からな

いと思うかもしれません。私どもはどちらかというと、外国人が日本でしっかり技能を積
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んだり、あるいは資格を取ったりしていろいろな条件を満たした場合に、本国に帰ってそ

の資格を生かせて、さらに来ようと思えばまた日本にも来られる、そういうある種の、ま

さに先ほどカースルズ先生がおっしゃっていたように、一定の条件さえ満たせれば域内を

自由に移動できる、そういうニュアンスを考えているのです。 

 ただ、これは日系人についても考えていただきたいのです。日系人というのは、今でも

ある意味では行ったり来たりできるのです。けれども、行ったり来たりしながらキャリア

アップしていかないのです。そういうところでどうやったらいいかという問題があります。

これは、EPA（経済連携協定）についてもそうなのです。ああいう方々がせっかく日本で

資格を取っても、－ベトナムの場合は今、認知してもらっていますが－、日本の資格は帰

ってから認知してもらえません。これでは循環移民にならないのです。 

 いろいろな意味で、循環移民の発想で改革が可能になってくるはずです。それは、本人

たちのモチベーションが生かせるのです。将来につながるということが意欲につながると

いうことなのです。決して循環移民というのは難しい提案ではないとお考えいただきたい

と思います。 

 それから、先ほどカースルズ先生も日本はまだある種の受入れの初期段階ではないかと

言われたのですが、私は、そういう面もあるとは思います。しかし、70 年前に朝鮮半島か

らたくさん受入れた経験があって、その後、しっかりしたシステムを作ってこなかったも

のを、ようやく今回の法改正である意味で大きく変えようとしているという面もあるので

す。 

 私は、そういう意味から言いますと、やはり単に初期段階というよりは、これからは手

遅れにならないように、ということであると思います。金融危機の前にもっと改革が進ん

でいたら、日系人の人たちはこんなひどい目に遭わなかったかなと思いますと、努力はし

ているのだけれどもテンポがあまりにも遅いのです。だから、手遅れにならないように次

から次へと改革していくということを、外国人集住都市会議も考えているし、それは行政

の方々も、政府、省庁の方にも考えていただかなければいけないと思います。 

 最後に、留学生の問題につきましては、先ほどの井上さんのお話もそうだったのですけ

れども、最近、実は日本人の海外留学生が減っているということをご存じだと思います。

例えばインド人の人たちがアメリカにたくさんいるのも、同じ学校に集って一緒に勉強し

たという、同窓生という性格もあるのです。特に IT の世界などは特にそういう面があるの

です。日本人の方がもっと海外で勉強し、あるいは海外で働き、その共通の経験を持った、
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例えばアジアの人々と、あるいはラテンアメリカの人々と、そういう方々とまた同じ場所

で一緒に協力するということをイメージしますと、もっと日本人が外へ出ていかなければ

いけないのです。 

 これは何か逆説的に見えるのですが、それは私ども自身がもう少し自分をトレーニング

しなければ、実は外国人の方と一緒に仕事はできないのではないかということなのです。

そこのところを私は学生さんにも随分言っているのですが、何とかそういったものをもう

少し制度的に仕組んでいくことはできないかということも考えていきたいと思います。 

 

近藤： 

 先ほどドイツの経験のことを話しましたが、今日はカースルズ先生や井口先生の話を聞

いて、ますます移民問題というのは日本でも重くなっていると強く感じました。また、そ

のことと関連してあらためて思うのは、やはりドイツの経験に照らしてみますと、ドイツ

はどちらかというと日本によく似た形で、単一民族とまではいかなくても、血統主義的な

国民観の大変強い国であったわけですが、そこで今、一応まがりなりにも移民国という形

で門戸を開くということには大変な苦労がありました。国内での議論を非常に激しくやら

なければいけないということで、正面からこのテーマを論じるという心構えをまずしてお

くことが必要だろうと思います。そのための議論として、日本でも人口の減少問題も非常

に重大なテーマだという認知がされていると思いますので、やはりどこかできちんとした

議論をする場をつくっていく必要があるでしょう。 

 もう一つ関連して思いますのは、国民のコンセンサスをつくっていくに当たって、従来

は、政治の役割が非常に小さかったと思います。これまでの 90 年の入管法の改正、あるい

はその後の研修等の仕組みの手直しも、基本的には役所のペースで進められてきたと思い

ます。やはりどこかの時点で、基本的にこの国をどのように設計していくのかという議論

をしなければいけないわけで、この点については、やはり政治の出番だと思います。 

 そういう点から見て、長い間、この国では自民党の一党優位という仕組みと官僚支配と

いう二つの柱がありましたが、今、このどちらもが大きな曲がり角に来ているということ

を考えますと、議論をする条件がだいぶ成熟しています。そういう中で、例えば議論をす

るための場として、政府に移民問題あるいは多文化共生を正面のテーマに据えた審議会の

ようなものができたら、本当にきちんとした将来についての合意が形成されるのではない

かという思いを強く持ちます。その点が、また同時にドイツの経験からの一つの教訓でも
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あると考えております。 

 

井上： 

基本的に経団連で議論されている外国人材の受入れというのは、世界という土俵で戦え

る、互いに切磋琢磨できる人材を求めているわけです。これは日本人だけではなく、外国

人も同じです。そのときに、外国人に日本人になれなどということは一切言っていません。

母国の文化や言語など、そういったものは捨てずに、新しい価値を提案できる、外国で生

まれ育ったという経験を生かしながら提案できるような人材を日本の企業は今、求め始め

ているのです。ですから、そういった人々が日本の企業を革新していくような形になって

いくと、本当にうれしいと思っております。その際、じっくりと腰を落ち着けて日本の企

業で働いていただきたいということが一つのポイントだと思います。その先に、われわれ

が早晩つくらなければいけない日本型の移民社会というものがあるのではないかと思って

おります。 

 昨年 10 月に、経団連もそういった中長期的な提言をいたしましたが、これから人口減少

がますます加速する中で、人口が減少してもしっかりと成長できる経済社会をつくる、そ

ういったシステムづくりに、外国人の知恵やノウハウを貸していただけないだろうかとい

う考え方であります。これは世界に示す１つのモデルづくりだと思うのです。アジア各国

も早晩、人口減少に突入します。いわゆる人口ボーナスはあと 20 年だと言われています。

世界は今後、本当に人口減少で苦しむのであります。その中で、人口は減っても十分やっ

ていける付加価値を作り出せるような経済のシステムを日本がいち早く作ることによって、

世界にモデルを示していく、外国人にそれに参加していただけないだろうかというのがわ

れわれの願いです。 

 先ほど休憩時間に浜松の事例が紹介されていたかと思うのですが、介護人材として日系

人の就職が決まったというお話を聞いて、私は大変嬉しく感じました。確かに介護という

のは厳しい現場ですが、まさに高齢者がゆったりと最後の時間を過ごせるようにするとい

う観点から、非常に大切な仕事です。それを日本人が避けてはいけないかもしれませんが、

こういうところに日系人が日本語を一生懸命学んで、トレーニングを受けて入って来られ

るようになった。最初は 5 人だというお話ですが、それは非常に大きな一歩ではないかと

思っています。こういった形のキャリアプランから始めて、日本の社会が多文化社会とし

て成熟していくということを切に期待しています。 
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大石： 

 パネリストの皆さま、本当にどうもありがとうございました。今回のパネル討論では、

ヨーロッパおよび日本における外国人の受入れの現状と課題を分析し、日本が今後取るべ

き方向性を探ってまいりました。パネリストの方々から非常に示唆に富むご報告およびコ

メント等をいただきましたが、その中で幾つか共通した方向性および論点がございました。 

 第 1 点は、外国人の受入れを短期的な景気の調節弁としてとらえるのではなく、社会に

根を下ろした生活者、定住者として受け止めるということ。そして、緊急避難的な政策だ

けではなく、長期的な統合政策を考えていく必要があるという点が幾つかございました。 

 第 2 点は、それに関連して、多文化共生政策の拡充のための制度的な整備を進めていく

必要があるという認識で一致したと思います。外国人の権利と義務の確保といった法的な

問題はもちろんですが、子供たちの教育は非常に大きな問題になっています。セーフティ

ネット、そして就職問題、学校や企業においての社会的な統合も進めていく必要があると

いう共通理解があったと思います。 

 第 3 点は、アジアの地域統合という視野がやはり不可欠であるということでした。井上

本部長からは、既にアジアにおいては事実上の経済統合が起こっているのだというご指摘

がございましたし、井口先生のお話の中では、ブラジルやペルーも含めた統合も考えてい

く必要があるという、そうした長期的なビジョンを形成することの必要性を強調なさって

おられました。そして、こうしたビジョンの形成のためには、私たちがやはりアジア諸国、

あるいはブラジル、ペルーなどの国々の方々との相互理解をより深めていく必要があると

いうことで理解が一致したと思います。 

 これらの点を踏まえまして、これまで見てきました各国の例も参考にしながら、ここに

いる私たちの一人一人が、こうした長期的なビジョンをどう考えていくか、そして、私た

ちそれぞれの立場で何ができるかということを、これからも引き続き考えてまいりたいと

思います。それでは、最後にもう一度パネリストの方々に拍手をお願いいたします。皆さ

ま、どうもありがとうございました。 

 これから約 10 分強の休憩を挟みまして、3 時 15 分より第 2 セッションを始めさせてい

ただきます。これで第 1 セッションを閉会いたします。どうもありがとうございました。 
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第２セッション 

生活者としての外国人の社会統合の実践例と課題 

 

 

山脇： 

 ただ今ご紹介いただきました、明治大学の山脇と申します。これから第 2 部の進行を務

めさせていただきますのでよろしくお願いいたします。第 2 部は大きく二つのパートに分

かれています。まず前半部分は 3 人の方から報告をしていただきます。そして、その後短

い休憩を挟みまして、後半には 5 人の方にご登壇いただきましてパネルディスカッション

を行っていきたいと思います。 

 早速、前半部分の報告者の紹介をしたいと思います。最初にお話をいただくのは、今回

オーストラリアからお招きしましたナダ・ナセルさんです。ナセルさんは、オーストラリ

アのニューサウスウェールズ州の住宅供給省で製品戦略・開発課長をされています。ナセ

ルさんは当初、移民関係の NGO で活動されていましたが、その後 15 年間ほどニューサウ

スウェールズ州政府においてお仕事をされてきました。最近の 4 年間はこちらの住宅供給

省にお勤めになっていらっしゃいます。ご本人自身が 13 歳のときにレバノンからオースト

ラリアへご家族と一緒に移民されていらっしゃると伺っております。 
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報告 

ナダ・ナセル 

豪州ニューサウスウェールズ州住宅供給省製品戦略・開発課長 

 

こんにちは。移民の社会統合に関するニューサウスウェールズ州住宅供給省の経験を、

皆さんと共有するために、今日ここにお招きいただき、ありがとうございます。 

今日の報告は、ニューサウスウェールズ州地域社会調整委員会、国際交流基金、明治大

学、国際移住機関（IOM）との間で確立している対話および意見・情報交換の重要な一環と

なります。2007 年、国際交流基金はニューサウスウェールズ州からとても有意義な代表団

を迎えました。この代表団訪日は、情報・意見の相互交換を促進し、長期的ネットワーク

を構築する上で大きな成功を収めました。また、国際交流基金と地域社会調整委員会は 2007

年にメルボルンで開催された国際メトロポリス会議に山脇啓造明治大学国際日本学部教授

を共同で招聘し、講演していただきました。同基金と同委員会は、現在、来週シドニーで

行われる公開講座で同教授に講演していただくための準備を進めていると承知しておりま

す。 

私としては、多文化主義・文化的多様性・社会統合問題について、この公開対話に貢献

できることを、嬉しく思います。 

今回の報告の中心は、この分野においてニューサウスウェールズ州政府が行っている具

体的な支援策です。我々のアプローチについて手短に概説するとともに、優良事例の典型

と我々が学習した教訓について論じます。また、他の政府機関や地域社会の事例も取り上

げます。 

ニューサウスウェールズ州政府のアプローチが州内の地方自治体で用いられているアプ

ローチと大変似ているということは、注目に値します。ニューサウスウェールズ州地域社

会調整委員会と同州地方自治省によって、「地元における多文化主義の原理原則の実施」と

いうキットが作成されています。日本の地方自治体の連合体である地方自治体国際化協会

では、このキットを日本語に翻訳して日本国内の地方自治体に配布してもよいという許可

を得ていますので、近い将来、日本の皆さんがこのキットを手に入れることができるよう

になると理解しております。 

この報告では、「統合」を以て、同化や文化的融合という理想についてお話するのではあ

りません。私がお話しするのは、文化の混在ということをはるかに超えた「社会的包摂」

ということについてです。つまり、自分が属する地域社会に対して社会的・経済的に貢献

するための平等な機会および能力を持つということについてです。 
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先日、副首相が、社会的包摂に向けてのオーストラリア政府のアプローチを次のように

概説いたしました。 

· 雇用の確保 

· サービス利用の確保 

· 家族、友人、仕事、個人的関心、地域社会を通じて、暮らしにおいて他人との関わりを

持つこと 

· 健康不良、近親者との死別、失業など、個人的な危機的状況に対処すること 

· 自分の意見を聞いてもらうこと 

ニューサウスウェールズ州住宅供給省が進めている取組についてお話する前に、オース

トラリアにおける多様性の状況と多文化主義に対する全般的アプローチについて、少し時

間を割いて説明したいと思います。 

オーストラリアは、世界で最も文化的に多様な人口を有する国の一つです。2006 年現在

では、オーストラリアの人口の約 22％が、海外生まれの人たちでした。 

アボリジニとトレス海峡諸島民によって話されている 60 種類以上の言語に加え、世界中

からオーストラリアに移住してきた移民たちによって話されている言語が 200 種類以上あ

ります。 

2006 年において、310 万人（総人口の 16％）が家庭では英語以外の言語を話しており、

2001 年以降、28 万 5000 人、つまり、10％増加しました。 

2006 年において、英語以外の言語のうち家庭で最も話されている言語を５つ挙げれば、

イタリア語、ギリシャ語、広東語、アラビア語、標準中国語でした。 

オーストラリアへの移民の多様性は、その内容が変化するとともに度合も増しています。 

英国およびニュージーランドからの開拓移民の堅調な流入に加え、オーストラリアは、

様々な時期に世界の様々な地からの移住の波を経験してきました。 

· 1800 年代半ばのゴールドラッシュ期の中国人開拓移民に始まって、 

· 第二次世界大戦後のイタリアおよびギリシャからの移民の流入、 

· 70 年代および 80 年代のベトナム、レバノン、南米からの大量の難民や人道的配慮によ

る入国者、 

· 90 年代初め以降の中国人移民の第二波へと変遷し、また、 

· アフリカ大陸および中東地域からの難民や人道的配慮による入国者も増加し、 

· 現在、永住者の出生国のうち数の多いものを 10 カ国挙げると、英国、ニュージーラン

ド、インド、中国、南アフリカ、フィリピン、マレーシア、韓国、スリランカ、タイと

なっています。 

オーストラリアには約 4 万人の日系人がいるということには、皆さんも興味を抱かれる
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かもしれません。オーストラリアの居住者のうち約 3 万人は日本生まれであり、約 2 万 4,000

人が日本語を話します。 

このような多様性を認識し、うまく対応していくためのオーストラリアの政策上のアプ

ローチも変化しています。 

第一に、オーストラリアのアボリジニやトレス海峡諸島民については、多文化政策の一

部として取り込もうと試みられたことが時々ありましたが、白人入植者の歴史やオースト

ラリアで先住民が被ってきた重大な不利にかんがみ、現在及び最近の政府の政策では、多

文化主義はこれらの人々に対する適当な政策対応ではないと一般的に受け取られていると

いうことに、留意することが重要です。 

1960 年代半ばまで、オーストラリア政府は同化政策を採用していました。この政策では、

移民に対し、自己の文化や言語を脱ぎ捨て、白人オーストラリア人と見分けがつかないよ

うになることが奨励されました。 

その後、政府は、アプローチを統合政策に変更しました。この政策では、「少数民族の文

化が主流文化に完全に迎合することは期待されませんでしたが、その時点で進行しつつあ

った文化的多様性も勧奨されませんでした」。 

1970 年代後半、オーストラリア政府は、多文化主義を政策として採用しました。初めて

オーストラリア政府は、様々の文化的集団は自分たちの文化的アイデンティティを表現し、

享楽し、実践することを勧奨されるべきであると認識しました。積極的に移民を地域社会

に統合し、移民の社会・経済参加を促進するためには、定住関連サービスが必要であるこ

とも認識しました。 

この政策は、新しい、あるいは、形成されつつある移民社会の統合を促進することを目

的とした数多くのイニシアチブにより支えられていました。こうしたイニシアチブの多く

は、今なお、我が国の移民統合戦略の要となっています。たとえば、次のようなことが含

まれていました。 

· 移民が集住している地域におけるマイグラント・リソース・センター（新しい移民への

定着支援を行う民間団体）の設置 

· 英語教育プログラム 

· 多言語による特別放送サービスの整備 

· 民族団体が当該民族社会を支援するのを助けるため、地域社会助成金を交付。 

これらのプログラムを維持する一方、80 年代後半までには、我が国の多文化政策の焦点

は、各個人のアイデンティティの尊重を促進すること、社会的結束を確保すること、社会

的公正を強化することに移行しました。この政策では、「生産的多様性」の概念も推奨され

ました。「生産的多様性」の概念においては、我が国の住民の言語的・文化的多様性は、益々
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グローバル化する経済における我が国の競争力に寄与するものとして見られていました。 

90 年代後半、我が国の政策的アプローチは再び変化しました。今回は、各種の民族的・

文化的・宗教的背景を持つオーストラリア人に対して「我が国や、我が国の民主制度・法

令に対する忠誠を示すべく、広い意味でのオーストラリア社会に全面的に参加すること」

が奨励されました。 

このように「相互的市民義務」に新しく焦点があてられた一環として、政府は市民権テ

ストを導入し、そのテストにはオーストラリア国民の「責任と権利」についての設問が盛

り込まれました。このテストに合格することは、国籍付与の前提条件です。このテストに

ついては、かなりの批判がありました。主に差別的であり威圧的であるという批判でした。

最近、連邦政府はこのテストを見直し、こうした批判には十分な理由があることが分かり

ましたので、このテストを改訂することにしました。 

先日、連邦政府は、今後数カ月をかけて「社会的結束と人種差別抑止」を重要な優先課

題として強調しながら多文化政策を策定すると発表しました。 

こうした多文化主義に向けた全国的アプローチにより基調が設定され、中央政府、州政

府、地方自治体という 3 レベルがそれぞれ責任を有する政策、プログラム、サービスの指

針が示されます。 

連邦政府と大半の州・準州政府では、人種差別を禁止する法令が制定されています。ま

た、ニューサウスウェールズ州とビクトリア州では、法令により多文化主義を尊重する姿

勢が明文化されています。 

ニューサウスウェールズ州では、多文化主義および移民の統合戦略の枠組みを定める州議

会制定法が２つあります。 

· 1 番目は、差別禁止法（1977 年）で、人種、肌の色、国籍、血統、民族あるいは民族宗

教を 理由とした差別を禁じています。これには、雇用およびサービス提供における差

別禁止も含まれます。 

· 2 番目に重要な州法は、地域社会調整委員会および多文化主義の原則に関する 2000 年法

（ニューサウスウェールズ州）であり、「多様性が強みや資産として受け止められ、ま

た、各人がオーストラリアへの忠誠を共有している結束し調和のとれた多文化社会」を

奨励しています。 

同法の下、多文化主義の原理原則がニューサウスウェールズ州の全政府機関を導く原則

となり、同州のあらゆる個人は次の権利を有します。 

· 州の活動に全面的に貢献・参加する権利 

· （英語が共通言語となっている法令および憲法の枠内で）他人の文化、言語、宗教を尊

重する権利 
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· 政府のサービスを受ける権利 

· ニューサウスウェールズ州における言語的・文化的資産を認知・増進する権利 

公的機関では、「民族的事項における優先課題に関する政策宣言」（EAPS）を通じ、これ

らの原則を行動に移しています。公的機関は、EAPS に関する計画と達成状況について議会

に報告しなければなりません。ニューサウスウェールズ州地域社会調整委員会が、州内の

EAPS プログラムを監督するとともに、EAPS プログラムを効果的に実施できるよう州政府

機関を指導・支援しています。 

ニューサウスウェールズ州住宅供給省は、こうした政府機関の一つであり、公共住宅、

地域住宅、先住民向け住宅の供給を通じて 25 万人以上に対して長期的な住宅供給を行って

います。同省は、ホームレスや劣悪な居住環境にあってホームレスになる惧れのある人々

に対して住宅を提供することや、他の機関と協働して利用者が支援サービスをきちんと受

けられるようにすること、および、積極的に地域再活性化や地域開発、地域参加を推進す

ることにより、社会的包摂に寄与しています。 

ニューサウスウェールズ州住宅供給省では、EAPS プログラムには、次のような５つの広

範な目標があります。 

· 事業計画の一環として文化的多様性を取り入れること 

· 多様性の大きい地域社会が当省提供のサービスを確実に受けられるようにすること 

· 職員の多様性を促進し、職員の言語能力を活用すること 

· 当省が協働する団体や地域社会の関与を得ること 

· 当省が助成を行うサービス事業やプログラムに対して、上述の目標を勧奨すること 

当省の EAPS プログラムの主な特徴の一つは、同プログラムを当省の事業計画に組み込ん

で、職員 1 人 1 人の業務としていることです。 

企画立案・監視を行う際のアプローチで最も重要な点は、総合的なデータ収集システム

が整備されていることで、当省のサービス利用者についての次のような事柄の理解に役立

ちます。 

· 出生国 

· 家庭内で話されている主要言語 

· 通訳の要否  

· ビザの種別 

このようなデータは、サービス利用者のプロフィールの理解に役立ち、そのため、利用

者のニーズに一層適切に対応でき、また、住宅供給サービスの利用状況も把握できます。 

企画立案面でのアプローチにおけるもう一つの重要な点は、政府機関や民間団体と連携

しているということです。例えば、ニューサウスウェールズ州住宅供給省は、ニューサウ
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スウェールズ州地域社会調整委員会が議長を務めるニューサウスウェールズ州移民定住企

画委員会を通じて、定住企画に関する政府施策全般にわたって他機関と連携しています。

移民定住企画委員会を通じて、移民の動向をモニターし、問題を処理し、共通課題に対す

る共同対策を策定しています。 

移民・難民社会と協働している非政府組織との連携は、当省の企画立案プロセスに対す

るもう一つの情報供給源です。連携相手となっている主要非政府組織はニューサウスウェ

ールズ州住宅供給省が定期的に開催している多文化フォーラムに参加しており、このフォ

ーラムは、当省に EAPS プログラム、特にニューサウスウェールズ州の移民や難民に影響を

与えている問題について、貴重な助言を与えてくれています。最近、このフォーラムは、

当省の EAPS 計画見直し作業促進ワークショップに参加し、今後 5 年間の同計画の優先課題

について助言を与えてくれました。 

諮問フォーラムは、ニューサウスウェールズ州の他の政府機関でも幅広く用いられてい

る方策です。例えば、 ニューサウスウェールズ州警察庁長官は、政府機関、非政府組織、

および、学界からの個人資格の委員で構成される諮問会議を招集しています。 

こうした諮問フォーラムにとっての課題の一つは、非常に多様性豊かな社会を反映する

形で委員を選任することです。警察庁の場合、公式団体を介して各文化集団が代表される

ようにするのではなく、多様性について広範な専門知識を有する個人の参加を得ることで、

この点に対処しています。 

団体経由であろうと個人を介してであろうと、当省が収集したデータその他の証拠同様

に連携相手の声は、統合に対する主な障壁を指摘してくれ、また、多様性の大きい地域社

会が当省のサービスを利用できるようにするための優先課題に辿り着く手助けとなります。 

障壁の中で最も重要なものは、言語です。英語力がないと、サービスや仕事、教育機会、

そして主流社会への参加が限定的になってしまうかもしれません。貧弱な英語力は、社会

的疎外を示す主要指標の一つであると認定されています。 

子どもと成人の双方に対する英語教育は重要です。英語学習中の人々や、高齢者や識字

能力に問題のある人々のように英語学習をしないであろう人たちに対して英語通訳・翻訳

サービスを提供することも重要です。 

ニューサウスウェールズ州住宅供給省では、英語での意思疎通が難しい人々に対して通

訳を提供することを公約しています。次のようなサービスを受けられます。 

· 「電話通訳サービス」を介した電話 

· 特別な面談のために必要な場合には、通訳を事前手配した上で面談 

· 特定言語のニーズが高い場所では、定期的に登録される通訳を現場派遣 

· 特定の場所では、認定を受けた 2 カ国語を使える職員を活用  
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昨年は、電話通訳サービスあるいは面談時通訳のいずれかによる相談件数は約 3 万 5000

件でした。 

また、ニューサウスウェールズ州住宅供給省の主要な取扱製品及びサービスに関する情

報については、地域社会で使用されている数多くの言語に翻訳しています。その大半は、

ニューサウスウェールズ州住宅供給省のウェブサイトで公表されています。 

利用者との意思疎通のために用いるもう一つの方策は、地域社会言語手当制度（CLAS）

を通じたものです。これは、ニューサウスウェールズ州政府によるイニシアチブで、同州

公共部門の勤務者のうち、英語以外の言語について基礎レベルの能力があり、その言語を

利用者を支援するために使用できる場所で仕事をしている者を選んで、手当を支給すると

いうものです。 

2008 年には、地域社会で使われている約 29 種類の言語能力を有するおよそ 96 人の職員

が、英語の能力が限られている利用者との意思疎通を支援しました。 

当省職員の言語能力を活用するだけでなく、当省の研修プログラムでは多様な利用者を

支援するための職員能力の構築を目指しています。当省の研修プログラムは、入門レベル、

利用者サービスレベル、管理レベルがあり、文化的に多様な利用者に効果的に対応するた

めの文化横断的認識と能力を向上させるモジュールが盛り込まれています。 

当省の主力サービスの利用向上のために用いている主な方策は、総合的企画立案、意思

疎通手法、職員研修によるものですが、地域社会の特殊事情に十分に対応できないことも

時々あります。 

例えば、住宅供給サービスは一般的には永住者だけが利用できますが、当省の民間家賃

助成制度の中には、一時的保護ビザ保持者の特殊事情に対応するため、特別に利用資格が

拡大されているものもあります。今日、こうした利用者は、民間市場で住宅を得られるよ

うに、保証付き支援を得ることができ、場合によっては家賃の支援も得られます。 

当省が助成を行っている非政府部門の連携相手の対応能力も重要です。なぜなら、今日、

非政府部門を通じて提供される住宅供給サービスの件数が、益々増加しているからです。 

こうした連携相手の中で最も重要なのは、地域社会における住宅供給事業者であり、こ

れらの事業者は、民間市場では自分たちの住宅ニーズを満たすことができない人々に対し、

補助金付き住宅の供給も行っています。 

実績型登録制度の下、地域社会の住宅供給事業者は、主要業務成果に関する達成度を実

証しなければなりません。これには、利用者に対する公平な対応や、ニーズに対する即応

性に関する成果が含まれます。これらは両者とも移民の統合にとって重要です。 

地域社会の住宅供給団体から提供される住宅支援のうち、約 3 分の１が、文化的、言語

的に多様な背景を有する人々に提供されています。 
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文化的・言語的多様性への対応は、ニューサウスウェールズ州住宅供給省が助成してい

る他の連携相手とのサービス保証契約にも取りいれられています。例えば、最近、ニュー

サウスウェールズ州住宅供給省は、借家人との連絡サービスを提供するために、オースト

ラリア赤十字社と契約しました。このサービスは、社会的に孤立した高齢者に毎日連絡を

とり彼らの健康状態を確認することによって、彼らを支援するというものです。このサー

ビス保証契約では、サービスが文化的・言語的に多様な背景を有する高齢の人々にとって

適切であることを確保するために、特任の開発担当者の雇用を義務付けています。この契

約には、通訳を使用する義務や、サービス関連情報を地域社会の主要言語に翻訳する義務

も盛り込まれています。  

「借家人との連絡」は、社会的包摂を促進し健全な地域社会を構築するためにニューサ

ウスウェールズ州住宅供給省が用いている広範な方策やプログラムのうちの小さな一例で

す。そうした方策やプログラムには、必要な場所や時点で利用できるサービスの範囲など、

自分が属する地域社会に効力を有する意思決定に借家人が参加できるようにすることや、

借家人にとってよりよい社会環境や雇用機会を創設することが含まれます。 

地域開発および借家人参加プログラムを通じて、ニューサウスウェールズ州住宅供給省

では、地域社会の結束を高め、地域社会の調和と多様性を促進する一連の地域社会プロジ

ェクトを助成しています。 

こうしたプロジェクトの一つは、「ミントを語り継ぐ：地域社会の暮らしと記憶」

（‘Remembering Minto: Life and Memories of a Community’）です。このプロジェクトは、情

報文化交流会（ICE）という文化振興系 NGO によって実施されています。これは、歴史を

口述するプロジェクトで、ミントと呼ばれるシドニー西部の住宅地に住む人々の話を記録

しました。こうした話をまとめた冊子により、多様性豊かな地域社会に住むことの長所に

対する理解が促進されます。この冊子には、経験、文化、歴史の多様性のすばらしさが示

されています。それぞれの話を共有するために人々を集めるプロセスやこの冊子そのもの

が、地域社会の重要性を助長し、人々を結びつけることに役立っています。 

ダーシカさんの話があります。23 歳の若い女性で、1989 年にスリランカから移住してき

たことやミントのヒンドゥー寺院設立に際して果たした積極的な役割について語っていま

す。 

また、ヴェルナ・ベーカーさんの話もあります。アボリジニの女性で、地域社会に包摂

されるようになったことについて話し、最も幸せな記憶は子どもの成長を見守ることであ

ると述べています。 

また、リアスさんという青年の話では、自分のことを「トンガとサモアのハーフ」と表

現し、「破綻していた幼年時代」と、「ほとんど路上で育った」ことについて語っています。 
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もう一つの地域社会への参加を促す手法は、「地域緑化プログラム」です。このプログラ

ムは、複数の地元居住地区が協働して自分たちの地域の公園に植樹するというものです。

これは、多様性と地域社会の調和を推進するためのすばらしい方法となっています。たと

えば、シドニー南西部の住宅地域であるリバーウッドでは、英国やアイルランド、ベトナ

ム、レバノン、中国など世界各国出身のオーストラリア人が自分たちの地域の公園に集ま

って、ずらりと並んだ多種多様なハーブや野菜を栽培しています。そこは、人々がお互い

のことを学び、お互いにそれぞれから学ぶ場所です。これは、多様性と地域社会統合の実

践です。 

以上は、地域社会への参加を促す巧みで広範な方策ですが、地域社会における社会的疎

外の度合いによっては、より焦点を絞った集中的取組が必要になることもあります。 

ニューサウスウェールズ州においては、日本の一部地域の場合と同様に、不利な状況は

一部の地区に集中しがちです。ニューサウスウェールズ州住宅供給省には、多数の住宅地

を対象とした「より健全な地域社会の構築」と呼ばれる施策があり、政府系・非政府系の

連携相手と一緒になって、地域社会の再活性化や根強い差別への対応を積極的に図ってい

ます。この方策は、特定の移民社会を対象としたものではなく、むしろ、企画立案、地域

社会参加および対応の一部として、地域社会の多様性を盛り込んでいます。この「場所」

を基礎としたアプローチは、効果的です。なぜなら、このアプローチは、地域社会全体を

取り込んでおり、地域社会の特定の一部分を「問題」として取り出していないからです。 

そうは言っても、「民族別」アプローチが妥当とされる場合もあります。私は、ニューサ

ウスウェールズ州住宅供給省に勤務する前、州知事室に勤務していましたが、そこで担当

したプロジェクトの一つが、「アラビア語社会との青少年連携」でした。この施策は、アラ

ブ系の「一部」青少年層の学校、職場、家族、そして法令からの離脱に対する大きな懸念

から生まれました。この問題は、警察、学校、こうした若者たちがうろついていた地元実

業界、そして自分の子どもをどのように指導・支援すればよいのか途方にくれていた家族

にとって大きな心配事となってきていました。 

この連携では開始当初から、地域社会の指導層が中心的な役割を担っていました。地域

社会の指導層は、州知事室の最高責任者が座長を務め、全関係機関（地域社会調整委員会、

教育訓練省、地域社会サービス省、ニューサウスウェールズ州厚生省、スポーツ・レクリ

エーション省、警察当局）の高官も参加するハイレベル連携委員会に参加していました。 

問題を精査していくにつれ、連携者たちは、各種要因が相互に関係しているためにこの

問題は複雑であり、政府、民間、地域社会全体の責任であるということで見解が一致しま

した。また、連携はある１つの地域社会に焦点を絞っているとはいえ、当該地域社会自体

が、宗教が異なり定住経験も大きく異なる 20 カ国以上の国々からの人々で構成されていて、
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非常に多様性に富んでいるということでも見解が一致しました。 

約 500 万豪ドルが 5 ヵ年計画に割り当てられ、その計画には次のものが含まれていまし

た。 

· 楽しく健康的で安全な（概して安全です）余暇の過ごし方として、スポーツ・レクリエ

ーションへの青少年の参加を向上させる。 

· 宿題の支援や指導教育活動を通じて、就学を支援する。重点は、軌道を外れる可能性の

ある生徒を本来の軌道に戻し、学校での活動への興味を維持し続けるようにすることで

あった。 

· 親の教育・支援プログラムを通じて、子育て能力を向上させる。 

· 危機的状態にあったり家内対立状態にある家族に対し、集中的な家族支援を提供する。 

· 青少年が集まる場所を重点的に扱う地元地域や警察の見回り部隊が、青少年と接触し、

危険性のある者を抽出して、支援サービスに委ねる。 

この連携のもう一つの重要なところは、ハイレベル連携委員会をはじめとするあらゆる

側面の意思決定に、青少年が参加したことです。指導・助言プログラムは、青少年が積極

的かつ全面的に意思決定過程に参加するよう支援し促すのに役立ちました。 

これは、特に複雑かつ多元的な問題の解決をめぐって、地域社会の関与を得るための、

非常に集中的な方法の一つです。地域社会の参加についてのもう一つの成功例は、地域社

会との橋渡しをするために政府機関に雇用された地域社会連絡員を通じたものです。この

例の一つは、ニューサウスウェールズ州警察の主要地元管轄区に雇用された民族社会連絡

担当官（ECLO）です。民族社会連絡担当官は、地元警察官とともに活動し、地元警察官が

地域社会で新たに発生してくる問題点とニーズを理解するのを助けます。また、法令や警

備についての意識向上を図るため、地元社会団体とも協働しています。 

ニューサウスウェールズ州教育訓練省にも似たようなプログラムがあり、二カ国語対応

可能な地域社会情報担当官を採用し、学校、両親、教育関係者と協働して情報提供や意識

向上、参加の促進を図っています。 

以上の他にも皆さんに紹介できる事例は数多くありますが、ここで強調したいのは、す

べてに適した万能型なるものはないということです。各地域社会はそれぞれ事情が異なっ

ており、また、各団体には独自の構造やサービス提供の動機があり、こうしたことが、各

団体による統合戦略に影響を及ぼしています。 

今回の報告では、移民の統合に対するアプローチを明らかにするとともに、全般的に、

多様性の取扱いと受容、および、社会的包摂の促進についての成功例に焦点を当ててきま

した。 

全てのオーストラリア国民が多様性を受容し、オーストラリアの全ての社会で人種的に
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調和して生活できていると皆さんに申し上げたいところですが、そうではありません。オ

ーストラリアの多文化主義に課題がない訳ではありません。人種差別撤廃担当長官は、多

文化主義に対する心理的動揺が増大しており、それが時として多文化主義に対する敵意と

なることについて懸念を表明しています。 

我が国の移住の歴史全体を通じて、様々な社会に、差別や人種的不寛容の矛先が向けら

れてきました。こうしたことは、通常、世界情勢や景気循環によってその度合を増します。 

差別禁止法や、多文化政策、そして、本日お話した EAPS 施策は、すべて、差別の撤廃、

地域社会の調和促進、社会的包摂の構築において役割を担っています。 

地域社会も、様々な人種は調和して共生できるということを示したり、多文化主義のプ

ラスイメージの普及を図る上で、積極的な役割を担うことができます。例えば、海岸の郊

外地域であるクロナラでの騒乱について、皆さんも耳にしたことがあるかもしれません。

そこでは、暑い日に度を超して酒を飲んだ若者たちが人種差別的スローガンを掲げて街頭

に繰り出し、彼らには真の「オーストラリア人」とは考えられないとの理由で傍らを行く

通行人に嫌がらせをしたり、場合によっては襲ったりしました。この事件のあと、シドニ

ー西部のイスラム社会の指導者たちがクロナラ水難救助クラブと協力して、イスラム教徒

の若者を対象として研修を行い、水難救助隊員として海岸パトロールを手伝うことができ

るようにするという共同プロジェクトを実施しました。このプロジェクトは、最も広く認

知された「オージー」（オーストラリア人）のシンボルである水難救助隊員と、オーストラ

リア人のイメージとして最も想像しにくい「体全体がベールに包まれたイスラム女性」と

の団結を象徴していました。両者は、オーストラリア人として進んで一緒に活動をしてい

ます。このプロジェクトは、メディアでも広く取り上げられ、民族社会の中にはオースト

ラリアの主流文化と共存できないものもあるという認識を少しながら変化させるのに役立

ちました。 

以上をまとめると、オーストラリアは多文化主義の経験から、どのような教訓を学んで

きたのでしょうか。 

· 第一に、強力な法的・政策的枠組を設けると、方向性が示されるとともに、判断材料も

定められることとなり、そのことから、政府や地域社会が差別に対処しサービスの利用

や公正を促進できるようになる。 

· 多様性を認識し多様性に対応するような企画立案およびサービス提供に向けた総合的

取組を行うと、地域社会の非排外性が促進される。 

· 翻訳や通訳者の活用などの言語サービスにより、サービスや定住支援の平等な利用が促

進される。 

· 社会的包摂と地域社会の調和を推進していく上で、連携相手や地域社会の関与を得るこ
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とは極めて重要である。 

最後に、我が国の多文化・EAPS プログラムは、長い歴史を持っていますが、進化し続け

ています。なぜなら、地域社会が変化していくとともに、我々も過去の経験から学習して

いくからです。山脇啓造教授が「多文化共生」と呼んでいるプロセス、すなわち多文化社

会の構築のプロセスが継続しているのです。 
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Nada Nasser 

Manager of Product 

Strategy and Development, 

 Housing NSW, Australia 

 

Good afternoon and thank you for inviting me here today to share with you our experience in 

Housing NSW Australia in migrant integration.   

This is an important part of the dialogue and exchange of ideas and information that is well 

established between the NSW Community Relations Commission and the Japan Foundation, Meiji 

University and the International Organisation for Migration (IOM). In 2007 the Japan Foundation 

hosted a very fruitful delegation from NSW which was very successful in promoting mutual 

exchange of information and ideas and the building of long term networks.  The Japan Foundation 

and the Community Relations Commission have also jointly sponsored Professor YAMAWAKI 

Keizo (professor at the School of Global Japanese Studies at Meiji University, Tokyo) to speak at the 

Metropolis Conference in Melbourne in 2007 and I understand that they are currently arranging for 

him to present a public lecture in Sydney next week. 

It is my pleasure to contribute to this exiting open dialogue on the issue of multiculturalism, cultural 

diversity and integration.  

The focus of this presentation is on the specific contribution that Housing NSW makes in this area.  I 

will briefly outline our approach and discuss some models of good practice and lessons we’ve 

learned.  I will also draw on example from other agencies and communities.  

It’s worth noting that the NSW Government approach is very similar to the approach being applied in 

local government in NSW. The NSW Community Relations Commission and the NSW Department 

of Local Government have produced the kit: Implementing the Principles of Multiculturalism 

Locally. I understand that this will be available to you in the near future as CLAIR, your local 

government association, has been given permission to translate it into Japanese and distribute the kit 

to local government authorities in Japan. 

In this paper by ‘integration’ I am not taking about assimilation or a cultural melting pot ideal. I am 

taking about ‘social inclusion’ which is about much more than a mixing of cultures.  It’s about 
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having equal opportunity and the capacity to contribute socially and economically to ones 

community.  

Our Deputy Prime Minister recently outlined the Australian Government approach to social 

inclusion as: 

· securing a job; 

· accessing services; 

· connecting with others in life through family, friends, work, personal interests and local 

community; 

· dealing with personal crises, such as ill health, bereavement or the loss of a job, and  

· being heard.  

Before I talk about the work we’re doing in Housing NSW, I’d like to spend a few minutes providing 

a context to diversity in Australia and our general approach to multiculturalism. 

Australia has one of the most culturally diverse populations in the world.  As at 2006, about 22% of 

Australia’s population was born overseas. 

In addition to more than 60 different languages spoken by Aboriginal and Torres Strait Islander 

Australians, there are over 200 languages spoken by migrants who have settled in Australia from all 

over the world.  

In 2006 3.1 million people (16% of the population) spoke a language other than English at home, an 

increase of 285,000 people or 10% since 2001. 

In 2006 the five most commonly spoken languages at home other than English were Italian, Greek, 

Cantonese, Arabic and Mandarin. 

The diversity of migrants to Australia is both changing and growing. 

In addition to a steady stream of settlers from the United Kingdom and New Zealand, Australia has 

seen waves of migration from different parts of the world at different times: 

· From Chinese settlers during the gold rush period in the mid 1800’s;  

· to an influx of Italian and Greek migrants after the 2nd world war; 

· to large numbers of refugees and humanitarian entrants from Vietnam, Lebanon and South 

America in the 70’s and 80’s; 

· to a second major wave of Chinese immigrants since the early 90’s as well as  
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· increasing numbers of refugees and humanitarian entrants from the African continent and the 

Middle East; and  

· currently, the top 10 countries of birth of permanent settlers are: United Kingdom, New Zealand, 

India, China, South Africa, Philippines, Malaysia, Korea, Sri Lanka and Thailand.   

You may be interested to know that there are about 40,000 people of Japanese ancestry in Australia. 

About 30,000 residents in Australia are born in Japan and about 24,000 speak Japanese. 

Our policy approach to recognising and managing this diversity is also changing. 

Firstly, it is important to note that while at times there were attempts to include Australia’s Aboriginal 

and Torres Strait Islander population as part of multicultural policy, current and recent Government 

policies have generally accepted that multiculturalism is not an appropriate policy response given 

the history of white settlement and significant disadvantage suffered by indigenous people in 

Australia.   

Until the mid 1960’s, the Australian Government adopted a policy of assimilation, which 

encouraged migrants to shed their cultures and language and to become indistinguishable from the 

Anglo-Australian population.  . 

From then the Government changed it’s approach to a policy of integration, which ‘did not expect 

minority cultures to give way totally to the dominant culture but nor did it encourage ongoing 

cultural diversity’.  

In the late 1970’s the Australia Government adopted multiculturalism as its policy.  For the first 

time, the Australian Government recognised that diverse cultural groups should be encouraged to 

express, enjoy and celebrate their cultural identity.  It also recognised that settlement services are 

needed to actively integrate migrants into the community and to promote their social and economic 

participation 

This policy was supported by a number of initiatives which aimed to facilitate integration of new and 

emerging communities. Most of these are still an important cornerstone of our migrant integration 

strategies. For example they included: 

· establishing Migrant Resource Centers in areas of high migrant settlement; 

· English language teaching programs; 

· establishing a multilingual Special Broadcasting Service; and 

· providing community grants to help ethnic organisations to support their communities. 
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While retaining these programs, by the late 80’s the focus of our multicultural policy shifted to 

promoting respect for individual identity, ensuring social cohesion and enhancing social justice. 

This policy also promoted the concept of ‘productive diversity’ which saw the language and 

cultural diversity of our population as contributing to our competitiveness in an increasingly global 

economy. 

In the late 90’s our policy approach shifted again.  This time encouraging Australians of ethnic, 

cultural or religious backgrounds ‘to participate fully in the wider Australian community to show a 

commitment to our nation, its democratic institutions and its laws’ 

As part of this new focus on ‘mutual civic obligation’, the Government introduced a Citizenship 

Test which included questions on the ‘responsibilities and privileges’ of Australian citizenship. A 

pass in this test is a requirement before citizenship can be granted.  There was considerable 

criticism of the test, mainly that it is discriminatory, and intimidating.  The Commonwealth 

Government has recently reviewed the test and found these criticisms to be warranted and as a 

result has committed to reforming it.   

More recently, the Commonwealth Government announced that it will develop a multicultural 

policy over the next few months and highlighting ‘social cohesion and stemming racism’ as critical 

priorities. 

This National approach to multiculturalism sets the tone and guides policies, programs and services 

that all our three levels of Government are responsible for.  

Both Commonwealth and most State and Territory Governments have laws that prohibit racial 

discrimination. In addition NSW and Victoria, enshrine their commitment to multiculturalism in law.  

In NSW, there are two Acts of Parliament that provide the framework for multiculturalism and for 

migrant integration strategies:   

· The first is Anti Discrimination Act (1977), which prohibits discrimination on the grounds of 

race, colour, nationality, descent, ethnic or ethno-religious background.  This includes in 

prohibiting discrimination in employment and in service delivery. 

· The second important State Act is the Community Relations Commission and Principles of 

Multiculturalism Act (NSW) 2000, which promotes a ‘cohesive and harmonious multicultural 

society in which diversity is regarded as strength and an asset and where individuals share a 

commitment to Australia’.   
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Under this Act, all NSW government agencies are guided by the Principles of Multiculturalism, 

where all individuals in NSW have a right to: 

· fully contribute and participate in the life of the state;  

· respect the culture, language and religion of others (within a legal and constitutional 

framework where English is the common language);  

· have access to government services; and  

· have the linguistic and cultural assets in NSW recognised and promoted. 

Public sector agencies convert these principles into action through their Ethnic Affairs Priorities 

Statement (EAPS).  These agencies are required to report to Parliament on their EAPS plan and 

achievements. The NSW Community Relations Commission oversees the EAPS program in NSW 

and guides and supports NSW Government agencies to effectively implement their EAPS programs. 

Housing NSW is one of these agencies, providing long term accommodation to more than 250,000 

people through public, community and Aboriginal housing.  Housing NSW contributes to social 

inclusion by providing housing to people who are homeless or are in poor housing and are at risk of 

becoming homeless; by working with other agencies to help our clients secure support services and 

through active community regeneration, development and participation. 

In Housing NSW, The EAPS program has five broad objectives which are: 

· to integrate cultural diversity as part of our business planning; 

· to ensure that the services we deliver are accessible to a diverse community; 

· to promote the diversity of our staff and to utilise their language skills; 

· to engage the organisations and communities we work with; and 

· to promote these objectives to the services and programs we fund. 

A key feature of our EAPS program is that it is integrated into our business planning so that it is 

everybody’s business.  

The most important part of our approach to planning and monitoring is our comprehensive data 

collection system which helps us to understand our clients’:  

· country of birth; 
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· main language spoken at home;  

· if they need to use an interpreter; and  

· their visa category. 

This data helps us to understand the profile of our clients so we can better respond to their needs and 

monitor their access to housing services. 

Another important part of our approach to planning is engaging with our Government and 

non-government partners.  For example, through the NSW Government Immigration and Settlement 

Planning Committee which is chaired by the NSW Community Relations Commission, Housing 

NSW works with other agencies through a whole of Government approach to settlement planning. 

Through this Committee, we monitor immigration trends, manage issues and develop joint responses 

to common challenges.   

Engaging non-government organisations who work with migrant and refugee communities is another 

source of input into our planning process. Key non-Government partners take part in a regular 

Housing NSW Multicultural Forum which provides Housing NSW with valuable advice on its EAPS 

program and particularly on issues affecting migrants and refugees in NSW.  Recently this Forum 

has participated in facilitated workshops to help Housing NSW review its EAPS plan and provide 

advice on its priorities for the next 5 years.  

Consultative forums are a common strategy of other NSW Government agencies also.  For example, 

the NSW Police Force Commissioner convenes a consultative council made up of individuals from 

government, non-government and academic organisations.  

One of the challenges of such consultative forums is achieving representation of a very diverse 

community. The Police Force address this by engaging individuals with broad ranging diversity 

expertise, rather than attempting to have every cultural group represented through formal 

organisations.   

Whether through organisations or individuals, the voices of our partners as well as the data we collect 

and other evidence point us to the key barriers to integration and help guide our priorities for making 

our services accessible to a diverse community.  

The most significant of these barriers is language.  A lack of English language proficiency can limits 
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access to services, to jobs, to education opportunities and to participation in mainstream community 

life. Poor English language is identified as one of the key indicators of social exclusion.   

English language teaching for both children and adults are key. So too is the provision of interpreting 

and translation services to those who are still learning English or not likely to learn English, for 

example, the elderly and people with literacy problems.  

Housing NSW has a commitment to providing an interpreter to clients who have difficulties 

communicating in English. This can be:   

· by phone through the Telephone Interpreter Service; 

· face to face by pre-booking an interpreter if required for a special interview; 

· through an on-site interpreter booked on a regular basis in some locations where there is a high 

demand for a particular language; and 

· using accredited bi-lingual staff at certain locations.   

Last year we provided almost 35,000 client contact sessions either through the Telephone Interpreter 

Service or with the assistance of a face to face interpreter.  

We also translate information about key Housing NSW products and services in a number of 

community languages.  Most of these are published on the Housing NSW Website.  

Another strategy we use to communicate with our clients is through the Community Language 

Allowance Scheme (CLAS).  This is a NSW Government initiative where an allowance is paid to 

selected NSW public sector employees who have a basic level of competency in a language other 

than English and who work in locations where their language can be used to assist clients.  

In 2008 about 96 staff members with proficiency in approximately 29 different community languages 

assisted in communicating with clients who have limited English proficiency. 

As well as utilising the language skills of some of our staff, our training programs aim to build our 

staff’s capabilities for assisting diverse clients.  The Housing NSW training programs at the 

orientation, customer service and management levels include modules that improve cross-cultural 

awareness and competence for working effectively with culturally diverse clients. 

While the main strategies we use to improve access to our mainstream services is through integrated 

planning, communication strategies and staff training, these are sometimes not enough to respond to 

the special needs of some communities. 
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For example, while housing services are generally only available to permanent residents, the 

eligibility of some of our private rent assistance products has been extended specifically to respond to 

the special circumstances Temporary Protection Visa holders.  These clients can now get assistance 

with bond and in some cases rent to allow them to access housing in the private market. 

The capacity of the non-government partners that we fund is also important as a growing number of 

Housing services is now being delivered through the non-government sector.  

The most significant of these partners are community housing providers, who also provide subsidised 

housing to people who are not able to meet their housing need in the private market.   

Under a Performance Based Registration System community housing providers are required to 

demonstrate achievements under key performance outcomes. These include outcomes related to fair 

treatment of clients and responsiveness to need. Both of these are key to migrant integration.  

Approximately one third of the housing assistance delivered by community housing organisations is 

provided to clients from culturally and linguistically diverse backgrounds.  

Responding to cultural and language diversity is also integrated into service level agreements for 

other partnerships that Housing NSW funds. For example, Housing NSW recently contracted the 

Australian Red Cross to deliver the Tenant Connect service which helps socially isolated older people, 

by contacting them on a daily basis to ascertain their well being. The service level agreement includes 

a requirement the employment of a special development officer to ensure that the service is 

appropriate for older people from culturally and linguistically diverse backgrounds. The agreement 

also includes a requirement to use interpreters and to translate service information in key community 

languages.  

Tenant Connect is a small example of a wide range of strategies and programs that Housing NSW 

uses to promote social inclusion and build strong communities.  These includes enabling tenants to 

participate in decision making that effects their community, such as the range of services available 

where and when they are needed, and creating better social environments and employment 

opportunities for tenants. 

Through community development and tenant participation programs, Housing NSW funds a range of 

community projects that help connect communities and promote community harmony and diversity. 

One of these projects is the ‘Remembering Minto: Life and Memories of a Community’ a project 

conducted by a cultural development NGO called Information and Cultural Exchange (ICE). This 
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was an oral history project that documented the stories of people living in a housing area in western 

Sydney called Minto.  The book of these stories promotes the positive aspects of living in a diverse 

community.  It shows the wonderful diversity of experience, culture and history.  The process of 

bringing people together to share their stories and the book itself promote the value of community 

and help connect people. 

There is the story of Dharshika, a 23 year old young woman who tells of migrating from Sri Lanka in 

1989 and of the active role she has played in establishing the Minto Hindu temple.  

There is also Verna Baker’s story, an Aboriginal woman who talks about getting involved in the 

community and describes her happiest memories are seeing children grow. 

And the story of Leasu, a young man who describes himself as ‘half Tongan, half Samoan’ and talks 

about his ‘broken up childhood’ and being ‘pretty much brought up by the streets’. 

Another community engagement strategy is the Community Greening Program, where local 

housing communities work together to plant their own community garden.  This has been a great 

way of promoting diversity and community harmony.  For example in Riverwood, a housing area 

in South West Sydney, Australians from England, Ireland, Vietnam, Lebanon, China and other parts 

of the world gather in their community garden to grow a diverse array of herbs and vegetables.  

It’s a place where they learn about each other and from each other.  This is diversity and 

community integration in action. 

These are good broad community engagement strategies, but sometimes the level of social 

exclusion in some communities warrants a more focused and intensive effort. 

In NSW, as is the case in some parts of Japan, disadvantage tends to be concentrated in some 

locations.  Housing NSW has a strategy called Building Stronger Communities which targets a 

number of social housing areas and works actively with government and non-government partners 

to regenerate the community and address entrenched disadvantage. This Strategy doesn’t target 

particular migrant communities, but rather includes the diversity of the community as part of the 

planning, the community engagement and the responses. This ‘place’ based approach is effective 

because it includes the whole community and doesn’t single out a particular segment of the 

community as being the ‘the problem’.   

Having said that, there are times when an ‘ethno-specific’ approach is warranted. Before joining 

Housing NSW I worked in the Premier’s Department where one of the projects I managed was the 
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Youth Partnership with Arabic Speaking Communities.  This partnership emerged out of major 

concerns about the disengagement of ‘some’ young people of Arabic backgrounds from schools, 

from work, from their families and from the law.  This was becoming a major concern for Police, 

schools, local businesses where these young people were hanging out, and for their families who 

were at a loss as to how to guide and support their children. 

From the beginning of this partnership, the community leadership took centre stage.  They formed 

part of a high level partnership committee chaired by the Department’s CEO and included senior 

officials from all relevant agencies (Community Relations Commission, Department of Education 

and Training, Department of Community Services, NSW Health, Department of Sport and 

Recreation and Police).  

In scoping the problem, the partners agreed that it is complex with interrelated factors and is the 

responsibility of all – Government, non-government sector and the community. They also agreed 

that even though the partnership focused on one community, the community itself was very diverse. 

made up of people from more than 20 countries, having different religious and very different 

settlement experiences.  

About $5 million was allocated to a five year plan which included: 

· improving young people’s participation in sport and recreation as a fun, healthy and safe 

(generally safe!) way to spend their spare time; 

· supporting engagement in school through homework support and mentoring.  The focus was 

on targeting students at risk to help them get back on track and keep them interested in their 

school work; 

· improving parenting skills through parent education and support programs;  

· providing intensive family support for families in crisis and in conflict; 

· community and police street teams who focused on areas where young people congregate to 

connect with them, identify those at risk and refer them to support services.  

The other important part of this partnership was the involvement of young people in all aspects of 

the decision making, including in the high level partnership committee.  Leadership and 

mentoring programs helped to support and assist young people to actively and fully participate in 

the process. 

This is one very intensive way to engage a community particularly around solving complex multi 
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dimensional problems.  Another successful example of engaging communities is through 

community liaison officers employed by Government agencies to help bridge a link with the 

community.  An example of this is the Ethnic Community Liaison Officers (ECLOs) employed in 

key Local Area Commands in the NSW Police Force.  They work with local police officers to help 

them understand and respond to emerging community issues and needs.  They also work with 

community groups to raise their awareness of the law and policing.   

The NSW Department of Education and Training has a similar program employing bi-lingual 

Community Information Officers who work with schools, parents and the education system to 

provide information, raise awareness and promote participation. 

There are many more examples I can draw on, but the key point to make here is one size does not 

fit all.  Every community is different and each agency has its own structures and service delivery 

considerations that impact on its integration strategies. 

In this presentation I’ve highlighted our approach to migrant integration and focused generally on 

our successes in managing and embracing diversity and promoting social inclusion.  

I wish I could tell you that all Australians embrace diversity and all Australian communities live in 

racial harmony. Not all do. Australia’s multiculturalism is not without its challenges.  Our Race 

Discrimination Commissioner has expressed concern about an increasing ambivalence and at times, 

antagonism towards multiculturalism.   

Throughout our immigration history, different communities have been on the receiving end of 

discrimination and racial intolerance. This is usually fueled by world events and economic cycles.  

The anti-discrimination laws, multicultural policies and EAPS strategies I talked about today all 

play a role is eliminating discrimination, promoting community harmony and building social 

inclusion.   

Communities can also take a proactive role in showing that different races can live together in 

harmony and to promote a positive image of multiculturalism. 

For example, you may have heard about a disturbance in our beachside suburb of Cronulla where a 

group of young people, who had had too much to drink on a hot day, took to the streets with racist 

slogans harassing and in some cases assaulting passers by they did not consider to be true 

‘ Australians’.  After this incident, a group of Muslim community leaders in the western part of 

Sydney teamed up with the Cronulla Surf Life Saving club in a joint project to train Muslim young 
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people to become surf life savers and to help patrol the beach. This project represented the bringing 

together of the most accepted of Aussie icons, the surf life saver, with the least expected image of 

an ‘Aussie’, a fully covered Muslim woman.  The two volunteering side by side as Australians.  

The project received much media coverage helping in a small way to shift perception that some 

communities are not compatible with Australian mainstream culture.  

To sum up, what lessons have we learned from our multiculturalism experience? 

· Firstly, a strong legislative and policy framework provides direction and sets the 

parameters from which government and the community can respond to discrimination and 

promote access and equity.   

· An integrated approach to planning and service delivery which recognises diversity and 

responds to it promotes inclusive communities.  

· Language services such as translations and the use of interpreters improve equal access to 

services and settlement support.  

· Engaging partners and communities is critical to promoting social inclusion and community 

harmony.  

Finally, even with its long history, our multicultural and EAPS programs continue to evolve as our 

communities change and as we learn from our past experience.  The process of what Professor 

YAMAWAKI Keizo calls “Tabunka Kyosei” or multicultural community building, continues. 
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山脇: 

 ナセルさん、どうもありがとうございました。今回、オーストラリアの取組みをお話し

していただくにあたって、その背景を含めてお話ししていただきたく、いろいろ事前にリ

クエストしておりましたので、大変長いペーパーを用意していただきました。それを短い

時間でお話ししていただきましたので、申し訳なかったと思っております。 

 一つ補足をしたいと思いますが、ナセルさんがお働きになっているニューサウスウェー

ルズ州には、先ほどお話がありましたけれども、二つ大事な法律があって、一つは差別を

禁止する法律、もう一つが多文化主義政策を推進する法律です。オーストラリアでは、連

邦政府は多文化主義の法律は持っておらず、ニューサウスウェールズ州とお隣のビクトリ

ア州の二つの州が多文化主義の法律を制定していると伺っています。 

 それから、もう 1 点皆さんにお話ししたいのですが、プログラムの中に質問用紙が入っ

ているかと思います。ただ今のナセルさんのお話、あるいは、この後、あとお二人の方に

ご登場いただきますけれども、そのお二人に関する質問がございましたら、そちらの方に

記入をしていただきまして、休み時間にスタッフが回収しますので、そちらにご提出いた

だければと思います。 

 それでは、続けて 2 番目の登壇者の方をご紹介したいと思います。愛知県の地域振興部

国際監の中神さんをご紹介いたします。中神国際監は、2006 年度から愛知県の多文化共生

施策を担当されていると伺っております。 
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報告 

中神 優 

愛知県地域振興部 国際監 

 

 昨年からの景気後退に伴いまして、在住外国人、とりわけ外国人労働者を取り巻く環境

は大きく変化しております。日本語能力が十分でないことが、雇用を継続する上で、ある

いは新しい仕事を探す上で大変大きな障害になるということが、あらためて浮き彫りにな

っております。愛知県内市町村の国際交流協会などで開催されている日本語教室への参加

状況等を見ますと、雇用環境が悪化するにつれて、日系ブラジル人を中心として参加者が

急増しているということがうかがえます。景気が良かったころとは様変わりの状況です。 

 言うまでもなく、社会生活の基本はコミュニケーションです。外国人労働者が外国人で

あるが故に不利益を被ることがないようにするには、日本語習得の必要性についての自覚

と日本語を学ぶための環境整備の両方が必要です。これは言うまでもありません。今回の

経済危機が日本語能力の重要性を図らずもクローズアップしましたが、学習環境の整備は

まだまだ始まったばかりです。既にこれまで繰り返し指摘されておりますように、日本語

の習得をはじめとして、日本に在住する外国人をめぐる問題の根底には、法律や制度など、

定住のためのいわゆる環境整備が立ち遅れているという現実があります。少子高齢化が進

むわが国では、多文化共生は、わが国の国際競争力を高めるためにも、またこの地域が今

後さらに発展を続けるためにも必要不可欠であると思われます。昨年 7 月に発表されまし

た日銀名古屋支店のレポートは、急速に拡大した東海地方の経済を外国人労働者が下支え

したことを指摘しております。わずか半年前のレポートです。 

 さて、景気の後退とともにさまざまな課題が表れてくる中で、とりわけ未来を担う若い

世代の日本語教育をどのように進めていくのか。多くの学校現場、そして自治体が試行錯

誤を続けております。愛知県では外国人が社会の一員として自立して生活していくために

必要なコミュニケーション支援、とりわけ子供の日本語学習支援に力を入れております。

ご存じのように、既に公立小中学校では日本語を教えるために特別に配置されております

教員による日本語学級、いわゆる取り出し教室で日本語の教育に取り組んでおり、成果を

上げております。さらには、就学前の児童に対して、初歩的な日本語指導や公立学校の生

活になじんでもらうための適応指導などを行うプレスクール事業、また、公立学校で学ぶ

子供たちの日本語や教科の内容について学習を支援するアフタースクール事業をモデル授
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業として実施してきました。こうした地道な取組みが着実に成果を上げているわけですが、

その一方で外国人の保護者の中には、学校の授業とは別にわが子を日本語教室に通わせた

いとする人がかなりの数に上ることも事実です。 

 ここで、愛知県が昨年度実施した調査をご紹介いたします。この調査では、公立の小中

学校と外国人学校のどちらかで学んでいる外国人児童・生徒の保護者のほぼ全員を対象に

アンケートを実施しました。このアンケートの中で、「例えば、あなたの住む家の近くに無

料または授業料の安い日本語教室があったとしたら、あなたは自分の子供さんを通わせた

いと思いますか」という質問をしたところ、保護者全体の 60％以上が「通わせたい」と回

答しております。この回答をさらに外国人学校に子供を通わせている保護者だけに限って

申しますと、実に 80％以上の方が「通わせたい」と回答しています。恐らく日本語を習得

することの必要性・重要性を十分に認識してみえるからではないでしょうか。 

 本来ならば、児童・生徒のみならず親の世代も含めて、日本に在住している外国人の日

本語教育は、何らかの基本法を作ってしっかりと対策を講じるべきではないかと考えます

が、こうした課題に総合的に対応するための全国レベルの組織、あるいは制度が整ってい

ない現状、午前中の井上先生の言葉をお借りしますと、制度的インフラの整備が不十分な

現状では、それぞれの自治体が対応せざるを得ない状況です。 

 こうしたことから、昨年 10 月に、私ども愛知県と愛知県国際交流協会は、おそらく全国

で初めての取組みとして、外国人の子供の日本語学習を地域を挙げて支援する日本語学習

支援基金事業を開始いたしました。この基金が取り扱う事業は二つあります。一つは、公

立の学校で学ぶ子供たちが通常の授業とは別に地域の日本語教室で日本語を学ぶことがで

きるよう、地域のボランティアが運営する日本語教室を支援いたします。二つ目は、日本

語教育をカリキュラムに取り入れる外国人学校に対して、日本語教師を直接派遣いたしま

す。また、日本語の教材も同時に配布いたします。この事業を通じまして、より多くの外

国人児童・生徒に日本語を学ぶ機会を提供していきたいと考えております。 

 この基金事業は、実は 5 年間という期間限定で、必要な資金を地元の経済界、民間団体、

そして県民の皆さまに応援していただくことで、例えて言いますと日本語学習の補習授業

を行おうとするものです。初年度に当たります本年度は、25 の日本語教室と六つの外国人

学校が基金を活用しております。現在、来年度事業の対象となります日本語教室、外国人

学校を募集しておりますが、着実に拡大することが見込まれております。 

 もとより全国の日本語教師の半数以上は実はボランティアであるという、ボランティア
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頼みの現状も改善する必要があると思います。しかし、教室の確保もままならず、資料の

コピー代すらボランティアが自腹を切るようなことでは、今後の着実な発展は期待できま

せん。少なくとも最小限の必要経費につきましては基金から支援することで、現状を少し

でも改善できるのではないかと考えております。 

 この基金にご協力いただくために、昨年 8 月から愛知県と愛知県国際交流協会とでチー

ムを組み、愛知県内に本社のある企業を既に 350 社ほどご訪問いたしました。目標は 3 月

いっぱいに 450 社で、まだ 100 社ほど残っておりますが、私も個人的に 200 社以上ご訪問

いたしました。運悪くとしか申しようがありませんが、景気の落ち込みがこの時期に重な

ってしまいましたので、大変苦戦しております。しかし、毎日県内を行脚いたしまして、

企業訪問に努めております。歩きながら考えますことは、多文化行政とは本当に歩くこと

だなということを実感いたします。 

 さて、この基金につきましては、説明をすれば多くの方々が理解を示してくださいます。

また、厳しい経営環境にあるにもかかわらず、徐々にではありますが、協力してくださる

企業も増えております。しかしながら、訪問先の中には、外国人労働者を直接雇用してい

ない企業も少なからず含まれております。こうしたことから、どうして外国人を雇用して

いない企業に協力を求めるのかといった声もしばしば聞こえてまいります。また、時に議

論になります。これにつきまして、労働力確保という側面からこの問題をとらえて、雇用

している企業が率先して問題解決に当たるべきではないかという受益者負担の考え方もあ

りますが、私たちはむしろこの問題を地域の課題としてとらえていただきたいと考えてお

ります。 

 在住外国人の定住化・永住化が進む現在、既に在住外国人は重要な地域の構成員であり、

彼らが直面する問題は、同時に地域の問題でもあります。地域の課題としてとらえていた

だくことで、雇用している・していないにかかわらず、地域社会の重要なプレーヤーであ

る地元企業にぜひ一肌脱いでいただくことを期待しております。 

 この基金事業は、国の制度が整備されるまでの、あくまでも緊急避難措置として考えて

おります。先ほど申し上げましたように、事業期間も 20 年度（今年度）から 24 年度まで

の 5 年間に限定しております。なお、在住外国人が直面する問題は同時に地域の課題であ

るとする考え方は、私どもだけではなく、経団連さんが実は一昨年の 3 月に出されました

提言の中でも明らかにしておられるところです。 

 日々企業訪問を続けておりますと、訪問先では実にさまざまなご意見をいただきます。
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もとより議論をさせていただきますが、基本的には反論はいたしません。あくまでも納得

していただくよう努力しております。ただし、全国的に前例がない事業ということもあり、

ご理解いただき、ご納得いただき、そしてご協力いただくには、恐らくかなりの時間を要

するのではないかと考えております。景気の後退も追い打ちをかけております。総じて大

変な逆風の中にあるわけですが、私どももじっくりと腰を据えてこの事業の推進に取り組

む覚悟でおります。 

 さて、もう一つ、経済界と行政との連携・協力の事例をご紹介します。お手元の資料の

79 ページ、英語では 84 ページをご覧ください。日本語学習支援基金の創設に先立ちまし

て、愛知県、岐阜県、三重県及び名古屋市の 3 県 1 市では、地元経済団体のご協力をいた

だきまして、外国人労働者の適正雇用と日本社会への適応を促進するための憲章を昨年 1

月に取りまとめ、公表いたしました。お読みいただきますと分かりますように、これは企

業憲章です。行政がお声掛けをし、地元の経済界にご協力いただいたものです。 

 憲章は極めて簡単な 6 項目からなるものです。憲章の本文は 80 ページ、英語では 85 ペ

ージです。6 項目ございますが、その中のポイントは 6 番目にあります。「本憲章の理念を

尊重し、社内、グループ企業、及び取引先に周知するように努める」。これは、外国人労働

者の雇用実態を見ますと、下請けあるいは孫受けといった相対的に規模の小さな事業所で

数多く雇用されております。外国人労働者にかかわるさまざまな問題については、直接雇

用している企業だけに対応していただくには限界があるため、企業グループとして取り組

んでいただくよう、この憲章を提案したものです。 

 結果的に極めてシンプルな憲章となりましたが、最初の提案から公表にこぎつけるまで

に約 1 年半、この間、関係者による何十回もの議論を重ねております。連携と協力は多文

化共生を語る上でのキーワードですが、その実現には膨大な時間と労力が必要であるとい

うことを、この憲章の公表を通じまして痛感した次第です。基金も憲章も仕組みは誠に簡

単なものです。しかし、背景にある考え方を多くの方々に理解していただき、地域社会に

浸透させることには、これも繰り返しになりますが、大変な時間と労力が必要です。 

 突き詰めて言いますと、在住外国人をめぐる諸問題は、定住化・永住化が進むに伴いま

して必要となる社会的コストを誰がどのように負担するのかといった議論に集約されるの

ではなかろうかと思います。この点につきまして、国内での議論がはなはだしく不足して

いるのではないかと思うのは私だけではないと思います。僭越な言い方になりますが、基

金や憲章を地域社会に浸透させることが、この問題に対する県民の皆さんの理解と社会的
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コストについての認識を深めてもらう良いきっかけになるのではなかろうかと、私どもは

期待しているところです。 

 2055 年の日本の総人口が、現在の 1 億 2800 万人弱から 9000 万人にまで割り込む可能性

が極めて高く、15 歳から 64 歳までの生産年齢人口も、現在のほぼ半分の水準になると見

込まれている現在、私どもの取り得る選択肢はかなり限られております。あのとき適切な

対策を取っておけばよかったと後々後悔することのないように、今後も努力してまいりた

いと思います。ご清聴ありがとうございました。 
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山脇： 

 中神国際監、どうもありがとうございました。全国の都道府県の中でも最も積極的に多

文化共生に取り組んでいる県の一つである愛知県の取組み、特に日本語学習の支援基金、

あるいは外国人労働者に関する憲章といった大変ユニークな取組みを含めてご紹介してい

ただきました。 

 続いて、3 番目の報告者をご紹介したいと思います。ロドリゴさんです。ロドリゴさん

は日系 3 世の青年でして、10 歳のときに来日しました。その後、日本の小・中・高校と進

学いたしまして、現在、愛知県立大学の 3 年生だそうです。多文化共生に大変関心が高く

て、ご自分で外国人のための日本語教室を主宰している、あるいは愛知県内外各地で講演

も引き受けて活動している、非常に積極的な若者です。今回のシンポジウムの中では、唯

一、移民のバックグラウンドを持った日本側の参加者になるのではないかと思います。 
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報告 

伊木・ロドリゴ 

愛知県立大学 学生 

 

 私は 1996 年 6 月に来日しました。当時は 10 歳で、小学校 4 年生でした。ほとんどの外

国人がそうなのですが、やはり日本語が全く分からない状態で来日しました。当時はお母

さんのみが少し日本語が分かるという状態だったので、お母さんがずっと通訳をやってく

れました。 

 昨日、お父さんとちょっと話をしていて、「ロドは何でこのシンポジウムに参加するの」

と言われました。「招待していただいたから」と言ったら、お父さんに「いや、ロドは何で

参加するの」と言われました。やはり僕の気持ちとしては、ここにいらっしゃる多くのお

偉い方々、そして観客の皆さまに何かメッセージを伝えて、それをただ聞いて終わるので

はなく、家に帰ってからも何かできることはないかと考えていただけたらいいのかなと思

って、だから僕も引き受けることにしましたし、皆さんも多くのことを学んでいるのです

けれども、やはり何か行動を起こしてほしいという思いがあります。 

 参加者の皆さまと、昨日、豊田市市役所、西保見小学校、ブラジル人学校の EAS（Escola 

Alegria de Saber）を見学に行ってきました。そこのブラジル人学校の子供たちに、「学校は

好きですか」という質問をするように頼まれました。そのとき、小学 4 年生と高校 1 年生

のクラスに入ったのですが、みんな、学校が好きと手を挙げました。 

 せっかく日本人の皆さまがいるので、一つ尋ねてみたいことがあります。子持ちの人も

いるだろうし、子供もいるので、「自分の子供は 100％学校が好き」と自信を持って言える

人は手を挙げてください。はい、ありがとうございます。恐らく子供がいないという人も

たくさんいると思うのですが、やはり 100％自分の子供は学校が好きなのだと言うのは難

しいと思います。 

 ブラジル人の子供たちにとっては、まず、「学べる」ということが一つ大きなことです。

言ってしまうと、日本の子供にとっては、学ぶことが当たり前になっていると思うのです。

学校へ行けるのは当たり前と見なしている。そこがブラジル人と違うところです。例えば

ブラジルにいたらおそらく学校へ行けなかったかもしれないという子供もたくさんいます。

なので、僕が言いたいのは、日本の方々が自分の子供に、「勉強できるということは幸せな

ことなのだ」ということをまず伝えてほしいと思います。 
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 自分の話をしてほしいと頼まれたのですが、私は小学校 4 年生から学校へ入ったのです

が、やはり日本語が分からない状態で、ひらがな、片仮名も書けませんでした。なので、

小学校の 4・5 年ぐらいはずっとひらがな、片仮名ばかり練習して、つまらないと思った授

業はお絵描きばかりしていました。なので、絵が上手です。 

 中学に上がってから、やっと学校の勉強にもついていけるようになり、日本語も話せる

ようになりました。そこでやっと、友達もできて、中学から学校がすごく楽しくなりまし

た。それまでは学校がつまらないとばかり思っていましたし、本当に没頭して楽しくでき

たのはサッカーだけでした。私の中学の生活なのですが、私は 3 年間同じ担任の先生を持

ちました。彼は以前ボリビア人の生徒を受け持ったことがあったので、外国人にどのよう

に接して、どのように指導してあげればいいのかということを、すごく理解していた方で

した。私は、漢字を始めたのも中学からでした。その中学の 3 年間で、小学校 1 年生から

9 年分の漢字を全部やりました。だから、自慢ではないのですが、1 週間で漢字ノート 1

冊を終わらせることもまれではなかったです。 

 中学 3 年生になったときに、その担任の先生が僕に進学のことを意識するようにと、言

ってくれて、「そろそろ勉強を始めないとね」と言ってくれました。「今の学力だとこの高

校までしか行けない。だけどこの 1 年間頑張ればここまで行けるんだぞ」と教えてくれま

した。やはり受験の 1～2 カ月前に「あなたの学力だとここしか行けない」と言われてしま

うと、あきらめてしまう子が出てくるのは当たり前だと思います。やはり 1 年ぐらい余裕

を持ったり、いや、それよりももっと長く 2 年くらい余裕を持たせて、早く意識させて「こ

こから勉強を始めようね」というふうに先生が付いてくれると、そこから子供は頑張れる

のではないかと思います。 

 外国人の親は、日本人の親には言わないこと、例えば学費のことや、入学時に制服のお

金がかかるとか、「学校はこんなふうになっている」、「このような行事があるよ」など、当

たり前のことでも、理解していません。高校はどういうところなのか分かりません。お金

が高いといううわさだけ聞いて、それを信じ込んでしまい、あきらめてしまうパターンが

多いです。本当に細かいところまで全部教えてあげる必要があるように思います。そのた

め、その進路指導をどのようにやるかということに関しても、やはり見直しが必要ではな

いかと思います。 

 私は高校に無事合格できたのですが、高校 1 年生の最後に、鼻血が出ていたので病院に

行きました。皆さんに配られたその冊子にも書いてあるのですが、僕は白血病でした。高
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校 1 年生の最後の 3 月から 10 月まで、7 カ月間入院していました。やはり僕を支えてくれ

たのが家族、そして日本人の友達でした。正直、僕はブラジル人の友達がそんなにいない

というか、高校まで進むブラジル人の子供すらそんなにいないので、かかわりがあまりな

かったのです。 

 昨日、訪問した西保見小学校の先生も言っていたのですが、外国籍の子供は高校まで行

きますけど、卒業するのが難しい。中学校まではサポートがあるが、高校に入ってからは

サポートがないということがあるので、大学へ行くことは、言う必要もないと思うのです

が、やはりまれである。まれであるからこそ、僕はここにいるのではないかと思います。 

 白血病は治り、去年の 10 月で医者に「完治ですよ」と言われました。家族と一緒にラー

メンを食べてきました。 

 僕は思うことが多いのですが、時間が限られているのもあって、「あと 1 分」という時間

表示が挙がっています。 

このようにして僕はいろいろなこともあったのですが、やはり出会い。先生もそうです

し、友達もそうです。やはり友達がいないとブラジル人は頑張れないのです。絶対頑張れ

ないです。仕事のためとか言っていられないのです。会社に行ったときに、幾ら日本語を

勉強していても、一緒に仕事をしている人が仲良くしてくれないと、頑張れないのです。 

 教育する人たちも、僕の日本語教室でも教えている方法なのですが、僕はただ、「ただ」

と言うと響きが悪くなるのですが、です・ます形だけ教えるのではなく、あえて、たまに

普通形を教えてあげることも大事かなと思います。です・ます形だと距離があるように感

じるというのが教育者の中でも話題になるかと思うのですが、やはり普通形を教えてあげ

て、もっと仲良くなれるような表現とかを教えてあげることも大事ではないかなと思いま

す。 

 何で日本語教室をやっているのかと時々聞かれるのですが、僕はただ助けたいなという

のがありますけれども、自分もやっていてすごく楽しいですし、やはり自分にしかできな

いのだなという面もあります。相談に乗ってあげたり、書類を読んで訳してあげたりとか

もやっているので、自分もやっていてすごく楽しいです。 

 本当に時間がなくて残念なのですが、また何かあったら紙に書いて質問してください。

これから自分は何らかの形で外国人の手助けになれたらいいなと思いますし、ここにいら

している皆さまも、今日の講演をすべて聞いて、何か学んで、これから行動して頂けたら

いいなと思います。 
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ありがとうございました。 
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山脇： 

 ロドリゴさん、どうもありがとうございました。Muito obrigado。彼には、本当はもっと

たくさんの時間を使ってお話しいただきたかったのですけれども、きっとこういう機会は

彼にとってまだこれからたくさんいろいろなところであるのではないかと思いますし、な

ければいけないと思います。そして、そうした形で、若いブラジルの子供たちをぜひ励ま

していただきたいと思いました。 

 本当に時間が短かったのでお分かりにならないかもしれませんけれども、彼は非常に熱

心な努力家です。周囲の家族や友人、学校のサポートもあってここまで来たケースであっ

て、もしかしたら今の日本の若い外国人の中ではまれなケースかもしれませんけれども、

彼のような存在が 100 人に 1 人とか 50 人に 1 人ではなくて、10 人に 1 人、あるいは 5 人

に 1 人というように、少しでもそうした若い人たちが続いてもらえるような体制をどうや

って作っていったらいいのかということを、この後のパネルディスカッションで議論して

いきたいと思います。 

 次のディスカッションはステージの準備の完了次第、始めたいと思いますので、できれ

ば皆さんこのままお待ちいただきたいと思います。 

 それでは、ここでいったん第 2 セッションの前半の部を閉じたいと思います。どうもあ

りがとうございました。 
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パネル討論及び質疑応答 

 

山脇： 

 ただ今から第 2 部後半のパネルディスカッションに移りたいと思います。第 2 部後半で

は 5 人のパネリストに参加いただきまして、先ほどの 3 人のお話も踏まえた上で、地域社

会における取組みや、そうした地域における取組みをサポートする国の体制づくり、ある

いは国の支援体制に関する点に関しまして議論を深めていければと思います。それでは順

番に、簡単にお名前とご所属だけ最初にお願いしたいと思います。 

 

ナセル： 

  豪州ニューサウスウェールズ州住宅供給省から参りましたナダ・ナセルと申します。 

 

Nasser: 

  I am Nada Nasser from Housing New South Wales in New South Wales in Australia. 

 

松本： 

 松本一子と申します。愛知淑徳大学の非常勤講師をしております。今日はよろしくお願

いいたします。 

 

土井： 

 名古屋大学の職員で「とよた日本語学習支援システム」のシステム・コーディネーター

をしております、土井佳彦と申します。よろしくお願いいたします。 

 

讀谷山： 

 内閣府の定住外国人施策推進室の参事官をしております讀谷山でございます。本日はど

うぞよろしくお願いいたします。 

 

芝田： 

 文部科学省の国際課長の芝田と申します。よろしくお願いします。 
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山脇： 

 ありがとうございました。この後の進め方ですが、残された時間があと 1 時間 15 分しか

ありません。本来、こういったパネルディスカッションは 2 時間くらいかけて行うといろ

いろな議論ができると思うのですが、時間の制約もありまして、このように進めたいと思

っております。まず、ナセルさんは既にお話しいただきましたので、お隣の松本さんから

順番に 1 人 7 分以内でそれぞれの取組みや問題意識、そして今後の方向性についてご発言

いただきたいと思います。その後にナセルさんから 4 人の報告に関するコメントを頂きた

いと思います。 

 本来はその後、パネリスト間のやりとりができればよかったのですが、時間もありませ

んのでフロアからのご質問を取り上げて、今 10 枚ぐらい来ていますが、できるだけたくさ

んの皆さんの質問を取り上げて、それを適宜パネリストの方にお答えいただき、その後最

後にまとめのご発言をいただいて終了したいと思います。 

 では早速、松本さんからお願いいたします。 

 

松本： 

 私のレジュメは 91 ページと 92 ページにございます。そして、既に愛知県の中神専門官

の方から愛知県についての取組み紹介がありましたが、そちらのレジュメ 77 ページと 78

ページについても子供のことに多くページが割かれております。それだけ愛知県が子供の

ことに一生懸命力を入れてくださっているのだということがお分かりいただけると思いま

す。 

 愛知県は全国一日本語指導が必要な子供たちが多い県ですので、問題も先取りしており

ますが、非常にいろいろな地域で多方面にわたっていろいろな取組みがございます。そう

いった取組みをご紹介しながら、なおかつ、この経済危機を境に、問題が大きくクローズ

アップされてきておりますので、これから先もっともっと多くの外国人の子供たちを受入

れる上において、日本の学校、日本の制度について考えていかなければいけない問題に絞

ってお話を進めていきたいと思います。 

 文部科学省が 1991 年から調査をしておりまして、愛知県の日本語指導が必要な児童生徒

の数が全国で一番多いというのは、2 回目の調査からでした。全国一多いというのがどれ

くらいの数なのか、ちょっと見ていただきたいと思います。真ん中の一番ずば抜けて棒グ

ラフが長いところが愛知県で、薄紫は母語がポルトガル語の子供たち、その次が中国語、
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それからスペイン語、その他ということになっております。2 位の静岡県と比べましても

愛知県はほぼ倍の数、日本語指導が必要な子供たちがいるという現状です。特に愛知県の

中では豊橋市、豊田市、岡崎市、小牧市といったところが中心になるのですが、避けて通

れない、何かやらなければならないといった状況が市全体あるいは学校全体でありまして、

そういったところで特に進んだ取組みがあるということです。 

 具体的な取組みについては、1 番から 8 番まで書きました。特に、素晴らしい取組みが

増えてきたと思われるのは 2 番目の「初期集中日本語教室で適応指導・初期日本語指導」

ということです。これは、在籍学級に行く前に集中的に日本語、あるいは学年レベルの算

数を教えることによって、スムーズに在籍学級に戻れるようにするという取組みです。そ

れから、加配教員といいますが、特別に日本語指導をするような先生たちを愛知県は全国

で一番多く配置しています。一つの学校で日本語指導が必要な子供が 91 人以上いますと 5

名まで配置するというような手厚い施策が平成 18 年から、実施されています。 

 それから、5 番目です。これは国語、算数、社会、理科のような教科と同様に、日本語

教育の専門性を確立しようとする試みです。愛知県の中では豊橋市がまずこの 20 年度から

研究部を設立して、自主研修部と専門研修部というものが立ち上がり、研究集録や教材の

作成ができつつあるところです。 

 7 番目の「放課後学習支援」につきましては、県の後押しや NPO の独自の取組みもあり

まして、いろいろな地域でアフタースクール事業が立ち上がっております。 

 それから、実態調査も必要だということで、不就学調査についても豊田市が 2 度目の調

査を行いました。岡崎市もやっておりますが、そのようなことで地域の実態も浮かび上が

っております。 

 日本の学校での受入れは、今まで申しましたように随分取組みが進んでおりますが、実

は愛知県には他にたくさんのブラジル人学校があります。全国ではブラジル人学校は 88

校、そしてペルー人学校が 3 校ありますので、南米系の学校ということでは全部で 91 校あ

りますが、その中で愛知県の中には 18 校のブラジル人学校があります。外国人学校といい

ますと、長い歴史を持っております朝鮮学校、中華学校、韓国学校、そしてインターナシ

ョナルスクールといったものがありますが、このような学校と比べますと、後発というこ

ともありましていろいろな問題を抱えています。 

 愛知県の特徴から申しますと、先ほどのグラフから見ていただきましても分かりますよ

うに、ほぼ 70％がブラジル人です。滞在の長期化によってブラジル人学校と日本の学校間
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を移動するという現象が起こっておりますが、この経済危機を境に、さらに移動が進み問

題を浮き彫りにしているというところを今日はお話したいと思います。 

 ブラジル人学校から日本の学校へ来た場合には、年齢相当の学年に入れるという原則が

あります。しかし、ブラジル人学校から日本の中学校に編入する場合、高校に進学する場

合、大学に進学する場合、レジュメに書きましたように一つ一つクリアしなければいけな

い問題があるということです。 

 先ほどロドリゴさんの話にもありましたように、大学までたどり着く子供たちというの

は非常に数が少ないのですが、大学にたどり着く前に中学に編入する、高校に進学すると

いうところに大きな壁があって、行きたくても行けないということが、これから変えてい

かなければいけない一番大きな問題だと思います。 

 そこで、特に 3 番目に書きましたように、義務教育でありながら日本の中学校に行って

も在籍日数が少ないため卒業証書がもらえないとか、せっかくブラジル人学校の中学校を

卒業しても、日本の中学校を卒業していなければ日本の高校へは入れないというような問

題があります。再挑戦するための制度がないというところが一番問題だと思いますので、

そこを多くの方々に知っていただき、学校や教育委員会等でも声を上げていただき、文部

科学省の方で制度の見直しというところにつなげていただきたいと思います。 

 具体的には、ブラジル人学校と公立学校間を移動する場合の、高等学校の卒業程度認定

試験や中学校卒業程度認定試験というものがあります。これは中学校の卒業資格や高校の

卒業資格を取らなければその上に進めない、高校入試の試験も受けられないというもので

すが、せめてそのような認定試験の教科が 5 教科から 3 教科に減らされるとか、もう少し

内容を見直すとか、受けやすいような方向性を考えていただければと思います。 

 時間が参りましたので、言葉足らずではありますが、いったんここで発言を終わりにし

たいと思います。どうもありがとうございました。 

 

山脇： 

 ありがとうございました。申し訳ありませんが、この時間が延びると、後半のフロアの

皆さんの質問を受け付ける時間がどんどん削られていきますので、ご協力をよろしくお願

いいたします。続けて土井さん、お願いします。 

 

土井： 
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 昨年度から豊田市が取り組みました「とよた日本語教学習支援システム」のこの 1 年間

の実践報告をさせていただきます。 

 「とよた日本語学習支援システム」というのは、本シンポジウムの冒頭で奥田経団連名

誉会長からもご紹介がありましたように、昨年度トヨタ自動車から豊田市へ寄付金をされ

て、その一部を使って地域の外国人住民の方々への日本語学習の支援をしていこうという

取組みです。それに対して、豊田市はもちろん、委託事業として受けました名古屋大学、

協力団体である地元の豊田市国際交流協会、豊田市工会議所、それからハローワーク豊田

など産官学民が連携を取って進めております。 

 近年、総務省の「多文化共生推進プラン 2006」から始まりまして、いろいろなところで

地域の外国人住民の方々に本語学習の機会を提供していくことの必要性はうたわれており

ますが、では実際に誰がどこでどのようにして取り組むのかという具体的なところまでは

まだ示されておりません。豊田市では、せっかくこの頂いた寄付金とリソースを使ってこ

ちらを具体的に進めていこうというチャレンジを始めたところです。 

 目的は、97 ページ（英語版 101 ページ）に三つ書かれております。大きくまとめて言い

ますと、外国人の日本語学習支援というのは外国人に日本語を覚えてもらうというだけで

はなく、日本人住民の方々にも外国人の方々に通じるような日本語の伝え方、もしくはコ

ミュニケーションの仕方を学んでいく双方向的な学びを生み出すものとして考えておりま

す。 

 具体的な支援内容として三つ掲げております。一つは、豊田市内は市町村合併なども含

めて、とても地域として広いところですので、そうした広い地域の中でできるだけたくさ

んの方々に日本語学習の機会を得ていただきたい。そのためには、例えば所属している企

業の中に教室を作ったり、それから公営住宅が多いのですが、公営住宅の集会所の中で教

室を開いたりして、派遣会社で働いている方々が日本語学習をやりたいけれどもなかなか

できない、時間が合わない、曜日が合わない、場所も遠いということを何とか解決をして

いきたいということで、企業の中、それから地域の中に教室を開いて日本語学習の機会を

持っていただくということを進めております。 

 また、それでもなかなかそういった場所に参加できない方もいらっしゃいますので、ホ

ームページを持ちまして、その中に e ラーニングという、コンピューターを使って日本語

学習を進めていただけるようなものも開発しております。それから、このような教室の中

で日本語能力を広く判定する基準として「とよた日本語能力判定」を新たに開発しており
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ます。これは読み書きも含めるのですが、基本的には口頭で、インタビューテストによっ

て今この人は日本語で何ができるのかを判定するものとなっております。 

 では具体的に、教室の様子を簡単に写真で見ていただこうと思います。これが、昨年 6

月から企業の中で始めました教室です。車の部品を作っている製造業の会社です。その会

社で就業前、それから就業後にこういった会議室をお借りして、日本人従業員、外国人従

業員、それから近隣の地域の皆さまに参加していただいて、机を囲んでおしゃべりをする

ような形で進めております。 

 こちらはまた別の会社です。昨年 11 月から始めた、こちらも同じく車の部品などを作ら

れている会社の方々です。 

 そして、年が明けて 2 月に県営住宅の集会所を使って、こういう取組みが始まりました。 

 こういった形でこれからもどんどん教室を展開していくわけですが、この 1 年間進めて

きた中で一つ成果といいますと、やはり新しい仕組みですので、できるだけたくさんの方々

にこういったプログラムに参加していただくということがあります。それからもちろん、

日本語学習支援と言っておりますので、参加していただいた方には日本語能力を伸ばして

いただくということをもちろん考えております。 

 そして何よりも大事に思っておりますのは、「参加者の声」ということで、コース終了時

に、教室に参加してくださった方々、つまり、学習者の方々、日本語パートナー、いわゆ

るボランティアとしてかかわってくださっている方々に、どうでしたかということで、ア

ンケートを取りました。そうすると、私も意外だったのが、日本語が上手になったかどう

かというよりも、「こういう場所がこの地域にあってよかった」「この会社にあってよかっ

た」「参加できてよかった」という声をたくさん頂いて、これが何よりの評価ではないかな

と感じております。 

 このようなことを今後進めていく上では、まだまだ多くの課題があります。例えば継続

的に予算を取って確実にこの事業を進めていくこと、それから専門的な人材をもう少し増

やしていくこと、日本語コミュニケーション能力が上がった際に、その人に対してどうい

ったプライオリティをつけていくかということ。それから、地域住民の方々に一人でも多

く参加していただいて、日系人や外国人というくくりではなくて、一人の「○○さん」と

名前でお互いが呼び合うような関係性を持っていただくこと。そして、これは豊田市だけ

での取組みではやはり限界がありますので、近隣市町も含めた広域での連携を取って進め

ていきたいと考えております。 
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 最後に、こういった課題を解決に向けていくためには、もちろん私たちはシステムをし

っかりと構築していく、そしてまた構築の過程を情報発信していくことで、ほかの自治体

の皆さまにも共通してやっていけるような仕組みを作るということ。そして、自治体の方

でも多文化共生に関する枠組み、仕組みづくりに取り組んでいただき、また国の方でも自

治体が取り組みやすいようにさらなるバックアップをお願いしたいと思っております。 

 

山脇： 

 ぴったり 7 分で発表していただきました。ありがとうございます。続いて讀谷山さん、

お願いいたします。 

 

讀谷山： 

 内閣府の讀谷山でございます。本日は、私どもの室ができた経緯と、それから 1 月 30

日に取りまとめた対策などの概要をお話しさせていただきたいと思っております。 

 本日の資料ですが、冊子の 110 ページから 1 月 30 日にまとめた対策がございますので、

そこからご覧いただきたいと思います。英語版は分冊になっておりまして、封筒でお配り

されている資料の中に、”Outline of Speech to Symposium on February 28, 2009”というのがあ

りますが、その中に”Outline of Immediate (Short-Term) Support Measures”がございますが、

それを英語版の方はご覧いただきたいと思います。 

 資料で説明する前に、私どもの室ができた経緯をご説明いたしますと、12 月 21 日に麻

生総理大臣から二つの指示が官房長官に下りました。一つは、内閣府の中に定住外国人施

策のための室を設けるということ、もう一つは、速やかに必要な対策をまとめていくこと、

この二つの指示が下りました。大変僭越ながら推測しますに、麻生総理大臣は若いときに

サンパウロにお住まいになったことがあるということもあり、大変熟知されているのかな

と拝察しておりますが、かような中で、年が明けて 1 月 9 日に「定住外国人施策推進室」

ができました。また、担当の取りまとめ大臣が小渕優子大臣ということでご指名がござい

ましたが、ご承知の方もいらっしゃると思いますが、小渕優子大臣のお父上に当たられる

小渕恵三元総理大臣は、やはりお若いときにサンパウロにいらっしゃったことがあり、そ

ういう意味では、現在の内閣は大変定住外国人問題に詳しい、また大変関心を持っている

方々で構成されている内閣ではないかと、私どもにとっては大変ありがたい環境ではない

かと考えているところです。 
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 このような経緯を経まして、早速 1 月 9 日から私どもは当面の対策づくりを考えました

が、既に来年度の予算の作業などもいったん終わっておりましたけれども、その中でさら

にどのような工夫ができるかということを中心に考えてまいりました。また、取りあえず

緊急に手を打たないといけないという場合に、各地方自治体の予算編成スケジュールも念

頭に置く必要があります。そうしますと、遅くても 2 月の頭ぐらいか、場合によっては 1

月中に取りまとめていく必要があるだろうということで、そういう意味ではパーフェクト

な対策、あるいは長期的な対策ということではないにしても、当面でき得る限りのものを

盛り込んだ対策をまずは打ち出していくという観点から、1 月 30 日にまとめたということ

です。 

 その資料が冊子でいきますと 110 ページからになっておりまして、英語のページでは 1

ページの途中から入っています。簡単に概要を申しますと、大きく五つの柱からできてお

ります。一つは教育対策です。それから雇用対策、そして住宅対策、それから帰国支援、

そしてもう一つが情報の提供という五本柱になっております。 

 教育対策につきましては、後ほど文部科学省の芝田課長からもご説明があると思います

ので省略させていただきまして、まず雇用対策です。さまざまな対策をきめ細かく講じて

いるつもりですが、例えば「（1）就職支援」では「ワンストップ相談コーナーの設置」と

いうことで、既に設置が進んできておりますが、2 月現在全国で 31 カ所、ワンストップの

コーナーを設けてきております。 

 それから、「緊急雇用創出事業」というのは総額 1500 億円の規模があります。また、「地

域活性化・生活対策臨時交付金」は総額 6000 億円です。この 1500 億円、6000 億円という

のは定住外国人対策だけということではなくて、広く離職者対策ということになりますが、

この中でも定住外国人施策に使える形になっているということで、またその活用の方法に

ついては後ほど触れさせていただきたいと思います。 

 それから、研修の分野でも充実しております。例えば「平成 21 年度予算事業 就労準備

研修」というのがありますが、これは定住外国人の方専門のメニューで、5000 人を対象に

10 億 8000 万でやっていくというもので、ボリューム的には決して小さいものではないと

言えるのではないかと思っております。それからまた、地方自治体が講じる施策について

も特別交付税での応援も盛り込んでいるところです。 

 次に住宅対策ですが、さまざまなものがあります。例えば「あんしん賃貸支援事業」と

いうのは 1 億 5000 万余りをかけて、情報提供のシステムを作るというもの。それから、滞
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納家賃の債務保証の仕組みというものも活用していくということなどが書かれております。 

 それから、帰国支援というのもございます。これは申し上げるまでもないと思いますが、

本国にお帰りいただくことを促すとか、お勧めするということでは全くありません。ただ、

現にご希望がある方がいらっしゃって、実は幾つかの自治体、県から帰国支援も一つのメ

ニューとして政府で検討してくれないかという要望があったということをかんがみまして、

帰国支援というものも盛り込んでおります。ただ、これは具体的に何かどうするというこ

とではなくて、環境整備といいますか、いわば側面支援として、それぞれの関係機関の方々

で何ができるか、どのようなことができるかということを考えていただけないかというよ

うな趣旨の要請ということになっております。 

 次が国内外における情報提供ということで、私どもも現場の方から、やはり情報がまだ

まだ日系ブラジル人の方々などに届いていないということがあるので、情報を届けるため

のできる限りの対応をしていくということで、ここにさまざま盛り込んでいるところです。 

 なお、今回の対策はあくまでも第一弾にすぎませんので、今後また地方自治体や現場の

声を聞きながら、また次の対策を考えていくということを私どもは考えているところです。 

 時間になりましたので以上で説明を終わります。 

 

山脇： 

 どうもありがとうございました。やはり 7 分でお話しいただきました。ありがとうござ

います。最後に芝田課長からお願いいたします。 

 

芝田： 

 あらためまして文部科学省の国際課長の芝田です。よろしくお願いいたします。レジュ

メの 117 ページをご覧いただきたいと思います。パワーポイントが後に続いておりますが、

時間が短いのでこの 1 枚でご説明をいたします。 

 まず、「ブラジル人等の子どもの数」ということで、文部科学省で調査しているのは「日

本の公立学校に通う者で日本語指導が必要な者」という限定付きなのですが、ポルトガル

語を母語とする日本語指導が必要な子どもの数が約 1 万人とカウントされています。それ

から、これとは別に、ブラジル人学校等に直接調査をしておりまして、先ほど松本先生か

らもご紹介がありましたように、ブラジル人学校88とペルー人学校が合わせて91校あり、

就学年齢の子どもの数はおよそ 7000 人とカウントされています。 
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 次に「文部科学省の支援策」ですが、はっきりした方針についてはまだ私どもの方でも

ワーキング・グループをつくったりして検討中ですが、今の段階のあくまでも個人的な見

解でいうと、一つの柱として間違いのないところは「公立学校に来たい人はしっかり受け

入れていく」ということだと思っています。そのための方策としては、就学前については、

今 7 カ国語で翻訳されている就学ガイドブックを作成して配布するとか、就学促進員とい

う形での相談事業を行う。それから、これも自治体や学校で熱心に取り組んでいただいて

おります日本語指導や、日本の学校に入る前のいろいろな準備、初期指導教室の開設を支

援しています。 

 その次は就学後、実際に学校に入った後ですが、日本語指導等に対応するための教員加

配といいますが、要するに追加的に先生を配置するということで、今、全国で 1000 の加配

措置が行われています。このほかにも退職教員、これは外国人も含めますが、教員の資格

を持っていない人でもできるもので、学習補助を行う「サポート先生」というシステムが

あります。これは 20 年度は 7000 人でしたが、21 年度は 1 万 4000 人に拡大される予定で

す。それから、日本語指導あるいは学校と保護者等の連絡を行う支援員を配置すると、こ

のような手だてで支援をしているところです。 

 また、先ほどありましたように、日本で仕事をするにも日本語が必要だということで、

お子さんと大人の両方を対象にした日本語指導を行うため、地域単位で指定して日本語教

室を開設していただいたり、あるいは日本語ができるブラジル人の方に先生になっていた

だくための研修をしたりしています。これは 20 年度には全国で 24 カ所でしたが、21 年度

には 40 カ所に拡充する予定です。 

 そのほか、「子どもの居場所づくり」がありますが、これは日本人のお子さんの放課後や

休日の居場所づくりというのがもともとのコンセプトだったのですが、ブラジル人などの

お子さんにもこれを活用していただくということで、そういう場所で日本語を指導したり

学習補助を行ったりという形で支援していく。ブラジル人学校に来られなくなったお子さ

んもこういうところまでは出てきていただきたいと思っています。こういうところで日本

語指導を受けて、公立学校に進んだり、あるいは少なくとも勉強をしないという状態では

ないようにしたいと思っています。 

 先ほどの政府全体のプログラムの資料の中にありましたが、ブラジル人学校に行ってい

らっしゃるお子さんの授業料の軽減などを地方自治体にやっていただく場合、あるいは健

康診断や学習指導をやっていただく場合に、特別交付税で財政措置をするというものがあ
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ります。自治体がそういう事業をやった後、実際に必要になった費用を積算して、後から

国が一括して財源を措置する制度で、これをこのたび総務省のご尽力で始めることができ

ました。これは、20 年度、あと残りわずかの期間と、21 年度の期間を合わせて実施されま

す。 

 そういう形でブラジル人学校に現に行っているお子さんの就学支援も始めたところです。

まだまだ十分ではないとわれわれも思っていまして、今後何ができるか、今、文部科学省

でも検討しているところです。今後の課題としては、ブラジル人学校の学年末が 12 月で、

日本の公立学校の学年始めが 4 月なので、その間のお子さんの動向を把握するためこれか

ら努力していかなければと思っています。 

 また、在外の日本人学校もその先生方の給料は日本政府が見ていますし、建物の土地料

なども日本政府が補助しています。あとは企業にお願いして運営してもらっているのです

が、そのようなこともあるのでブラジル政府にも、支援をお願いしているところです。 

 そのほか、日本語指導の充実、それからブラジル人学校もできるだけしっかりと長く経

営していただきたいので、都道府県知事の認可を受けて、準学校法人あるいは各種学校に

なっていただきたいと思っています。都道府県の知事の認可を受けますと、土地や建物も

一定期間は借りなければいけなかったりするのですが、逆に言うとそれだけしっかりと経

営を続けていくという意思が必要なのです。そういう形で安定した学校になっていただき

たいと思っています。 

 

山脇： 

 どうもありがとうございました。最初のお二人は主に地域社会での活動を中心に、多文

化共生社会づくりに向けた課題のご指摘があったかと思いますが、後半のお二人は国の立

場からの話で、どちらかというと当面の経済危機下における緊急対策にアクセントがあり

まして、多少内容がかみ合っていない部分はあったかと思いますが、ここでまずナセルさ

んから、オーストラリアの経験から見たコメントを頂きたいと思います。 

 

ナセル： 

  私も英語学習プログラムについて、オーストラリアの経験を少しお話しするよう依頼さ

れました。私の専門分野ではないのですが、概要をお話できます。本日のシンポジウムと、

昨日の視察というこの 2 日間に考えたことの一つは、日本とオーストラリアの移住と定住
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における経験の歴史はかなり異なっている一方で、それでもなお、各個人の移住経験や移

住が地域社会にもたらす影響、また、地域社会の関心度や地域社会の関与度、および、こ

うした課題に対処するための取組といった人間に関する話には類似点があることに私は感

銘を受けたということでしょう。 

 まさに先ほど、ロドリゴさんが初めて来日されたときの経験を話されるのをお聞きしな

がら、私自身がレバノンからオーストラリアへやってきて、オーストラリアの学校で迎え

た初日のことを考えていました。私は 13 歳ぐらいで、英語はまったく話せず、まだ現在の

ような体系的な英語学習プログラムはいずれもない時代でした。その第一日目に、私が教

室で意思疎通を図る唯一の手段は、その年の在校生で私以外にアラビア語を話せた唯一人

の生徒に頼ることでした。その生徒は、私を学校や教育システムに基本的に慣れさせると

いう役目が与えられていました。 

 唯一の問題は、おそらく、その生徒の方にありました。なぜならそれから数週間にわた

って、私は彼女にぴったりとくっついてまわらなければならなかったからです。しかし同

時にそれは、私はその生徒が取っている授業全てを受けさせられるということも意味しま

した。日本でも同様であるかどうかはわかりませんが、オーストラリアでは教科の一部を

自分で選択することができます。その生徒の選択科目の一つが、ドイツ語でした。そこで、

私は、オーストラリアの学校での初日に、英単語の一つも知らないうちに、ドイツ語の授

業を受けていました。その後、その日の午後はスポーツでしたが、彼女が選んでいたスポ

ーツは、何とクリケットでした。こうして私は、ドイツ語に触れただけでなく、クリケッ

トが何なのか全く知らず、何も分からないままに、クリケットのピッチにも立っていまし

た。ロドリゴさん、貴方のおかげで当時の記憶がよみがえりました。 

 オーストラリアはその後、1970 年代の初めから、第二言語としての英語教育を提供する

という点で大きな進歩を遂げたことを、私は喜ばしく思っています。オーストラリアに到

着した直後から受けられる成人移民用の英語学習プログラムがあり、これは英語がほとん

ど、もしくはまったく出来ない状態でこの国にやってきたすべての永住者が利用できます。

これはオーストラリア到着後 3 ヵ月以内に申請し、12 ヵ月以内に開始しなければならない

プログラムです。移民は、英語に堪能なレベルに到達することが出来るようにおよそ 510

時間の指導を受ける権利があります。 

 この他にも、プログラムがあります。ハイスクール（日本の中学・高校に相当）の生徒

たちも、英語を第二言語(ESL)として学ぶことができます。この語学支援を必要とする生徒
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がいる学校には、教師が一人配属され、基本的には、生徒たちは、支援が必要なくなるま

で英語支援を受けられます。昨日訪問した学校の一つで、日本に生まれながら日本語を話

せない子どもたちがいたことには、興味を覚えました。オーストアリアにも同じような子

どもたちがいます。オーストラリアで英語を話さない家庭に生まれ、学校に行き始めるま

で英語を学習しない子どもたちもいます。オーストラリアの ESL プログラムでは、オース

トラリアに新たに到着した子どもたちだけでなく、オーストラリア生まれの子どもたちや、

場合によってはハイスクール生までも支援しています。ハイスクール低学年になっても、

なお第二言語としての英語を学ぶ授業を必要とする生徒もいます。 

 オーストラリアには、手に職をつけるため、あるいは、さらなる教育を受けるために学

んでいる人々を支援するため、専門学校や高等教育機関でも第二言語としての英語のプロ

グラムがあります。こうした英語学習プログラムは、そうした人々が特定の仕事に必要な

英語力を向上させたり、そうした機関で上手く学習していくのを支援します。 

 また地域社会を基礎としたさまざまなプログラムもあります。マイグラント・リソース・

センターについては、すでにお話ししました。これらのセンターの中には、地域社会を基

礎としたさまざまのプログラムを運営しているものもあります。皆さんが今日のシンポジ

ウムで話されたプログラムや、私たちが昨日と今日説明を受けたプログラムは、オースト

ラリアでボランティア団体が運営しているプログラムと同様のプログラムです。また、オ

ーストラリアには、職場で英語教室を開いている企業もいくつかあります。 

 一言でいうと、本日パネル討論で話を聞き、皆さんが実施しているプログラムのうちの

いくつかについて経験を共有することは、実に励みとなります。松本さんは、全国の先駆

けとなっている愛知県の事例について話されました。松本さんが、地域社会で果たされて

いる役割はとても重要で、他の県の模範となるものです。ブラジル人学校にとっての課題

は、特に子どもたちの日本の学校への転入やブラジル人学校の持続可能性という観点から

見ると、実に難題です。 

 豊田市が職場で行なっている日本語学習支援プログラムもまた、実に励みとなるもので

す。このプログラムからは、どうすれば雇用者は労働者の仕事の向上を支援できるかとい

うことが分かりますが、そればかりでなく、雇用者が労働者に言語能力を身につけさせる

ことにより、労働者が地域社会と関係を持てるように支援すること、それは本当に大切で

す。 

内閣府が、定住外国人の子どもが日本の学校に転入する際に行っている支援策も本当に
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大変重要です。オーストラリアには、多くの編入プログラムがあります。それは小学校か

らそれより上の学校への進学であろうと、家庭から学校への就学であろうと、移行の過程

は子どもたちにとって非常に重要かつストレスの多い時期であると認識しているからです。

ですから、ブラジル人学校から日本の学校に転入する場合も、配慮が必要とされるとても

大切な時期です。そのような子どもたちの転入を支援するために、配慮が行なわれつつあ

ることを喜ばしく思います。 

 また、教育に親を関わらせること、つまり親と子の双方を対象としたプログラムついて

も、実に興味深くうかがいました。昨日訪問した NPO の一つで、両親の役割やどのように

して親子の間で断絶やコミュニケーションの喪失が時々起こりえるのかを巡って、何某か

の議論がありました。この種のプログラム、すなわち、親と子の双方が参加する日本語教

室は、両者間のコミュニケーション・ギャップの橋渡しを支援する上で、大変重要です。 

 最後のコメントになりますが、日本における外国人学校認定制度、つまり、どのように

して外国人学校は認定され登録されるのかについては、あまり触れられませんでした。す

べての学校が所定の標準や一貫したカリキュラムに従って運営されることが重要です。そ

うすることにより、生徒たちはもっと容易にブラジル人学校その他の外国人学校から日本

の普通校に転入できるようになります。これにより、生徒たちが上の学校に進学する可能

性も向上するでしょう。 

 

Nasser: 

  I was asked to also reflect a little bit on our experience with English Language Program, so I will 

briefly talk to you a little bit mentioning that.  Before that, I just wanted to say that I suppose one 

of the reflections that I have made over the last couple of days of both the symposium today and 

some of the tours yesterday is that while Japanese and Australian histories of migration and the 

settlement experience are so different, yet I am struck by the similarities in the human stories of 

both the migration experience of individuals and also the impact that mingation has on 

communities as well as the level of community interest and community involvement and effort in 

terms of addressing some of those issues. 

Even just hearing Rodrigo earlier talk about his experience of when he first arrived in Japan, I was 

sort of thinking about my first day in an Australian school when I arrived in Australia.  I was about 

13 years old and did not speak any English and this was in the days before any of our sort of more 



138 

structured English language programs.  On that first day the only way that I could communicate in 

a classroom was to be linked to another student who was the only other Arabic speaking student in 

that year.  That student was assigned to me to basically sort of familiarize me with the school and 

the education system. 

The only problem was probably a problem for her because I had to then tag along with her for the 

next few weeks.  But also it meant that I was put in all of her classes.  And in Australia, I am not 

sure if it is the same in Japan, but you select different electives and subject choices.  One of the 

subjects that she had selected was German, so I found myself on my first day in an Australian 

school without a word of English in a German class.  And what happened was that that day was 

Tuesday and Tuesday afternoon in Australia is also sports afternoon.  So not only did I have 

experience of German but this other Arabic speaking student also played competition cricket.  I 

found myself in a competition cricket having absolutely no idea what cricket was and no 

understanding of it.  That was sort of you brought back memories for me, Rodrigo. 

Just in terms, so I am pleased that Australia has come a long way since the early 70s in our English 

programs.  We have quite a structured approach to our English in fairly widespread programs, 

firstly from on-arrival we have the adult migrant English program which is available to all 

permanent residents who arrive in Australia.  And it is a program they have to take up within the 

first 3 months and to start the program within the first 12 months.  So, they are entitled to about 

510 hours to allow them to achieve a sort of proficient level of English. 

There are also then other programs.  So secondary school students can do English as a second 

language and that basically is an ESL (English as a Second Language).  A teacher is assigned to 

different schools where those language skills are required, and basically students are offered that 

English language support until they no longer need it.  It is interesting that I know one of the 

schools we visited yesterday, some of the children had been born in Japan but yet still could not 

speak Japanese and that is also a common experience that we have in Australia where children who 

are born in Australia from non-English speaking families do not learn to speak English at home 

until they actually go to school.  Our ESL programs help not only new arrivals but also children 

who are born in Australia and sometimes even well into the high schools years.  There are some 

students who are into the early high schools years and still require English as a Second Language 

tuition. 
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We also have programs of English as a Second Language in the technical and further education 

colleges to help people who are studying to undertake a trade or other further education.  And 

these English language programs help them to develop their language skills that they need for that 

particular trade and to help them cope with those studies. 

There is also a range of other community-based programs.  I mentioned migrant resource centers 

earlier and migrant resource centers run quite a range of community-based programs.  Some of the 

programs that you talked about today and we have heard about today and yesterday are also the 

sorts of programs that are run by volunteering organizations that are operating in Australia.  And 

we do also have some corporations who do run English classes in the workplace.  So that sort of 

programs gives you a bit of an overview about the programs that are operating in Australia. 

I suppose just to sum up, it was really encouraging to hear the panel today and share their 

experience of some of the programs that you are doing.  Ms. Matsumoto talked about Aichi 

Prefecture leading the way and it is a really important role that you are playing in the community in 

providing that lead role for other prefectures.  I guess the challenge with the Brazilians schools, 

particularly in terms of helping their children to transition into Japanese schools or the 

sustainability of those Brazilian schools, is a real challenge. 

The work that the language learning support system for Toyota City’s is doing in the workplace is 

also really encouraging.  It not only shows the roles that employers can play in terms of helping 

the workers do their job better by having the language skills that they need, but it also helps them to 

connect into the community, so that is really valuable. 

The work that the cabinet office is doing in transition is really also critical and we have quite a lot 

of transition programs in Australia, recognizing that the process of transitioning, whether it is from 

primary school to high school or whether it is from home to school or whether it is from 

kindergarten to a different level, is a very important and stressful time for students.  So, for the 

transitioning from Brazilian schools to Japanese schools is also a really important time that does 

need attention, so it is really pleasing to see that that attention is being provided to help those 

children make that transition. 

I was also really interested to hear about the programs looking at involving parents in the teaching, 

both parents and children.  And yesterday one of the NPOs that we visited, there was some 

discussion around the role of parents and how sometimes there could be a disconnection and a loss 
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of communication between children and their parents.  So these sorts of programs, the Japanese 

classes that both involve parents and children are very important in helping bridge that 

communication gap. 

I suppose just one comment in terms of the range of programs that are offered.  I have not really 

heard much about your accreditation system and how these programs are accredited and registered.  

It is important, given the broad range of programs that are operating, that there is some sort of 

accreditation so that the students who are doing programs can get some sort of a certificate or some 

sort of a pool of skills from that, and also the teachers who are undertaking those programs all can  

work to some sort of a common standard of skills that are needed for those programs. 

 

山脇： 

 ありがとうございました。それでは、残り時間 15 分しかありませんので、フロアの皆さ

まから頂いた質問にお答えをしていただきたいと思います。ナセルさんは今お話しいただ

いたばかりなので、ナセルさんへの質問は後に回しまして、まずは芝田課長へのご質問に

なります。 

 「親の失職でブラジル人学校に行けなくなり、公立学校に通わざるを得ない子供に対し、

新学期まで待ってくださいと答える学校があります。特に中 3 の子供は卒業できなければ

将来はないと思いますので、卒業させるべきであるし、そうでなければ 15 歳以上でも中学

3 年生を再チャレンジさせるべきではないでしょうか。あるいは、夜間中学校を設置する

べきではないでしょうか。この点についてどのようにお考えでしょうか」というご質問が

来ています。 

 次は日系ブラジル人の高校生の方からの質問なのですが、「私はブラジル人で、6 歳のと

きに来日しました。小学校のときに日本語教室に通っていました。しかし、私が高校受験

をしようとしたときに成績が足りなくて、受験するのは難しかったです。私は日本語教室

に通っていたので、日本語を覚えることはできましたが、勉強についていくことはとても

難しかったです。今、高校 2 年生ですが、今でも漢字や数学、日本史などで困ることがあ

ります。取り出し授業をやっているといいますが、子供たちは自分の教室で受けるはずだ

った授業はいつ受けるのでしょうか。勉強についていくことはできますか」ということで

す。日本語学習と学力の問題、学力保障の問題に関してですが、これについては松本さん

にできればお答えいただければと思います。 
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 それから、これは讀谷山さんへのご質問で、早稲田大学の留学生の方からですが、「IT

の技術を利用して、外国人の社会統合を支援していくことができるのではないでしょうか。

IT の利用についてはどのようにお考えでしょうか」ということでした。 

 もう一つ「保見団地のような空き住宅があっても家を失ったブラジル人に提供できない

現状をどのように考えたらいいでしょうか。自治を優先した方がいいのでしょうか。ホー

ムレスの人が出てもいいのでしょうか」。これは中神さんから、もう既にフロアに戻られて

いますが、お答えいただければと思います。 

 まず、そこまでお答えいただいた上で、次にナセルさんにお答えいただきたいと思いま

す。 

 

芝田： 

 最初のご質問で「再チャレンジ」という意味が今ひとつ分かりませんでしたが、高等学

校に入るのに年齢がオーバーしてしまったということでしょうか。 

 

山脇： 

 15 歳を超えても中学 3 年生をもう一回やらせてあげてもいいのではないか、ということ

かと思います。 

 

芝田： 

 なるほど。そういった場合高校に入るのに、中学校卒業程度認定試験という制度はあり

まして、これを受ければ高等学校に入る資格を持てるという制度面での保障は一応できて

いるのですが、それ以外の道も開いてほしいということなのだろうと思います。日本の制

度面のいろいろな改善の要望だろうと思いますので、なかなかすぐにはこの場でどうこう

するとはご回答できないのですが、持ち帰ってこういうご要望もあったということで、し

かるべきところにお伝えしておきたいと思います。それから夜間中学などは、実際には市

や町が開設されていて、入っていらっしゃる方も既にいらっしゃるのではないかと思いま

すが、それは私どもも教育委員会などに機会があるときに状況を伺ってみたいと思います。 

 

山脇： 

 ありがとうございました。では、続いて松本さんにお願いしたいと思いますが、松本さ



142 

んも先ほどの報告の中で、再挑戦ができる仕組みということがありましたので、もし今の

点に簡単にコメントがあればお願いします。それから先ほどの、日本語教育と学力保障と

の関係についてお願いします。 

 

松本： 

 私は再挑戦できる仕組みづくりが必要ではないかと申し上げたのですが、事例の 3 番目

のところにも書きましたように、中学 3 年の 1 月とか 2 月になってから日本の中学校に来

て、そして卒業証書が欲しいというのは、あまりにも中学校卒業の証書が軽すぎるのでは

ないかというような学校の先生の判断や、そういう卒業証書を出したときに本当にその子

がその後高校に行きたいといったときの力が付くのだろうかという疑問があって、卒業証

書をどの段階で出すのかというのが、今に始まったことではありませんが、真剣に話し合

われているのです。 

 それは、日本の子供を対象にして今まで考えてきた物差しで測っているのであって、そ

うではない子供たちに対しては、例えば 1 月に来ても 2 月に来ても入れる、そしてその子

供が本当に学ぶ必要があるのであれば、もう 1 年学ぶチャンスを与えるというところまで

制度を柔軟に考える必要があるのではないかと思います。それから、卒業認定試験の内容

についても考え直すことが必要ではないかと思います。 

 それから、先ほどの、日本語の勉強はしたけれどもなかなか授業についていけなかった

というのは、6 歳で来たこの高校生の方のときには、恐らく日常会話ができればこの子は

もう日本語の指導は必要ない、授業についていけないのは本人の能力不足という考えがあ

ったのではないかと思います。平成 18 年から、遅がけですが、文部科学省は日本語指導が

必要な子供の定義に、日常会話ができない子供だけではなくて、年齢相応の学習言語が身

に付いていない子供たちも日本語指導が必要な子供たちとして指導しなくてはいけないと

なりました。また、その教え方も、平仮名・片仮名・漢字だけではなくて学力を身に付け

るためにどういう指導が必要なのか、学び方が必要なのかというところに今、先生方の研

修の中身も変わってきていますので、少しずつ充実した内容になっていくのではないかと

思います。 

 

山脇： 

 ありがとうございました。では、讀谷山さんから IT の活用についてお願いします。 
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讀谷山： 

 多少、ご質問と的外れになるかもしれませんが、仮に IT を活用していろいろな政策や支

援策、あるいは生活情報へのアクセスを容易にしていくという点がまずあるとすれば、こ

れにつきましては本日お配りした資料の 114 ページにも私どもの当面の対策の一つの柱で

情報発信ということがあります。ここでも IT を念頭に置いている部分もかなりございます

し、多言語化ということも考えておりますので、まずベーシックなインフォメーションに

対してアクセスできるという環境をこの機会に整えていく、そして皆さま方のいろいろな

参考にしていただくというのが一つあるかと思います。 

 ただ、ちょっと話がまたずれてしまうかもしれませんが、IT で得られる情報が何語なの

かということを考えたときに、確かにポルトガル語、スペイン語、英語のアクセスも大事

ですが、やはりわが国で生活される場合に、いずれにしても「日本語を習得するぞ、それ

から日本の社会でやっていくぞ。まず日本語だ、やるぞ」というお気持ちがあるかないか

というのが結局、すべての礎というか、すべてのスタートになるということを考えますと、

IT を活用していろいろなインフォメーションを入手するというのは大事なこと、有用なこ

とではありますが、その上で最終的に日本でやっていくためには、やはり「日本語をやっ

ていくぞ」というお気持ちを持っていただくことが一方では重要ではないかと思います。 

 考えてみましたら、私は先ほど口早に政府の対策をご説明しました。あれもすべては「日

本語をやっていくぞ、勉強していくぞ」というお気持ちがあるかどうかが、政策の効果が

出るか出ないかを左右すると思いますので、ちょっと話がずれるかもしれませんが、IT の

利用というのも大事ですが、もっとそれ以前にまず皆様方の気持ちや意欲が、よろずの源

になるのではないかと思います。ちょっとずれたかもしれませんが、コメントさせていた

だきました。 

 

山脇： 

 ありがとうございました。続けて、公営住宅の活用、特に最近の経済危機の中で失業し

たブラジル人のような外国人への提供に関して、中神さん、フロアからお願いいたします。 

 

中神： 

 保見団地の問題は非常に注目を集めておりまして、誠に難しい問題としか言いようがあ

りませんが、私が思いますに、今日は既に何人かの方からご指摘いただいていますように、
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例えば先ほどの問題提起で、自治が優先なのか、ホームレス問題が優先なのかというのが

ありました。どちらもおっしゃっていることは理由がありまして、どちらが正しい、どち

らが優先するという話ではないと思うのです。 

 ただ、私が考えますに、先ほど私の話の中で言わせていただきましたのは、この地域の

外国人が直面して見える問題はまさに地域の問題であるということが、今、自治体の中で

一つの原理原則になっているわけです。例えば、真っ向からそれに対立するような原則が

ぶつかった場合、そうしたものを調整する原理原則、さらにもっと上の原理原則が日本に

あるかといった場合、例えば今日午前中に奥田名誉会長がご指摘になられたように、基本

原則として、日本社会として在留外国人をどのように受入れていくかという理念がない。

要は議論もされていないということですが、具体的には、例えば移民基本法、外国人基本

法というようなもの、あるいはもう少し平たく言いますと、移民政策のようなものがない

というのが一番大きな原因ではないかと思います。 

 それができるまで待っているわけにはいきませんが、一方では基本法に当たるものをき

ちっと作ることも当然求められていると思います。私ども自治体のレベルで言えますこと

は、先ほど申し上げました、外国人の問題は地域の問題です。それに実効性をつけるため

にどうするかというと、個々具体的な問題で解決していって、いろいろ実態を積み上げて

いくしかありません。 

 今、私が理解している限りでは、保見団地でも関係者の方が、ずっと引き続いてこの問

題についてどういう解決がベストかということで調整を続けておられると聞いています。

ですから、このようなことを教育の分野、労働も住宅ももちろんですが、自治体のレベル

で、まず具体的な問題で解決の糸口を積み上げていきながら、一方で当然に基本法がなけ

ればおそらく最終的には解決がつかないと思いますので、そのようなものを強く、私もこ

れは数年間要望しておりますので、そういうものの設定というのでしょうか、基本法の設

置も視野に入れながら並行して進めていきたいと思います。 

 ちょっと迂遠な回答かもしれませんが、今、私どもがお答えできる内容はこのようなと

ころです。 

 

山脇： 

 ありがとうございました。続けて、ナセルさんに三つ質問が来ていますので、お答えい

ただきたいと思います。第 1 の質問はコミュニティに関する質問なのですが、「ニューサウ
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スウェールズ州の多文化主義の実践の中では、移民のコミュニティが主要な役割を果たし

ているが、日本ではこのようなコミュニティを敵視している傾向があります。移民のコミ

ュニティの形成が国民的な統合の妨げになる恐れはないでしょうか」ということです。 

 2 番目は「外国出身の子供たちへの、母語教育、母文化教育に対する政府の施策はどう

なっているでしょうか」。 

 もう一つは、ナセルさんが勤務されている住宅供給省について「政府の取組みの中で、

多文化コミュニティのための住宅の計画や設計、そういった事業はあるでしょうか。」とい

う三つの質問が来ています。 

 

ナセル： 

  最初の質問についてですが、私の報告の中ですでにお話ししたように、確かに、今も、

そしてオーストラリアにおける移住史の中で常に、様々の移民社会が人種差別や嫌がらせ

の標的になって来ましたし、そうした特定の移民社会に対する恐怖感が生み出されてきま

した。オーストラリアの文化や社会と共存できない移民社会もあると主張する人たちもい

ます。 

 例えば、ごく最近では、カースルズ教授がおっしゃったように、特に国際的な事件の結

果として、アラブ系やイスラム教徒の移民社会に対する恐怖感や敵意が存在しています。

私が先にお話しした法律、政策およびプログラムの全てが、地域社会の調和と統合の促進

において重要な役割を果たします。 

 移民社会のリーダーたちにも、隔たりを埋めようとするにあたって果たすべき、実に重

要な役割があります。私の報告の中で、クロナラ・プロジェクトというプログラムの例を

紹介しましたが、これ以外にも一連のプログラムがあります。たとえばシドニーには、異

教徒間のプロジェクトに関わる仕事がたくさんあります。こうしたプロジェクトでは、地

域社会の組織とさまざまの宗教の指導者たちが集まって、対話を試み、対話を推進してい

ます。もし指導者たちがこのような対話が行われつつあり、さまざまの宗教社会が協働し

ていることを示せば、地域社会の他の人々にもそれが可能であるというイメージが広まり

ます。 

 政府もまた、地域社会の調和を進めるプログラムにおいて、非常に重要な役割を果たし

ます。オーストラリアには国のレベルでも、調和のための全国的な枠組みがあります。さ

らにハーモニー・ディという国祭日をはじめとする一連のイニシアチブもあり、ハーモニ
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ー・ディには、あらゆる職場や地元社会で調和に関するイベントを企画することが奨励さ

れています。またニューサウスウェールズ州の地域社会調整委員会も、地域社会の調和で

はとても重要な役割を果たしています。すでに述べたように、ニューサウスウェールズ州

の住宅供給省が地域社会プログラムを通じて資金を提供しているプログラムの中には、芸

術や文化を通して地域社会の統合を図っているものもあります。文化面の展開も、さまざ

まの移民社会間の距離を縮める上で、大変重要な役割を果たします。以上で、一番目の質

問への答となっていれば幸甚です。 

 もう一つの質問は、母語教育に関するものでした。オーストラリアには、主に二つの戦

略があります。その一つは、移民社会の語学学校で、授業は週末に行われることが多く、

政府からの補助金も受けています。このようなプログラムへの参加率は高く、移民社会ご

とに熱の入り方が多少異なります。たとえばギリシャ系社会とイタリア系社会は、子供た

ちが母語を維持するための支援において、実に積極的な役割を果たしています。 

 学校教育の中でも、地域社会で使用されている言語を教えています。ほとんどすべての

学校で、何らかの地域社会の言語の学習プログラムが実施されています。地域社会の言語

学習プログラムは、オーストラリアにある移民社会が母語との関わりを維持するのを支援

するばかりでなく、諸外国とのビジネス関係を強化して、オーストラリアを経済的に助け

ています。たとえば日本語は、最も多くのオーストラリアの学校で教えられている言語の

一つです。学校では、高校レベルまでも、一連の言語が教えられており、生徒たちは一連

の移民社会の言語について高校レベルまで学ぶことができます。 

 最後の質問は、住宅の設計に関する質問で、文化面を考慮した住宅設計が行なわれてい

るかというものでした。もちろん答はイエスです。いろいろな人々の住宅があります。人々

の生活様式や文化によって、居住空間の使い方がだいぶ違ってくるからです。私たちは住

宅に関する文化的な好みについて調査を実施しました。たとえばイスラム社会の場合、女

性が伝統的なヒジャーブを身につけている場合には、その女性は開放的な設計の住居に住

むことは好まず、台所や居間が玄関先から見えないような設計を好みます。そうすればお

客さんが急に立ち寄っても、そのお客さんに見られることなく、ヒジャーブをかぶること

ができるからです。このような実用的な設計問題により、移民社会による違いがもたらさ

れます。住宅供給当局が特定の文化を有する移民社会のために設計をする際の困難な点は、

その社会があちこちに移動し、その特徴が変化することで、そのため、柔軟で他の移民社

会のニーズにも適応できる設計にするという考え方になります。 
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 移民社会のニーズに応えるために、ニューサウスウェールズ州の住宅供給省には、二つ

の重要な戦略があります。その一つが住宅の立地で、支援サービスが受けやすく、家族の

ネットワークからも近いことに配慮します。これは移民社会の統合のために大切な配慮で

す。アフリカ諸国から来た難民の中には、大変大きな家族もあります。そのような人たち

には、大きい家を提供できるように努力し、そうした家族に適合するように大きな家を買

ったり借りたりしなければならない場合もありますし、そうした家族が個人的に家を借り

るのを支援することもあります。 

 

Nasser: 

In terms of the first question, as I said earlier in my presentation that there certainly is and has been 

throughout the history of migration in Australia various communities that are targeted in terms of 

racial discrimination, harassment, and creating an element of fear of that particular community.  

Some have advocated that there are some communities that are not compatible with Australian 

culture and society.  I am sure some of you will know a well-known politician in the 90s Pauline 

Hanson, who was very much anti-Asian migration and advocated that the Asian society and culture 

did not fit within Australian society. 

More recently, there has been an element of fear and hostility towards Arab and Muslim 

communities, particularly as a result of international events, as Prof. Castles talked about earlier.  I 

suppose in terms of the measures that is a part of multicultural reality, and communities, as I said 

earlier, do play a very important part so that different cultures can live together in harmony and 

particularly the community leaders have a really important role to play in trying to bridge that gap. 

I gave an example of one program, the Cronulla project, but there are a range of other examples.  

For example, there have been quite a lot of works around interfaith projects where community 

organizations and leaders from different faiths are getting together to try and promote a dialogue.  

If the leaders can show that that dialogue is happening and those communities are working together, 

then that promotes the image that that is possible for the rest of the community. 

The government also plays a very important role in programs that promote community harmony.  

We have at a national level a national framework for harmony.  We also have a range of initiatives 

including a national day of community harmony where all workplaces and local communities are 

encouraged to have harmony events within their workplaces to promote that harmony.  Also our 
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Community Relations Commission plays a really important role in that.  I mentioned some of the 

programs that we fund in community programs and the arts and culture.  So, the cultural 

development plays a really important role in that as well, the arts and culture do play an important 

role.  So, I hope that has answered that question. 

The other one was in relation to the teaching of mother tongue.  In Australia, we have got two 

main strategies that we do.  One is community language schools, which tend to operate on the 

weekends and they are funded through the government and run by non-governmental organizations 

(NPOs).  And there is really heavy level of participation in those programs.  Some communities 

tend to take that a little bit more seriously than others.  For example, the Greek and Italian 

communities really play an active role in promoting their children maintaining their mother tongue. 

We also have community languages in schools, so almost all schools will have some community 

language programs.  The community language programs,have two broad objectives.  One is to 

help migrant communities in Australia to retain a connection to their mother tongue but also for 

economic reasons.  So, for example, Japanese is one of the most common languages taught in our 

Australian schools because of the economic benefit of that language.  But also the teaching of a 

range of other languages, even up to the level of high school, so students can do high school 

certificate level in a range of community languages. 

The last question was about housing design and if there are any cultural aspects of housing design.  

Yes, of course, there are peoples’ homes, the way they live and their culture very much determines 

how they live around their homes.  We have done some research into cultural preferences around 

housing.  For example, in some communities, say, the Muslim communities, they prefer not to live 

in open plan design.; they prefer, in particular if a woman is covered, to have their kitchen away 

from the front lounging area.  So if you have guests arriving, the woman can go and get dressed 

without having to go through a lounge room.  So, some practical design issues like that.  

Difficulty with designing for particular cultural communities is that communities move around and 

change and so it creates an inflexibility in the design in terms of it being adaptable for other 

communities. 

But there are two important strategies we use in Housing New South Wales.  One is location of 

housing; it is important that when we are designing homes for communities and allocating homes to 

our tenants, we need to take into account that the housing is near their support services and close to 
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family network.  So, that is an important consideration.  The other one is size, the household size.  

We have recently particularly some of the African refugees who have very large family size.  we 

are not able to build homes quickly enough.  So in some cases we have to rent housing from the 

private sector and then rent it out to some of the larger communities.  So that is sort of how we 

respond in terms of design. 

 

山脇： 

 ありがとうございました。残念ながら、時間の制約で皆さんのご質問はここまでにした

いと思います。その他にいただいた質問を少しご紹介しますと、「外国人政策を進めていく

上では、外国人に参政権を認めることが必要ではないか」「オーストラリアのように日本に

おいても差別を禁止する法律が必要ではないか」といったご質問も頂いております。 

 それでは最後に、パネリストの皆さまから、申し訳ないのですが 1 人 1 分ずつのお時間

で全体を振り返ってのコメントを頂きたいと思います。今度は一番端の芝田課長からお願

いします。 

 

芝田： 

 先ほど、今やっていることを申し上げましたが、十分ではないということはよく分かっ

ておりますので、片方に公立学校があり、片方にブラジル人学校がある。多分、今後の方

向は、しっかりしたブラジル人学校が増えていくということと、公立学校がしっかり受入

れていただくということと、それからその間のところをできるだけ手厚くしていくことだ

と思っています。トランスファーができやすくするということもあるし、ブラジル人学校

に行けなくなったお子さんのケアをしっかりするなど、この中間のところを厚くする手だ

てをやっていくことだと思っておりますので、今後もいろいろ皆さんもご指導いただくよ

うにお願いいたします。どうもありがとうございました。 

 

讀谷山： 

 政府の方で、ある程度の規模の活用できる予算があることなどを若干申しましたが、た

だ、それをどう使うかということが大変大事ですし、またその使うに当たって、複数の省

庁にまたがる施策を円滑に組み合わせていくことが必要ではないかという部分があります

ので、そこのところを私どもは地方自治体からよくお話を聞いて、そして各省に働き掛け
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ていくということをやっていきたいと思います。 

 私はよく自治体の方にお会いするときに、私どものオフィスは地方自治体の前線基地だ

と思ってくださいと申し上げるのです。地方自治体の方々のお声を寄せていただいたら、

私どもはできる限り、力及ばずとしても、できる限り反映させていって、現場により合っ

た仕組みを作るように努力していきますということを申し上げておりますので、そのよう

な形で現場からの声、現場からの知恵をもって政策全体をより良く磨いていくという姿勢

で、現場起点ということで私どもは取り組んでいきたいと思います。 

 そういう意味で最後、時間がなくて披露できませんでしたが、資料 116 ページに定住外

国人のための雇用対策の例を示しているのですが、こういうものを地方自治体にお示しす

る。それは 6000 億とか 1500 億という大きなファンドの使い道として、こういう使い道も

あるのではないかとご提案することによって、例えばまた自治体の中でも、財政部局、教

育委員会、国際部局、いろいろな部分の連携を取らなければいけません。霞ヶ関でも連携

が難しいのと同様、県庁の中でも難しいと思いますが、その連携を円滑にしていくための

インフォメーションもわれわれが提供していくということでサポートしていきたいと思っ

ています。 

 いずれにしても、現場で実践的な取組みが効果的に行われるように、私ども微力ではご

ざいますが誠心誠意やってまいりたいと思いますので、今後ともいろいろなお声を寄せて

いただきたいと思います。 

 

土井： 

 短く 3 点お伝えしたいと思います。 

 一つは、今日はやはり時間がなかったのでうまく伝えることができませんでしたが、資

料の 98 ページ（英語版 103 ページ）の一番下に、私たちの「とよた日本学習支援システム」

のホームページの URL が書いてありますので、またこちらのホームページの方でいろいろ

とご参考にしていただくか、もしくはこの後の交流会でお声掛けいただければまたご説明

させていただきたいと思っております。 

 続いて、今日の参考資料として 2 ページ付けておりますが、こちらについて一切触れる

ことができませんでしたが、各自治体によって、例えばお金がついたところで実際に日本

語学習の支援ができるかというと、必ずしもそうではないという現状があります。各自治

体によって支援者、学習者、人々の意識だったり場所だったり、いろいろなリソースが違
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いますので、必ずしも国からお金をもらって一律にやるのではなくて、各自治体に応じた

取組みを考えていく必要があるかと思います。こういった地域の状態を把握することを大

切にしております。 

 最後に、先ほど回答できなかったご質問の中にも、外国人の方々への参政権だとか、も

しくは今日の午前中から午後にかけての発表の中で、経団連の井上さまも、外国人自身が

後世の外国人を支援する枠組みも大事だとおっしゃっていましたが、確かにそのとおりだ

と思っております。ちょっと宣伝になって申し訳ないのですが、今日は入り口に、「外国人

コミュニティフェア 2009」というチラシが置いてあります。これは東海地域で既に活動さ

れている外国人組織の方々が集まって、実際、その方々の活動を知っていただこうという

ことで、フィリピン人、ブラジル人、それからボリビア人たちのグループの活動が来週土

曜日紹介されますので、こちらでまた皆さんといろいろな形でお付き合いできたらいいと

思っております。ありがとうございました。 

 

松本： 

 新聞報道でご存じの方もいらっしゃると思いますが、平成 21 年 1 月 22 日、愛知県の多

文化共生推進室が愛知県内のブラジル人学校に対する緊急調査を行った結果があります。

2008 年 5 月現在、2624 人の生徒数がいましたが、2009 年の 1 月では 1469 人になり、その

差、義務教育年齢の子供だけに絞りますと、801 人の子供たちがブラジル人学校を去って

いったという報告があります。それは割合にして 41％です。それだけの子供たちが帰国し

たのか、それとも日本の学校に来ようとしているのか、その辺の数字がまだあいまいな状

況にあります。ですから、再三申し上げておりますが、過年齢であろうと、その子供がい

ろいろな背景を抱えておりますので、今までの日本の子供たちだけを考えた制度の見直し

を文部科学省で進めていただきながら、現場では子供の立場に立って、過年齢でも受入れ

るというような判断を、校長先生はじめ教育委員会の方でもしていただきたいと思います。 

 

ナセル： 

 移民が移住先の国の言語にどの程度堪能であるかが、社会的包摂の重要な指標となりま

す。この場合の堪能とは、何とか生活できるレベルの習熟度ではなく、経済・社会参加で

きるレベルの習熟度です。日本語教育の普及のために皆さまが努力されていることに敬意

を表します。中神さんのお話にもあったように、まさにこれは、ボトムアップとトップダ
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ウンのアプローチのバランスを取るということです。本日のシンポジウムでも、昨日の視

察でも、地域社会によるイニシアチブやボトムアップ・イニシアチブの実にしっかりとし

た土台を示す数多くの証拠を見ました。こうしたイニシアチブから、移民の社会統合のた

めの大変優れた基盤が構築されます。ありがとうございました。 

 

Nasser: 

The proficiency in the national language is a key indicator of social inclusion, not just proficiency 

to a survival level but also to a level that allows economic and social participation.  So, I 

congratulate you for the effort that you are putting into promoting the teaching of the Japanese 

language.  As Mr. Nakagami said earlier, it is really about having a balance between the 

bottom-up and the top-down and in this symposium and the tours that we had yesterday, we saw 

quite a lot of evidence of a really strong foundation of community initiative and bottom-up 

initiative from which to build a really good foundation of migrant integration.  Thank you. 

 

山脇： 

 ありがとうございました。では私、コーディネーターとして三点コメントしたいと思い

ます。 

 1 番目には、今回ナセルさんに来ていただいてオーストラリアのお話を伺いました。オ

ーストラリアと日本にはいろいろな違いもあり、かつ共通点もあったのですが、一つの大

きな、明らかに見える違いとしては、移民の背景をもったナセルさんのような存在の方が

オーストラリアにはたくさんいて、実際に多文化主義政策にかかわっているという現実が

あります。先ほど土井さんからご紹介があったのですが、日本においてはまだまだ、今回

のパネルにしてもそうですし、日本人が中心になって多文化共生について話を進めている

ことが少なくありません。オーストラリアの事例を伺っていると、移民の人たち、あるい

は外国人の人たちが主体になって自らこの社会に参加して、多文化共生社会をつくってい

くという方向性を目指していくことが必要だろうとあらためて感じました。そういう意味

で、今日の 2 部前半に登場してくれたロドリゴさんのような若い、移民の第二世代の人た

ちにぜひこれからどんどん活躍していただきたいと思います。 

 2 番目には、今回内閣府から外国人施策推進室参事官の讀谷山さんにご参加いただきま

したが、こうした省庁横断的に取組みを進める新しい組織というのは、外国人集住都市会
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議が 2001 年の設立当初から要望していたことであって、今回、麻生首相の決断によって 1

月に誕生したということは本当に喜ぶべきことだと思います。今日は緊急対策を中心にお

話しいただきましたが、今の経済危機も乗り越えるときが来ると思いますので、その先を

見越して、本日の第 1 部のディスカッションの中で、中長期的な観点からの統合政策の必

要性、あるいは多文化共生社会を構築する基盤づくりということが議論になりましたが、

そういう観点からの取組みを進めていく一つの核となって今後活動を広げていっていただ

ければと思います。 

 また、国際課の芝田課長は文科省では外国人学校を所管している立場でありまして、公

立学校の所管ということでは、国際教育課という別の部署があるわけですが、外国人の教

育の問題を総合的に、公立学校とブラジル人学校をつなぐ、そういう観点に立つのであれ

ば、よりトータルな観点から外国人の教育を考える、そうした体制づくりを文科省の中で

もぜひ進めていただきたいと思います。 

 3 番目に、具体的な体制づくりということで言えば、ニューサウスウェールズ州におい

ては多文化主義政策を推進する法律と差別を禁止する法律という二つの法律が基本的枠組

みになっていますので、日本においても、基本的な体制を整備する法律をつくるというの

が国としての大きな課題だと思います。第 1 部の中で近藤先生から官僚に対する批判が高

まり、与野党伯仲の中で政治家レベルのディスカッションも進んでいく中で、政治的なイ

ニシアチブの機が熟しているのではないかというお話がありましたが、日本においても多

文化共生のビジョンを定め、体制を整備する法律をつくる時期が来たのだと私は思ってお

ります。 

 以上をもちまして第 2 部のパネルディスカッションを終わりたいと思います。パネリス

トの 5 名の皆さんに大きな拍手をお願いいたします。 
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閉会の辞 

深田 博史 

外務省領事局長 

 

 皆さま、お疲れさまでした。本当に朝から夕方まで、中身の濃いシンポジウムであった

と思います。閉会に当たり、主催者を代表して一言ごあいさつを申し上げます。 

 ご案内のとおり、外務省ではこれまで過去 4 回にわたって、国際移住機関（IOM）の協

力を得て、外国人問題に関するシンポジウムを開催してきたわけですが、今回はその 5 回

目ということで、ここ名古屋で愛知県庁のご協力を得て開催させていただきました。本当

に主催者側の予想を超えるような多くの方々にご出席いただきまして、私どもも驚くやら、

大変うれしく思っております。報告によりますと 500 人を超える聴衆の皆さまにご参加い

ただいたそうで、資料を 500 部用意したのですが足りなかったということで、資料が渡ら

なかった方々におかれましては誠に申し訳ございませんでした。 

 ただ、これだけ多くの方々がここにお集まりになったということは、まさにこの愛知で

今起こっている問題、もともと愛知県においてはトヨタをはじめとする自動車産業その他

産業が発達する中で、特に外国人の方が伝統的に多く集まる地であったわけですが、昨年

の秋から始まった突然の経済危機と申しますか、経済的な後退の中で、企業による派遣カ

ットが深刻な社会問題として浮上しており、特に外国人の雇用者の雇用カットの問題が新

聞等でもクローズアップされるようになりました。まさにそのような背景があるからこそ、

こうして多くの方々がここにお集まりになられたのだろうと思います。 

 皆さま、いろいろな思いでこのシンポジウムを聴いていただいたと思います。本当にこ

れから、短期的にはこの深刻な経済状況の中で失業問題がますます深刻化していくでしょ

う。その中で私どもは外国人の雇用問題をどう考えたらいいのか、まずこのことについて

われわれは思いをしなければいけません。私自身、ここでその回答を申し上げる立場には

ないと思います。皆さんと一緒に考えていかなければいけないわけですが、私は奥田会長

が冒頭おっしゃった、一時的な経済状況の変化によって外国人に対する政策を変えるよう

なことがあってはならない、それは日本として国際社会に対して恥ずかしいことだという

ご指摘には大変感銘を受けました。 

 私どもとして本当に気を付けなければいけないのは、これからますますさらに経済的な

苦しい状況は続くのだろうと思います。その中にあって、やはり許してはいけないのは、
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安易に「もう外国人は要らない」「外国人は帰ってもらおう」「外国人は呼ばないようにし

よう」といった動きが出てくる可能性がある。私たちはそういう風潮がこれからわき上が

ってくることに対しては自戒し、また警告を発していかなければいけません。むしろ、こ

の短期的な経済的なチャレンジに対して、どうこれを克服していくのか、まさに今、この

日本のこの地域で住んでおられる外国人の方々と一緒にこの短期的なチャレンジを乗り越

えていくという姿勢が必要なのだろうと思います。 

 さらに、中長期的な視点でいえば、まさに現在の経済的な問題があるが故に、外国人問

題に対して多くの方々がより多く関心を持ち、ある意味では目覚めたのではないかと思い

ます。むしろ、こういう状況にある今を奇貨として、私どもはより長い目で、日本社会に

おいて少子高齢化がこれから深刻化する中で、私どもの経済社会を維持していくためには

外国の方々に来てもらって、日本の社会の中で経済を一緒に維持していただく、そのより

どころとして、パートナーとして迎え入れなければいけません。そうした外国人をこれか

ら日本に迎え入れるに当たって、われわれはどのように考え、どのように対応していった

らいいのかということを、国のレベル、コミュニティのレベル、個人のレベル、さまざま

なレベルでより真剣に考えていく。考えていくと同時に、今から着実にわれわれとしてで

きることをやっていかなければいけないと思います。 

 国のレベルで申し上げれば、これもまた奥田会長がおっしゃったとおり、これまではど

ちらかというと理念のないまま間口を広げてきたところがあるのですが、ここに来て内閣

府に「定住外国人施策推進室」ができました。ここはどちらかというと短期的な対応を中

心に考えておられるわけですが、政府全体としての取組みをやはりさらにここで強化して

いく。そして井口先生がご指摘のように、国としてどういう形で外国人を受入れるための

制度的インフラを整備していくのか本当に真剣に考え、着実に国としてこれを実施に移し

ていくということはものすごく大事なことです。ただ、国ができることというのは制度的

なインフラの整備であって、むしろより大事なことは、実際に外国人が住まわれるコミュ

ニティで、どのような形で社会的な統合、あるいは多様な文化を受入れて、われわれの社

会の中で育て、定着させていくことができるのかということをやはり一緒に考えていかな

ければいけません。 

 また、それを実践していくためにはどのようなことが必要なのか。恐らく外国人とそう

いうコミュニティとを橋渡しするようなソーシャルワーカーというのでしょうか、ボラン

ティアの方々も、もっともっと増えていく必要があると思います。そういう方を育てなけ
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ればいけない。国としても、そういうソーシャルワーカーの方々がもっと働けるような環

境をつくっていかなければいけない。私は、国がこれからするべきことは、むしろこうし

たコミュニティレベルで支援するような方向で努力することだと思います。 

 そうしたことを受けて、コミュニティレベルでもぜひ、より中長期的な日本における外

国人の受入れの在り方についてどうしていったらいいのか、皆さまと一緒にさらに考えて

いきたいと思いますし、今日のシンポジウムがその一つの重要な機会になったとしたら、

それは主催者側として大変喜ばしい、うれしいことだと思います。 

 議論ばかりしていてもいけないわけで、われわれはこれからさらに着実に進んでいく必

要があります。外務省としても、今後ともこのシンポジウムで得られたいろいろな声をホ

ームページ上で報告する形で発表していきたいと思います。また、今日いろいろなご質問

が寄せられたと思います。必ずしも全部にパネリストの方々はご回答できなかったと思い

ますが、さらに引き続きパネリストの方の協力も得て、ホームページでそうした回答もご

紹介し、そうした形で皆さまとの間で、このシンポジウムを契機にさらにコミュニケーシ

ョンの輪を広げさせていただければと思っております。 

 本日は、皆さま、長い間本当にありがとうございました。最後になりましたが、このシ

ンポジウムのためにわざわざ外国からお越しいただきましたカースルズ教授、スウィング

事務局長、オーストラリア政府のナセルさん、その他多くのパネリストの方々にあらため

まして御礼を申し上げ、ごあいさつと代えさせていただきます。 

 この後、懇親会を引き続き開催させていただきますので、お時間が許す方におかれまし

てはぜひ引き続き参加いただき、懇談いただければと思います。本日はどうもありがとう

ございました。 




